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プロジェクトの位置図 

 

（出所：JICA 地球環境部） 

ルアンパバーン県水道公社（北部） 

カムアン県水道公社（南部）

首都ビエンチャン水道公社（中央部） 
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写     真 

 

カムアン水道公社での週会議に参加するカウンターパート。 

JICA専門家（チーフアドバイザー）による技術的な助言を受ける。

 JICA専門家（配給水管施設計画）の指導により導入した様式を活用し、

漏水箇所・原因、修理箇所等のデータを記録している。 

 

無償資金協力により新設されたタケク浄水場に集合した南部 6 県の

水道公社、及び公共事業運輸局職員。同施設において全国展開活動と

して研修が実施されている。 

 タケク浄水場内では水質検査結果を JICA 専門家（水質管理）が提示し

た記録シートに基づきデータ入力を行っている。 

 

南部 5 県を対象とした研修を実施するカムアン県水道公社のカウン

ターパートたち。各分科会で専門家から指導を受けたデータ収集・管

理、計画策定にかかる指導を行っている。 

 南部 5県水道公社幹部、及び県公共事業運輸省を対象にした計画分科会

では、水道局副局長が給水区域の計画に必要なデータなどについて指導

を行っている。 

 

首都ビエンチャン水道公社ではカウンターパートの発案により、コー

ルセンターに新しいオンラインシステムを導入する事業計画を策定

し、予算が拠出され、2016年 10月から運用を開始した。 

 首都ビエンチャン水道公社ではカウンターパートの取組みにより、 

お客様窓口にスクリーンを設置し、オンタイムで供給量を掲示している。
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首都ビエンチャン水道公社の技術部では供与機材が適切に維

持管理されている。 

 首都ビエンチャン水道公社のマッピング・セクションで活躍

するカウンターパート。 

 

首都ビエンチャン水道公社の技術部門、総務部門のカウンタ

ーパートへのインタビュー。それぞれの部門で計画に基づい

た日常業務の改善に取り組んでいる。 

 ルアンパバーン県公共事業運輸局で水道事業を担当する職

員と水道公社計画担当職員。JICA 専門家の指導の下、水道

事業戦略の策定作業を進めている。 

 

ルアンパバーン水道公社での週定例会議に参加する技術部、

総務部の職員。JICA 専門家は各パイロット公社を巡回し活動

のフォローを行っている。 

 ルアンパバーン水道公社へ供与された漏水探知機器などの

機材。 

 

ルアンパバーン水道公社の浄水場に勤務する水質管理担当職

員。JICA 専門家の指導を受け、2012 年から水質検査結果報告

書を毎年作成するようになった。 

 ルアンパバーン水道公社のコールセンター。 
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ルアンパバーン水道公社の計画課職員。データ管理マニュア

ル、給水区域計画書、長期事業計画書、水道事業ガイドライ

ン報告書、年報等は各部門と連携し、取りまとめてきた。 

 北部 6 県の財務担当職員があつまる分科会では、ルアンパバ

ーン水道公社のカウンターパートが講師となり、JICA 専門

家（財務）から学んだ予算概要表の作成方法を指導している。

 

ルアンパバーン水道公社では北部 6 県及び県内の営業所職員

を対象にワークショップを開催。カウンターパートが講師と

なり、分科会ごとにデータ収集・管理、計画策定の指導を行

っている。 

 2 週間のトレーナー育成研修を終えたパイロット公社のカ

ウンターパート。全国展開活動ではリーダー的役割が期待さ

れている。 

 

水道事業計画技術ガイドライン委員会が開催され、委員長を

務める水道局副局長の他、3 つのパイロット水道公社の分科

会メンバーがカムアン県にてガイドラインの最終化作業を行

った。 

 公共事業運輸省により提供された首都ビエンチャンのプロ

ジェクト事務所。この他 3 つのパイロット水道公社に JICA

専門家執務室が提供されている。 

 

評価結果、及び提言事項について熱心に協議を行うラオス側、

日本側プロジェクト関係者と合同評価団。 

 第 5 回 JCC(2017 年 3 月 10 日)終了時評価結果 MM 署名 
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 ADB Asian Development Bank アジア開発銀行 
 DHUP Department of Housing and Urban 

Planning, Ministry of Public Works 
and Transport 

公共事業運輸省 住宅都市計画局 

 DPWT Department of Public Works and 
Transport 

公共事業運輸局 
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 JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 
 JICA Japan International Cooperation 

Agency 
独立行政法人国際協力機構 
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Transport 

公共事業運輸省 

 NORAD Norwegian Agency for Development 
Cooperation  

ノルウェー開発協力局 
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 WASRO Water Supply Regulatory Office 水道規制室（2015 年の組織改編により新設の水道局のひ

とつの課として水道規制課となった） 
 WSRD Water Supply Regulatory Division 水道規制課（公共事業運輸省 水道局内に設置） 
 WSD Water Supply Division  水道課（住宅都市計画局の傘下であったが、2015 年の公共

事業運輸省の組織改編により新設された水道局のひとつの課

となった。） 
 WSSE Water Supply State Enterprise 水道公社 
 WSRC Water Supply Regulatory Committee 水道規制委員会 
  

技術用語、計画、その他 
 APO Annual Plan of Operation 年間実施計画 
 M/M Minutes of Meeting 協議議事録 
 NRW Non-Revenue Water 無収水 
 ODA Official Development Assistance 政府開発支援 
 O&M Operation and Maintenance 運転維持管理 
 OJT On-the-Job Training 実務研修 
 PDCA Plan-Do-Check-Action 計画-実施-評価-改善 
 PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス 
 PFI Private Finance Initiative プライベート・ファイナンス・イニシアチブ 
 PI Performance Indicator 業務指標 
 PO Plan of Operation 実施計画 
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 R/D Record of Discussion 討議議事録 
 TOT Training of Trainers 講師育成研修 
 WTP Water Treatment Plant 浄水場 
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評価調査結果要約表 

１. 案件の概要 
国名：ラオス国 案件名：水道公社事業管理能力向上プロジェクト 
分野：水資源・防災-都市給水 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：地球環境部水資源グループ 協力金額（評価時点）：4.26 億円 
協力期間 (R/D:2012 年 5 月 25 日) 

2012 年 8 月～2017 年 8 月 
（5 年間） 

先方関係機関：公共事業運輸省 水道局1（旧住宅都市計画

局 水道課、水道規制室） 
パイロット 3 都県の公共事業運輸局 
首都ビエンチャン水道公社、ルアンパバーン県水道公社、

カムアン県水道公社 
日本側協力機関：さいたま市水道局、埼玉県企業局、横浜

市水道局、川崎市上下水道局、横浜ウォーター株式会社、

松山市公営企業局 
他の関連協力：「水道事業体人材育成プロジェクト」

（2003-2006 年）、「地方水道人材育成」（2009－2010 年）「タ

ケク上水道拡張計画」(2013-2017 年)、「首都ビエンチャン

上水道拡張事業」(2016-2021 年)、「水道公社における上水

道運転・維持管理能力向上支援事業」(2016-2019 年) 
１-１ 協力の背景と概要 

ラオス国では首相令（1999 年）により、2020 年までに都市人口の 8 割に対して 24 時間の安全で

安定的な都市給水を行うことを目標に掲げ、一県につき一つの水道システム整備を目指している。

JICA は水道施設の拡充に対応できる技術人材を育成するため、2003 年から 2006 年まで技術協力プ

ロジェクト2を通じた研修強化支援を行い、その結果主要水道施設においては一定レベルでの運転が

可能な状況となった。しかし同国政府が 2020 年の目標として掲げる、水道普及率 80%の達成には未

だ遠い状況であり、2012 年の都市における水道普及率 60%にとどまっていた3。 
目標普及率を達成するためには、水道施設のさらなる拡張・更新、そのための事業運営の効率化

を通じた投資資金の確保が急務であり、首相令（1999 年）では水道公社に対し、施設の維持管理等

に係るコストを賄いつつ、3 カ年のローリング事業計画に基づき効率的かつ独立採算での経営を行

うよう義務付けている。このほか、2010 年には公共事業運輸省（Ministry of Public Works and 
Transport：MPWT）内の水道規制室（Water Supply Regulatory Office：WASRO）4が、水道公社のサー

ビス状況を数値化した業務指標について、毎年の目標設定とモニタリング報告を各水道公社に課し、

水道普及率等の所与の国家目標を目指した事業実施を促進している。 
このように短期的な計画策定とモニタリングの枠組みは整備されたものの、多くの水道公社では、

①自力では短期計画を策定できない、②ドナーの支援により策定された短期計画を自ら更新できな

い、③短期計画だけでなく年間予算計画も作成していないといった課題があった。さらに短期計画

は策定したものの、業務指標とそれに基づくモニタリングが計画と関連づけられていないというケ

ースもあり、実効性に乏しい枠組みとなっていた。 
水道施設の拡充と事業運営効率化を真に適正な形で進めていくためには、水道公社による中長期

的な水需要、及び財務収支見通しに基づく事業計画の導入が不可欠であり、それらを MPWT や県公

共事業運輸局（Department of Public Works and Transport：DPWT）がモニタリングし、事業運営状況

                                                        
1 2015 年 12 月新設 
2 JICA ラオス国「水道事業体人材育成プロジェクト」（2003-2006 年） 
3 出典：WHO 
4 2015 年の公共事業運輸省の組織改編により、水道規制室（WASRO）は新設の水道局（Departmet of Water Supply）の 6 つの

部（総務・人事課、予算・計画課、水道課、水道規制課、審査課、衛生課）の内のひとつである水道規制課（Water Supply Regulatory 
Division:WSRD）となった。新組織編成（案）は 2017 年 3 月時点で正式な首相令が発令されていないが、水道局は新体制の

下、業務を遂行している。 
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を的確に把握した上で、水道公社に対して経営面・技術面での支援を行っていく体制を構築する必

要性があった。 
このような背景からラオス国政府は上記の課題に対処するため、我が国厚生労働省が 2010 年に実

施した｢水道事業体の能力向上を目的とした人材育成プロジェクト｣調査報告書に基づき、技術協力

プロジェクトを要請した。これを受け、JICA は 2012 年 2 月に詳細計画策定調査を実施し、「水道公

社事業管理能力向上プロジェクト」（以下、「本プロジェクト」と記す）の枠組みが確認され、2012
年 6 月に討議議事録（Record of Discussion：R/D）が署名された。本プロジェクトは 2012 年 8 月か

ら 5 年間の予定で開始され、これまで計 40 名の専門家を 11 分野（1.チーフアドバイザー、2.業務調

整/モニタリング管理、3.水道事業計画、4.行政機能/水道事業指標、5.浄水場施設計画、6.人材育成/
水質管理、7.水質管理、8.水道事業経営管理（財政・人材育成・総務・営業）9.管網データ整備、10. 
配給水管施設計画、11.無収水管理）に派遣し、実施されている。 
 
１-２ 協力内容 

ラオス国において、パイロット水道公社（首都ビエンチャン、ルアンパバーン県、カムアン県）

を対象に、長期・中期・短期の事業計画策定に必要なデータを継続的に利用可能とし、事業計画に

基づいた事業実施管理を Plan-Do-Check-Action(PDCA)サイクルを用いて行い、モニタリングを強化

する。 
これら成果を踏まえ、水道事業計画技術ガイドラインを策定し、全国の水道公社及び民間企業に

おける事業計画策定及びモニタリング体制の構築を促進するための仕組づくりをとおし、水道公社

の中長期的視野に基づく事業管理能力を強化するための体制整備を目的として実施している。 

（１）上位目標 
ラオス国上水道セクターにおける持続可能かつ安定的な開発に向けた管理体制が強化される。 

（２）プロジェクト目標 
ラオス国において、水道公社の中長期的視野に基づく事業管理能力を強化する体制が整備される。

（３）成果 
1) パイロット水道公社において、長期・中期・短期の事業計画策定に必要なデータが継続的に

利用可能になる。 
2) パイロット水道公社において、長期・中期・短期事業計画5に基づいた事業実施管理が、

Plan-Do-Check-Action (PDCA) サイクルを用いて行われる。 
3) 業務指標（Performance Indicator：PI）を含む事業計画のモニタリング6が強化される。 
4) アウトプット 1～3 の成果を踏まえ、水道事業計画技術ガイドライン（技術ガイドライン）

が策定される 
5) アウトプット 1～4 の成果を活用し、全国の水道公社及び民間企業における事業計画策定及

びモニタリング体制の構築を促進するための仕組みが構築される。 

（４）投入（評価時点での予定額） 
日本側：総投入額 4.26 億円 
長期専門家派遣： 3 名 機材供与：(供与機材、事業用物品含) 27,191,000 円

短期専門家派遣： 37 名 ローカルコスト負担： 140,015,000 円

研修員受入： 39 名 その他：（本邦研修費） 65,786,000 円

相手国側： 
カウンターパート配置： 73 名  機材購入:なし 

                                                        
5 長期事業計画とは、PI の目標値を含む戦略的な計画であり、国家/県の 5 年計画のサイクルに対応しているものである。中

期事業計画とは、首相令 37 号に定められる 3 年のローリングプランを指す。年次計画とは、活動計画と予算計画からなる

年間計画を指す。これらの事業計画に含められる領域は、(1)水安全計画、(2)新設・拡張事業計画、(3)既存施設整備計画 (大
規模修繕～更新)、(4)水運用計画、(5)無収水管理計画、(6)組織・人事計画、(7)お客様サービス向上計画である。 

6 「事業計画」には、長期（9 年間）、中期（3 年間）、年次計画を含む。 
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土地・施設提供： プロジェクト事務所、会議室 ローカルコスト負担: 電気水道代他
 （年間約 0.7 億 KIP） 
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調査期間 2017 年 2 月 20 日～2017 年 3 月 10 日 評価種類：終了時評価 
３.評価結果の概要 
３-１ 実績の確認 
（１）成果の達成状況 

成果 1～5 の達成状況は以下のとおりである。 
1) 成果 1：パイロット水道公社において、長期・中期・短期の事業計画策定に必要なデータが

継続的に利用可能になる。 
成果 1 は概ね達成されている。各パイロット水道公社において「データ管理マニュアル」に

基づき、必要となるデータが概ね収集されている。中間レビュー時点では（2015 年 3 月）、「断

水時間」、「直接給水率」といった一部のデータについて未収集であったが、本調査時点では、

各パイロット水道公社ともに、同データが取得されている（指標 1a）。更に、各パイロット水道

公社は必要情報リスト記載のデータを毎年取得、蓄積している（指標 1b）。策定された「デー

タ管理マニュアル」（Data management manual）は各パイロット水道公社での試行を経て最終化

され、2017 年 4 月末までに水道局長による決裁を得る予定である（指標 1c）。 

2) 成果 2：パイロット水道公社において、長期・中期・短期事業計画に基づいた事業実施管理が、

Plan-Do-Check-Action (PDCA) サイクルを用いて行われる。 
成果 2 はほぼ達成されている。各パイロット水道公社により「長期事業計画 2014-2020 年」

が策定され、各公社局長により承認された。2016 年からは、2030 年を目標年とする「第 2 次長

期事業計画」の策定を進めている（指標 2a）。同長期計画を踏まえた「中期事業計画（2012-2014
年、2015-2017 年、2018-2020 年）」も策定された。「第 2 次長期事業計画」に合わせ、新たに「中

期経営計画（2021-2023 年、2024-2026 年、2027-2030 年）」の策定を進めている（指標 2b）。ま

た、JICA 専門家の指導を受けた財務担当のカウンターパート（C/P）により 2015 年度以降、年

度予算計画に基づき、決算が取り纏められている（指標 2c）。事業計画策定に必要なマニュアル

については、「水道事業計画技術ガイドライン」（Water supply planning technical guidelines）に取

りまとめられ、承認手続きを進めている（下記の成果 4 関連）（指標 2d）。以上のように、計画

に基づく事業管理手法が導入されており、今後は定着に向けて、より現実に即した計画となる

ようサイクルの継続が望まれる。 

3) 成果 3：業務指標（PI）を含む事業計画のモニタリングが強化される。 
成果 3 は部分的に達成されている。各水道公社により内部モニタリングが実施されており、

その結果は事業計画の策定、更新に活用されているとともに、2014 年以降「水道事業ガイドラ

イン報告書」（Water supply guideline report）に取り纏められている（指標 3a）。水道公社からの

モニタリングの結果は水道局水道規制課（WSRD、旧水道規制室：WASRO）により年報として

取りまとめが進められており、同年報をもって、各水道公社へのフィードバックが開始される

予定である（指標 3b）。本プロジェクトでは水道事業の全体業務を網羅する 23 項目を特定し、

同業務指標にかかるモニタリング項目の定義を明確化し、「水道事業ガイドライン」(Water supply 
guidelines)（2013 年 12 月）に取りまとめられた。2014 年以降毎年、各パイロット水道公社は同

ガイドラインに基づき PI の算出、分析、報告書作成を行っている。同ガイドラインは、2017
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年 5 月下旬までに水道局長による決裁を得る予定である（指標 3c）。 

4) 成果 4：アウトプット１～３の成果を踏まえ、水道事業計画技術ガイドライン（技術ガイドラ

イン）が策定される。 
成果 4 は概ね達成されている。「技術ガイドライン策定委員会」7が設置され、分科会による

委員会活動の補完により「水道事業計画技術ガイドライン（案）」（Water supply planning technical 
guidelines）が策定された（ラオ語版）。今後、英訳版が作成される予定である（指標 4a）。 

5) 成果 5：アウトプット１～４の成果を活用し、全国の水道公社及び民間企業における事業計画

策定及びモニタリング体制の構築を促進するための仕組みが構築される。 
成果 5 は部分的に達成されている。本調査時の C/P による質問票回答によると、各パイロッ

ト水道公社の大部分のメンバーが、他の公社に技術指導するための能力を身につけたと回答し

ている。また、リソース・パーソン（JICA 専門家の指導を受けた各担当分野の C/P）は 2017
年 2 月から 3 月にかけて 2 週間の講師養成研修（Training of Trainers：TOT）に参加し、指導法

にかかる研修を受講した（指標 5a）。2016 年よりリソース・パーソンが各地域（中央、南部、

北部）周辺県の水道公社職員を対象に、事業計画作成に必要なデータ収集と管理に関する説明、

指導を開始した。また、全水道公社を 2 回巡回し、出前講座の開催と実務研修（On the Job 
Training：OJT）が実施された。2016 年に続き、2017 年もミニワークショップ形式で活動を継続

しており、各拠点にてこれまで計 3-4 回ずつ研修が開催された（指標 5b）。2017 年 1 月からは、

全国展開システムを確立するための「ポスト MaWaSU システム」の策定を終え、上述のとおり、

試行を開始した。今後、評価、フィードバック後、2017 年 7 月上旬までに水道局の決裁を得る

予定である（指標 5c）。 
 
（２）プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：ラオス国において、水道公社の中長期的視野に基づく事業管理能力を強化す

る体制が整備される。 
プロジェクト目標は協力期間中に達成される見込みである。以下のとおり、指標 a、指標 b は既に

達成されており、指標 d、指標 e は 2017 年 8 月までに達成が見込まれる。他方、指標 c は達成され

ていないが指標の適切性に課題がある。 
3 つのパイロット水道公社では、専門家の指導のもと、C/P が主体的に作成してきたデータ管理マ

ニュアルや技術ガイドラインに従い、長期・中期事業計画を策定、及び更新している。また行動計

画と予算計画からなる年次計画に基づき、決算報告を行っていることから、これらデータ収集、計

画策定の能力を概ね習得したといえる。長期計画は当初 2020 年目標に基づき策定されているが、

2030 年目標へ更新する取り組みがなされている（指標 a）。また、パイロット水道公社は「水道事業

ガイドライン」に基づき、毎年、報告書を策定している。更に、これらの報告書の精度も向上して

いることが JICA 専門家により確認されている（指標 b）。 
パイロット水道公社における PI23 項目のうち 5 項目に関し、2012 年と 2016 年実績値の比較によ

ると、向上が確認されたのは、首都ビエンチャン水道公社では 2 項目、ルアンパバーン県水道公社

では 3 項目、カムアン県水道公社では 1 項目であり、目標の 4 項目には到達していない8（指標 c）。
他方、同指標はこれら 5 項目の PI の達成状況を 2012 年実績値との比較により判断されるものであ

るが、2012 年時点のデータは精緻化への取組みがなされる以前のデータであり、やや信憑性が低い

上、未収率、総収支比率など事業経営にとって重要であるもののプロジェクト活動と直接的な関連

性の低いものもあることから、プロジェクト目標を測る上では必ずしも適切な指標設定でないもの

が含まれる可能性があることに留意する。 

                                                        
7 技術ガイドライン策定委員会は水道局副局長、大学教授、企業関係者等から構成されている。 
8 首都ビエンチャン水道公社では未収率（3002）、総収支比率（3008）が改善し、請求書発行率（3001）、水道サービスに対す

る苦情割合（3004）、苦情解決率（3005）は少々悪化した。ルアンパバーン県水道公社では請求書発行率（3001）、未収率（3002）、
苦情解決率（3005）が改善し、水道サービスに対する苦情割合（3004）、総収支比率（3008）に改善が見られなかった。カ

ムアン県水道公社では請求書発行率（3001）が改善し、その他、未収率（3002）、水道サービスに対する苦情割合（3004）、
苦情解決率（3005）、総収支比率（3008）に改善が見られなかった。 
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「水道事業計画技術ガイドライン」に関しては、2017 年 3 月に技術ガイドラインにかかる最終委

員会が開催され、同案の最終化を経て、水道局内の決裁プロセス後、2017 年 6 月中旬に水道局長の

承認を得る予定である（指標 d）。全国展開にかかる研修計画は、チナイモ研修センターのブランチ

機能として、分科会活動をとおし、3 つのパイロット公社が各地域の周辺県を対象に担当分野別（計

画管理、人事管理、営業・水道メーター管理、管網管理、浄水場維持管理/水質管理、財務管理）の

OJT 活動を展開する「ポスト MaWaSU システム」という研修実施計画案を策定し、2017 年 1 月から

試行中である。同システムの評価、フィードバックを経て、協力期間中に研修実施計画が策定され

る予定である（指標 e）。 
 
３-２ 評価結果の要約 
（１）妥当性 

妥当性は「高い」と判断される。 
本プロジェクトはラオス国の主要な水道事業体である県水道公社の中長期的視野に基づく事業運

営管理の向上を図ることにより、都市部における給水率の増加、及び安全な水供給に寄与するもの

であり、ラオス政府の開発政策における都市給水セクターの方針、及び日本の対ラオス国別援助方

針に合致している。加えて、プロジェクトの戦略、及びアプローチは対象グループである水道公社、

対象地域のニーズに合致しており適切である。 
ラオス政府は「第 8 次国家社会経済 5 カ年開発計画（2016-2020 年)」において、人口の 90%が安

全な水にアクセスできることを目標に掲げている9。また、公共事業運輸省は「都市水道供給及び衛

生セクター戦略（2013-2030 年）」のなかで、都市人口の給水率の向上を目指し、段階的な数値目標

を掲げている（2020 年 80%、2030 年 90%）。 
本プロジェクトは、日本政府の対ラオス国別援助方針の重点分野「経済・社会インフラ整備」に

おける開発課題「環境と調和した快適な社会の実現」の「都市環境整備プログラム」に位置づけら

れ実施されている。加えて、2016 年 9 月に発行された「ラオスの持続的な発展に向けた日本・ラオ

ス開発協力共同計画」においても重点課題である「環境・文化保全に配慮した均衡のとれた都市・

地方開発をとおした格差是正」のなかで、首都ビエンチャン、及び地方都市における急速な都市開

発・人口増に対応するため、グリーン成長に基づき、都市環境整備、景観・文化の保全、市民への

公共サービスの拡充を目指し、上水道など公共基盤インフラ整備に協働で取り組むとしている。 

（２）有効性 
有効性は「高い」。 
プロジェクト目標に関し、残された指標も目標に向けて関連活動が前進しており、水道公社の中

長期的視野に基づく事業管理能力を強化する体制が着実に整備されつつある。「水道事業計画技術ガ

イドライン」に関しては、水道局内の決裁が完了すること、また、全国展開については研修計画が

策定されることで、プロジェクト目標は完全に達成される。指標には設定されていないものの、行

政強化活動として、中央政府の水道局、及び県公共事業運輸局水道事業担当の C/P による「水道事

業戦略（ビジョン）」（Water supply strategy）の策定、水道局による「水道事業統計年報」（Water supply 
statistics yearbook）の作成、官民連携（Public Private Partnerships：PPP）導入ガイドライン策定への

準備作業、水道協会設立の検討作業等の取組みもなされている。 
プロジェクト目標達成への貢献要因としては、「3－3 効果発現に貢献した要因」に述べたとおり、

新たなニーズや優先度の変化に応じ、柔軟に活動を実施計画（Plan of Operation：PO）に追加すると

いった対応がとられたことが挙げられる。このほか、OJT や勉強会などの参加型アプローチにより、

水道公社の C/P の主体性が確保されたことも、貢献要因のひとつである。加えて、専門家の指導の

下、C/P が作成した各種マニュアル、ガイドライン、計画書、報告書等の成果品を活用することで

事業管理能力が強化され、体制整備を促進する要素となっている。 
他方、パイロット水道公社ではアクセス可能な資金調達方法が限られており、策定した中長期事業計

画を実施するための予算が確保されず、年間計画には全てを盛り込むことができない状況である。 

                                                        
9 Proportion of population using an improved drinking water source: baseline 84% (2014) 
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（３）効率性 
効率性は「中程度」と判断される。 
計画された投入、活動の実施により、成果 1、成果 2、成果 4 はほぼ達成されており、成果品の承

認プロセスが完了すれば達成される。成果 3、及び成果 5 に関しては、残りの活動が計画どおり実

施されれば、協力期間内に達成される見込みである。 
日本側の投入に関しては、中間レビューの提言を踏まえ計画に追加されたプロジェクト活動を展

開する上で、当初予定を上回る投入がなされた。各パイロット県における技術部門、及び管理部門

のデータ整備、事業計画策定、業務指標を含むモニタリング作業等に加え、業務指標の向上に向け

ての技術移転活動を行う上で、技術分野、及び経営管理分野の多岐にわたる専門家が投入された。

なお、中間レビューの提言を踏まえ、派遣人数、派遣時期、期間等の改善が図られた。 
機材については、研修実施に必要な機材が 3 つのパイロット公社へ供与され、日常業務に活用さ

れている。本邦における C/P 研修は時期、期間、人数共に適切な投入がなされた。加えて、プロジ

ェクト成果を公表・確認する国際セミナーの開催、第三国における他プロジェクトとの合同セミナ

ー等も実施しており、C/P 自身が経験を共有したり、日本や他国の経験を関係者から直接学んだり

できる有意義な機会となった。 
ラオス側の投入に関しては、活動を展開する上で適切な人員配置がなされた。しかし、2015 年 12

月の組織改編により公共事業運輸省水道局が創設され移行プロセスの遅延により、水道局の C/P の

組織体制、業務内容が不明瞭な状態が続き、国レベルの活動進捗に影響を与えた。 

（４）インパクト 
インパクトは「やや高い」と判断される。 
上位目標の 2 つの指標はある程度達成される見込みである。成果 5 において実施中の全国展開活

動をとおし、各水道公社のリーダーは強い関心をもって、プロジェクト活動に参画している。また、

各県の公共事業運輸局職員も勉強会に参加している。本プロジェクト終了後、全国展開活動が計画

どおり実施されることで、全ての水道公社において、中長期の事業計画策定が進められることが見

込まれる（指標 a）。但し、「水道事業計画技術ガイドライン」が継続的に全水道公社に周知され、認

識されることが前提条件となる。また、各公社が事業計画を策定、更新していくインセンティブが

担保されることも求められる。他方、各公社における全技術分野の計画策定に必要なデータ整備状

況、専門知識や分析能力のレベルなどによっても、今後の策定進捗が左右されることから、パイロ

ット 3 公社以外の 15 公社が、同ガイドラインに沿って中長期計画を完成させ、承認プロセスの完了

に至るまでに要する期間も各公社によって異なることが推察される。また、本調査時点では、活動

を継続していく上での予算確保（旅費、ワークショップ開催費等）がなされていない。 
業務指標 23 項目の改善見込みに関し、2012 年実績値と最新実績値10との比較から、3 つのパイロ

ット水道公社において向上傾向にある。また、各パイロット水道公社は「長期事業計画 2014-2020
年」において、2020 年の達成目標を設定しており、2020 年末までに、パイロット水道公社にて業務

指標（PI）23 項目のうち 11 項目が 2012 年と比べて改善されると見込まれる。但し、上述のとおり、

2012 年実績値データの信憑性は低い可能性があること、また、様々な要因により毎年の変動がある

ことに留意すべきである。 
更に、外部条件として、水道公社がアクセス可能な長期で低利な融資制度の導入、PPP ガイドラ

インの導入などが適切になされない場合、事業運営管理上のリスクに繋がり得ると思料される。 
正の波及効果も発現していることが確認された。具体的には首都ビエンチャン水道公社の営業担

当職員は、お客様コールセンターの新たなオンラインデータ管理システムを計画・申請し、2016 年

10 月から導入している。また、全国展開活動をとおし、パイロット水道公社の C/P が周辺県水道公

社に対し、顧客調査の手法を指導し、その後、研修を受けた担当者が実際に顧客調査を実施すると

いった波及効果が複数の公社で見られた。また、ルアンパバーン県公共事業運輸局の水道事業担当

官は、プロジェクト活動をとおし、計画策定能力を強化し、2016 年度に県内の 2 地区における新た

                                                        
10 ルアンパバーン県水道公社は 2016 年実績値、首都ビエンチャン水道公社とカムアン県水道公社では、5PI は 2016 年実績値

を参照し、その他 PI は公社内の担当部門により算出中につき、2015 年実績値を参照。 
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な給水開発にかかる企画書を国へ提出し、2017 年度予算の承認を得た。なお、負のインパクトは確

認されなかった。 

（５）持続性 
持続性は「中程度」と判断される。 
政策面では、ラオス政府は「第 8 次国家社会経済 5 カ年開発計画（2016-2020 年)」、「都市水道供

給及び衛生セクター戦略（2013-2030 年）」において安全な水へのアクセスの向上、都市給水率の向

上を重点課題として位置づけており、政策的な持続性は担保されている。加えて、中央政府、及び

県レベルの C/P により「水道事業戦略（水道ビジョン）」の策定が進められており、事業展開への指

針となることが期待される。 
組織面に関し、3 つのパイロット水道公社は人員配置、意思決定メカニズムともに、本プロジェ

クト終了後も効果を上げていくための活動を実施するに足る組織能力を有している。また、本プロ

ジェクトで支援してきた活動は日常業務の位置付けであることから主体者意識は十分に醸成されて

いる。 
制度・規制管理面の持続性は不確定要素が残されている。水道公社の運営上の決定権が限られて

いることにより、独立採算制により水道事業を運営管理していくことが困難になっている。例えば、

PPP 事業が適切に規制されないと、水道公社の財政運営に負の影響をもたらすことが懸念される。

更に、水道公社の給水区域の設定に関する認識が希薄であり、中・長期の開発計画の策定には困難

が伴う。 
財政面についても不確定要素が残されている。水道料金設定が低いことや水道公社への国からの

補助金の不足といった課題がある。パイロット公社の C/P による 3 地域を拠点とした全国展開活動

に関しては、パイロット都県内外への活動と広範囲にわたることから、3 公社が財政負担をするこ

とは厳しく、水道公社間のコストシェアも検討されているものの予算措置に課題が残る。加えて、

各パイロット水道公社により計画策定された中・長期事業の実施にかかる資金調達の課題も残され

ており、長期で低利な融資制度の導入の必要性が示唆されている。 
技術面に関し、持続性はある程度担保されている。本プロジェクトでは水道事業に不可欠な日常

業務の支援を行っており、JICA 専門家が提案したマニュアル、ガイドライン、様式などは C/P が自

身の仕事に応じた形に改善をかさねてきた。計画-実施-評価-改善（Plan-Do-Check-Action：PDCA）

サイクルは 4 巡目を迎え、毎年の予算決算業務を主軸とし、水道事業計画の展開段階に入っている。

水道事業の根幹である予算決算活動の実施に至るには、全ての業務の改善が必要であることから、

JICA 専門家が指導支援をおこなった改善内容が、パイロット公社全体で継続的に受容されていると

いえる。本プロジェクト終了後の本格導入を念頭に置いた、全国展開システム（ポスト MaWaSU シ

ステム）に関しては、人材育成担当者により構成される分科会により形成作業が行われ、2017 年以

降、OJT や分科会等からなる研修活動が開始されていることから、技術普及面の持続性は担保され

ている。 
 
３-３ 効果発現に貢献した要因 
（１）計画内容に関すること 

1) 柔軟なプロジェクト管理 
プロジェクト開始後の新たなニーズ、優先度の変化に応じ、活動を柔軟に PO に追加するとい

った対応がとられた。これらの活動は、事業運営管理の体制を整備する上で促進要因となってい

る。 

2) 他のプロジェクト、スキームとの連携 
同時期にパイロット水道公社に関連する有償資金協力、無償資金協力、草の根技術協力が形

成・実施されたことにより、C/P、及び専門家による協力が可能となった。また、ベトナムやカ

ンボジアでの類似案件との連携によるプロジェクト間会議の開催、自治体の協力による国際セミ

ナーの開催が計画され、関連組織との連携の下、開催されたことで、ネットワーク構築に貢献し

た。 
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（２）実施プロセスに関すること 
1) OJT や勉強会活動をとおした C/P の主体性の確保 

成果 1，2，3 は水道セクターの日々の仕事であることから、アプローチ方法として OJT や勉

強会の実施をとおし、C/P の主体性を確保したことが効果発現、及び組織面の持続性に貢献した。

2) 分科会機能 
8 つのテーマ別の分科会が C/P の参加により形成され、機能したことで多くの効果がもたらさ

れた。例えば、成果 4 における「水道事業計画技術ガイドライン」の策定に際し、当該分野の分

科会に参加する C/P により策定作業が進められ、技術ガイドライン委員会で協議、審議するとい

う方法で取り組んだ。また、成果 5 にかかる全国展開についても、各水道公社による単独の活動

ではなく、分科会活動をチナイモ研修センターのブランチ機能として、全国展開システムを構築

する計画となっている。 

3) 各種マニュアル、ガイドライン、計画書、報告書等の成果品 
専門家の指導により C/P が主体となって作成した成果品は能力強化を促進する要素となり、技

術面の持続性の担保に繋がっている。 

4) 自治体派遣の専門家による質の高い指導内容。 
自治体の協力により、水道事業全般における経験豊富な専門家派遣がなされ、質の高い技術移

転が可能となり効果発現に貢献した。 
 
３-４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 
1) 中間レビュー時点で実施中の活動がプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design 

Matrix：PDM）、PO に追加されており、計画内容に起因する問題点は確認されていない。 

（２）実施プロセスに関すること 
1) 省庁再編による C/P を取り巻く環境変化 

2015 年 12 月の省庁再編による水道局創設によりプロジェクトメンバーの人事異動が行われた

ものの、組織内容の決定プロセスが時間を要し、主に成果 3 にかかる国レベルの計画された活動

は、進捗に影響を与えた。 
 
３-５ 結論 

本プロジェクトは水道公社の運営管理能力向上を目指すものであり、期待された成果が上がって

おり、協力期間中のプロジェクト目標の達成が見込まれる。妥当性についてはラオス、及び日本の

政策との整合性があり、対象グループのニーズに合致することから「高い」と判断される。有効性

はプロジェクト目標の達成度から「高い」と判断される。効率性は、中間レビュー時から専門家派

遣の時期や期間に改善が見られるものの、日本側の投入（専門家、機材）が当初予定よりも増えた

こと、ラオス側の組織改編と移行プロセスの遅延が活動進捗に影響を与えたことから「中程度」と

判断される。なお、成果品（ガイドライン、マニュアル）の承認プロセスを要するアウトプット指

標が残されていることに留意すべきである。インパクトは上位目標の達成がある程度見込まれるも

のの、前提条件、及び外部条件に鑑み「やや高い」と判断される。持続性については、水道セクタ

ーの開発政策が維持されていることに加え、本プロジェクトをとおし、パイロット水道公社におけ

る人材が業務に対する当事者意識を高め、組織能力が強化された。加えて、C/P の取組みにより策

定された長期事業計画、中期事業計画、マニュアルやガイドラインなども持続性を担保する要素で

ある。他方、制度・規制管理面、及び財政面の持続性については水道公社の独立採算制を実現する

権能が付与される環境が整備されておらず、不確実性が残されていることから「中程度」と判断さ

れる。 
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３-６ 提言 
1) 水道公社における財政収支見通しの適正化 

水道公社は財政収支見通しを適正に行い、資金調達需要を的確に見極めるためにもコスト計算

の精度を上げていくことが望ましい。 

2) 開発計画の資金調達の促進 
各パイロット水道公社が策定した計画の実施のため、公共事業運輸省、及び各水道公社は水道

料金の値上げだけでなく、国家及び県予算、ドナー支援、PPP の活用等から必要財源の確保を戦

略的に促進することが求められる。また、水道公社がアクセスできる長期で低利の融資システム

導入にかかる法整備の検討がなされることが不可欠である。 

3) 水道事業分野の PPP にかかる制度枠組みの構築 
水道事業分野の PPP 推進にあたっては、現在水道局が進めている問題分析を行い、水道局と関

連省庁により水道事業 PPP 規制ガイドラインが整備されることが望ましい。 

4) 設立予定のラオス水道協会の仕組みに係る検討 
国レベルで水道事業にかかわる人材の底上げを図り、また、健全な水道事業運営を実現するた

めに、ラオス水道協会の設立にかかる検討が進められている。具体的には、各種基準（施設基準

など）、技術導入ガイドラインの立案と整備、人材育成事業の運営管理といった求められる役割を

機能的に果たしていくために、これらの仕組みづくりに係る計画策定を水道局の C/P が主体とな

り、県公共事業運輸局、及び水道公社を含む関係者間と調整しながら進めることが望ましい。 

5) 公共事業運輸省による水道施設建設に係る公認業者制度の導入の検討 
給水施設の建設工事の品質管理を徹底するために、民間事業の活用にあたっては公認業者制度

の導入を公共事業運輸省において検討されることが望ましい。 

6) 財政運営の健全化を図るための県行政機関と水道公社の役割の検討 
施設整備計画と資金調達、PPP 推進を含む現行の県公共事業運輸局の役割を水道公社に移行す

ることが望ましいと思料される。 
施設維持管理を管轄する水道事業体が、長期財政計画に基づき整備コストを回収していくこと

が健全な水道事業のあるべき姿である。現状では県行政機関が建設事業を行い、完成後、水道公

社が維持管理業務を行う役割となっており財政運営が分断されている。 
現在、県内での水道事業に関し、民間企業とのコンセッション契約を行う権限を有しているの

は県知事である。しかし、水道公社の財政運営の持続性を守るための PPP 導入ガイドラインが十

分に整備されていないなか、関連行政機関は民間企業を適切にコントロールできないといった課

題が発生している。水道公社の独立した権限を確保する為にも、県行政機関は水道事業を水道公

社に一本化されることが最良ではないかと考えられる。C/P 機関は、長期的な財政運営計画に基づ

き、行政機関と水道公社の役割を再考することが望まれる。水道局のコーディネーションにより

関係者間で更なる協議がなされることが求められる。 

7) 水道事業体の許認可制度の検討 
水道局は公共、民間、PPP によるサービスプロバイダーの許認可制度を開発、導入することが

求められる。水道事業に特化した適切な許認可制度がないために、水道事業者による給水区域が

明確化されていないばかりか、現実的な拡張計画を形成することも困難となっている。 

8) 事業計画の実施、MaWaSU 全国展開活動にかかる JICA スキームによる支援の検討 
水道公社による長期事業計画の実施のために、JICA は様々なスキームの適用を検討することが

望まれる（技術協力、無償資金協力、有償資金協力等）。 

３-７ 教訓 
1) C/P の主体性を確保するプロジェクトアプローチと持続性の向上 

事業管理能力の改善を、プロジェクトではなく日常業務として位置づけ、長期的な水道のミッ
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ションについて C/P と共有した上で足元の計画を策定し PDCA サイクルで徐々に改善を図ってき

た。チーフアドバイザーを中心に、自治体から派遣された専門家が水道事業者としての心構えを

丁寧に説き、長期的なビジョンを共有することの重要性を説き、C/P のオーナーシップを醸成する

といった非常に地道な活動を展開したことで、組織内で取組みが波及、定着し、効果の持続性が

担保されることとなった。 

2) 本邦研修への参加による意識変容と円滑なプロジェクト運営 
ラオス水道分野における日本の自治体の長年の協力により、C/P 機関の幹部の多くは本邦研修な

ど日本で水道事業を学んだ経験がある。また信頼関係が構築されており、プロジェクト運営の円

滑化に繋がった。また、専門家が派遣されている各自治体が受け入れ機関となって毎年本邦研修

を実施しており、プロジェクトに派遣された短期専門家による C/P への効果的なフォローアップ

が可能となった。 
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Summary of Terminal Evaluation Result 

1. Outline of the Project 
Country:  
Lao People’s Democratic Republic 

Project title: Capacity Development Project for Improvement of 
Management Ability of Water Supply Authorities (MaWaSU)

Issue/Sector: Water Resources/ Disaster 
Management – Urban Water Supply 

Cooperation scheme: Technical cooperation project 

Division in Charge:  
Global Environment Department 

Total Cost: 426 million Japanese Yen  
(at the time of the evaluation) 

Period of 
Cooperation 

(R/D: 25 May 2012) 
August 2012  
– August 2017  
(5 years) 

Partner Country’s Implementing Organization:  
Department of Water Supply (DWS) of Ministry of Public Works 
and Transport (MPWT), Provincial Department of Public Works 
and Transport (DPWT), Water Supply State Enterprises (WSSEs) 
of Vientiane Capital (NP-NL), Luang Prabang Province (NP-LP), 
and Khammouane Province (NP-KM)
Supporting Organization in Japan: Saitama city waterworks 
bureau, Bureau of public enterprise - Saitama prefectural 
government, Yokohama city waterworks bureau, Kawasaki city 
waterworks bureau, Matsuyama city public enterprise bureau, 
Yokohama Water Co. Ltd. 
Related Cooperation: “Capacity development of water supply 
system” (2003.9-2006.8), “Capacity development of provincial 
water supply authorities” (2009.3-2010.3), “Thakhek water 
supply development project”(2013.6-2016.3), “Vientiane capital 
water supply expansion project”(2016.3-2021.4), “Project for 
improving water treatment plant operations and maintenance 
management of the water supply state enterprises” 
(2016.1-2019.1)

1-1. Background of the Project 
According to the Government of Lao PDR 1999 Prime Minister Decision No. 37/PM on Management and 
Development of Water Supply and Wastewater Sector, the sector target is to provide 24-hour access to safe 
water for the 80% of urban population by 2020. To achieve the target, development partners have supported 
MPWT and WSSEs to supply sufficient, reliable and safe water to urban people with financing the 
construction of water supply facilities and strengthening the capacity of the related personnel. JICA also 
conducted grant aid projects for Vientiane Capital and Savannakhet, and a technical cooperation project with 
MPWT to cope with the need of increasing WSSE’s staff. The technical cooperation project established a 
base for training system, which can be applied for all engineers. Following up this project, a grass-root 
technical cooperation project was carried out from 2006 – 2008 and a long-term expert was dispatched. As a 
result, Lao PDR itself continues to organize the training program, which is providing the fundamental skills 
to the engineers. 

As an issue to be solved, it is a serious situation for the sustainable water supply that most of WSSEs hardly 
realize the full cost recovery management. To improve the above situation, the Government of Lao PDR 
requested to the Government of Japan for the technical cooperation that aims to strengthen the planning and 
management abilities of nationwide water supply authorities. In response, JICA conducted the detailed 
project planning study from February to March 2012 followed by signing of the Record of Discussion (R/D) 
between MPWT and JICA on 27 June 2012 for Capacity Development Project for Improvement of 
Management Ability of Water Supply Authorities (hereinafter referred to as “the Project” or “MaWaSU”). 

The Project has been implemented since August 2012 for 5 years. 40 experts including three long-term and 
37 short-term experts have been dispatched in the following 11 fields (Chief advisor, Project coordination, 
Water supply planning, Governance, Water treatment facility planning, Human resource development/Water 
quality management, Water quality management, Water supply finance management, Pipeline network data 
management, Pipeline network planning, Non-revenue water management). 



 

xix 

1-2. Project Overview 
The Project is implemented targeting Staff of pilot WSSEs (NPNL, NP-LB, NP-KM) with the aim to 
establish a system to strengthening the management capacity of WSSEs with mid-term and long-term view 
through making essential data available for long-term, mid-term and annual planning, managing the plans 
through PDCA cycle, and strengthening monitoring as well as developing water supply planning technical 
guidelines, and establishing a dissemination mechanism. 

(1) Overall Goal: The system for sustainable and stable development of the water supply sector in Lao 
PDR is strengthened. 

(2) Project Purpose: The system of strengthening the capacity for management of the water supply state 
enterprises (WSSEs) with mid-term and long-term view is established in Lao PDR. 

(3) Outputs: 
1) Data necessary for long-term, mid-term and annual planning at each pilot WSSE is available on an 

ongoing basis. 
2) The pilot WSSEs are managed based on Long-term, Mid-term, and Annual Plans through 

Plan-Do-Check-Action (PDCA) cycle 
3) Monitoring of the Plans, including Performance Indicators (PIs), is strengthened 
4) Technical guidelines on planning is developed, utilizing the results of Output 1 to 3 
5) A mechanism to disseminate techniques and knowledge relevant to the new technical guidelines to 

other WSSEs and private enterprises is developed, utilizing the results of Output 1 to 4 

(4) Inputs (At the time of the Terminal Evaluation) 
Japanese side: Total inputs Approximately 426 million Japanese Yen 

Long-term Experts: 3 experts (118.47 M/M at the end of February 2017)  
Short-term Experts: 37 experts (126.60 M/M at the end of February 2017) 
Trainees received: 39 persons (C/P training in Japan: JPY 65,786,000) 
Provision of Equipment: Equivalent to JPY 27,191,000 
Local Operational Expenses: Equivalent to JPY 140,015,000

Lao side:  
Counterpart Personnel: 73 persons
Provision of land, buildings and 
facilities: 

Office space for the JICA Expert Team, Meeting rooms 

Provision of Equipment: N/A
Local Cost Sharing: Running expenses and utilities (electricity, water supply) 

 

2. Evaluation Team 
Member of 
Evaluation 
Team 

<Japanese Side> 
Ms. Eriko Tamura Leader Director, Water Resources Team 1, Water Resources 

Group, Global Environment Department, JICA
Mr. Sadanobu Sawara Water 

Supply 
Management

Senior advisor (Urban water supply), JICA 

Mr. Nobutaka 
Maruyama

Cooperation 
Planning

Water Resources Team 1, Water Resources Group, 
Global Environment Department, JICA 

Ms. Hiroyo Onozato Evaluation 
Analysis

Researcher, Global Link Management  
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3. Result of Evaluation 
3-1.  Project Performance 
3-1-1. Outputs 
Achievements of Outputs 1 to 5 are as follows. 
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(1) Output 1 (Data necessary for long-term, mid-term and annual planning at each pilot WSSE is 
available on an ongoing basis.) 

Output 1 has mostly been achieved. At each pilot WSSE, essential data is collected according to the “Data 
Management Manual”. At the time of the Mid-term review (March 2015), data was not available for 
‘Hour of water interruption’ and ‘Direct supply from distribution main’. In 2015, rates of ‘Direct supply 
from distribution main’ was obtained. ‘Hour of water interruption’ was also obtained in 2016 (Indicator 
1a). In accordance with “Data management manual”, all pilot WSSEs have collected and compiled 
information every year (Indicator 1b). “Data management manual” was developed in 2013 and revised in 
2015 reflecting the trial results in pilot WSSEs. DWS is reviewing the contents to get approval by 
Director General (DG) of DWS by the end of April 2017 (Indicator 1c). 

 
(2) Output 2 (The pilot WSSEs are managed based on Long-term, Mid-term, and Annual Plans 

through Plan-Do-Check-Action (PDCA) cycle.) 
Output 2 has nearly been achieved. At each pilot WSSE, C/Ps developed “Long-term plan 2014-2020”and 
General Managers of pilot WSSEs approved these plans. Since 2016, pilot WSSEs have been working on 
development of “The 2nd Long-term plan for 2030” (Indicator 2a). Each pilot WSSE formulated 
“Mid-term plans” for three terms (FY2012-2014, FY2015-2017, and FY2018-2020) which were approved 
by General Manager. C/Ps have been working on development of the new Mid-term plans based on the 
“The 2nd Long-term plan for 2030” (Indicator 2b). In addition, C/Ps in charge of finance, who were 
trained by JICA experts, have prepared financial statements since FY2015 based on the annual budget 
plans (Indicator 2c).  Water supply planning manual has been integrated into the “Water supply planning 
technical guidelines”, which is the subject of Output 4 and to be approved by DG of DWS by 12 June 
2017 (Indicator 2d). 

 
(3) Output 3 (Monitoring of the Plans, including Performance Indicators (PIs), is strengthened.) 

Output 3 is partially achieved. All pilot WSSEs conducted internal monitoring and utilized the results for 
developing and updating the plans. Monitoring results have annually been compiled into the “Water 
Supply Guidelines Report” since 2014. (Indicator 3a). Monitoring results at pilot WSSEs will be 
compiled in the form of the “Water supply yearly book” by Water Supply Regulatory Division (WSRD) of 
DWS. The feedback from WSRD is planned to be reflected by pilot WSSEs in revising the Plans by the 
end of the project period if necessary (Indicator 3b). Definition of the monitoring criteria for each PI has 
been clarified in “Water Supply Guidelines” (2013.12). According to this guideline, all three pilot WSSEs 
have been collecting data, calculating and analyzing PIs as well as preparing reports since 2014. This 
guideline is expected to be approved by DG of DWS by the end of May 2017 (Indicator 3c). 

 
(4) Output 4 (Technical guidelines on planning is developed, utilizing the results of Output 1 to 3.) 

Output 4 has mostly been achieved. “Technical guideline committee” was established and the draft “Water 
supply planning technical guidelines” was developed (the Lao version). English version will be prepared 
by translating the Lao version. 

 
(5) Output 5 (A mechanism to disseminate techniques and knowledge relevant to the new technical 

guidelines to other WSSEs and private enterprises is developed, utilizing the results of Output 1 to 
4.) 

Output 5 is partially achieved. According to the questionnaires at the time of the terminal evaluation, most 
of the C/Ps in pilot WSSEs responded that they were capable of conducting training, giving instruction, 
disseminating information to others. In addition, C/Ps of pilot WSSEs gained training knowledge and 
tools by participating in Training of Trainers (TOT) course in February and March 2017 (Indicator 5a). In 
2016, C/Ps as resource persons conducted training for other WSSEs through two mini-workshop sessions 
at each region (South, Central, and North). In addition, lectures and On the Job Training (OJT) activities 
were conducted twice at all WSSEs by C/Ps. In 2017, regional training sessions have been implemented 
by pilot WSSEs. In total three to four training sessions have been conducted for each region (Indicator 
5b). The trial of ‘the Post-MaWaSU system’, which was developed for establishing national dissemination 
system, is ongoing from January 2017. After assessment and feedback of the trial results, the 
dissemination plan will be finalized for approval by DWS by the beginning of July of 2017 (Indicator 5c).
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3-1-2. Project Purpose (The System of strengthening the capacity for management of the water 
supply state enterprises (WSSEs) with mid-term and long-term view is established in Lao 
PDR.) 

Project Purpose is likely to be achieved by the end of the Project period. At the time of the terminal 
evaluation, Indicator a. and Indicator b. have already been achieved. Indicator d and Indicator 3 are 
expected to be achieved within the Project period. On the other hand, Indicator c. may not be appropriate. 

All pilot WSSEs have been developing their long-term plans and mid-term plans, and compiling financial 
statement based on the annual plan, consisting of action plan and budget plan in accordance with data 
management manuals and technical guidelines developed by themselves. Therefore, they are capacitated to 
do so. Moreover, each WSSE has been updating contents of the long-term plan for the 2020 to the targets 
for 2030 (Indicator a). All three pilot WSSEs have compiled annual reports every year. According to JICA 
experts as well as senior managers of WSSEs and DWS, quality of these reports have been improving with 
increases in availability and reliability of data and information (Indicator b). 

Pilot WSSEs improved PIs according to the comparison between 2012 PIs and 2016 PIs. Among five PIs, 
two PIs were improved at NP-NL, three PIs were improved at NP-LP, and one PI was improved at NP-KM. 
Hence, this indicator is not achieved (Indicator c). However, reliability of each data essential for calculating 
PIs was lower in 2012 than data obtained in following years. Moreover, with regard to five PIs, the Project 
activities directly link to three PIs (3001: billing issuance ratio, 3004: water supply service complaints, 
3005: resolved complaints ratio). On the other hand, there was no direct link to the improvement of two PIs 
(3002: nonpayment ratio, 3008: rate of total returns) while they are important elements for waterworks 
management. Thus, Indicator c. may not be appropriate for capturing the project purpose. 

With regard to “Water Supply Planning Technical Guidelines”, the final technical guideline committee 
meetings was held in March for finalizing the contents. DWS will review the guidelines for the approval by 
DG of DWS by the middle of June 2017 (Indicator d).  

Concerning the training plan for national dissemination, study groups are expected to function in three 
regions as the branch of Chinaimo training center. Since January 2017, C/Ps has been implementing training 
workshop and OJT activities for other WSSEs on the trial basis through thematic groups (planning 
management, human resources management, commercial/water meter management, pipeline network 
management, WTP O&M/water quality management, financial management). Based on the assessment and 
feedback of the trial, the training implementation plan will be developed by C/Ps who are in charge of 
human resources (Indicator e). 
 
3-2.  Evaluation Results 
3-2-1. Relevance: “High” 
The objectives and activities of the Project are line with policies and strategy of the Government of Lao 
PDR and Government of Japan. The Project’s strategy and approach are appropriate meeting the needs of 
target groups and areas especially in terms of improving the management capacities of WSSEs based on the 
facility expansion plan, financial plan, and human resource development plan according to the mid-term to 
long-term water demand forecast. In “The Eighth Five Year NSEDP (2016-2020)”, and “Strategy of the 
Urban Water Supply and Sanitation Sector (2013-2030)”, the Government of Lao PDR aims to increase 
access to clean water for 90% of population and to achieve urban water supply population at 90% for 2030. 
The Project is consistent with the Japanese country assistance policy for Lao PDR according to “The 
Japan-Lao PDR Joint Development Cooperation Plan for the Sustainable Development of Lao PDR” 
introduced in September 2016.  
 
3-2-2. Effectiveness: “High” 
The Project has been progressing towards the goal, the groundwork of the system to strengthen management 
capacity of WSSEs based on mid-term and long-term perspectives has been created as mentioned in 3-1-2. 
The Project activities for strengthening governance capacities have been implemented by DWS and DPWTs 
through preparation and development of “Water supply strategy”, “Water supply statistics yearbook”, “PPP 
guidelines” and Lao water works association.  

As mentioned in 3-3, factors contributing to achievement the Project include flexible project management 
by adding new activities to PO based on changes in priorities and new needs identified such as through the 
process of developing long-term plans, participatory approaches (e.g. OJT, study groups), as well as various 
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products developed by C/Ps. On the other hand, there are constraints remaing for pilot WSSEs in term so 
financial resources, which have been hindering the C/Ps to implement components of the long-term and 
mid-term plans.  
 
3-2-3. Efficiency: “Moderate” 
As mentioned in 3-1-1, Output 1, 2 & 4 have mostly been achieved and Output 3 and 5 are expected to be 
achieved within the Project period. Inputs from the Japanese side in terms of assignment of Experts have 
been appropriate although the more experts have been dispatched than the initial plan in order to conduct 
technical transfer for various fields in administration and technical divisions in each pilot WSSEs for data 
management, development of the plans, monitoring and improvement of PIs. In response to the 
recommendation by the Mid-term review team, improvement was made on dispatch of experts in terms of 
number, timing and duration. 

The Japanese side provided equipment essential for the implementation of surveys and training activities in 
pilot WSSEs although the provision of equipment was increased in order to carry out technical transfer by 
JICA experts. With regard to C/P training, the course programs, period and number of trainees were 
appropriate. It has been the positive element that the C/Ps were able to gain technical knowledge, share 
experiences and broaden their perspectives through international seminar as well as meetings in the other 
countries jointly organized with other projects. 

Lao side allocated sufficient number of C/Ps in general. On the other hand allocation of time by C/Ps at 
DWS for the Project activities was not enough especially in 2016 after reorganization of the MPWT in 
December 2015. 
 
3-2-4. Impacts: “Relatively High” 
Overall goal is likely to be achieved to some extent within three years after the completion of the Project. 
By the end of 2020, the system for sustainable and stable development of the water supply sector in Lao 
PDR will be strengthened, as long as the strong commitment of C/P organizations in water supply 
governance is sustained. However, one of the Overall Goal indictors, which is to formulate the long-term 
and mid-term plans, is relatively challenging. It is prerequisite “Water Supply Planning Technical 
Guidelines” to be recognized by all 18 WSSEs as the national guidelines. It also requires commitment of all 
other WSSEs to carry out MaWaSU activities with self-effort (including budgeting) according to the 
technical guidance by C/Ps of pilot WSSEs. Moreover, progress of the planning may vary among different 
WSSEs depend on availabilities of data and their analytical capacities (including water demand estimate, 
pipeline network analysis, and financial analysis, etc.). Thus, the period required to complete the 
formulation of the mid-term and long-term plans may differ for 15 WSSEs besides 3 pilot WSSEs. On the 
other hand, as shown in improvement of the PIs made from 2012 by the time of the Terminal evaluation, it is 
likely for three pilot WSSEs to achieve the Overall Goal indicator concerning improvement of performance 
indicators (11 PIs out of 23 PIs) by the end of 2020. 

Management risks may emerge if necessary measures including legislation are not adequately taken such as 
for introducing a funding and lending mechanism that offers a loan at the condition of long repayment term 
and low interest rates for local governments, PPP guidelines, and establishment of the Lao Water Works 
Association, which promotes national dissemination activities. 

Unexpected positive impacts have already been emerging. For instance, NP-NL introduced online data 
management system for the call center since 2016 based on the plan developed in 2015. Other WSSEs such 
as in Vientian province, Bokeo province and Oudomxai province conducted customer surveys according to 
the instruction given by C/Ps of pilot WSSEs. Moreover, C/Ps of Luang Prabang province DPWT was able 
to receive budget approval for the plan of water supply development in 2 areas in the province as a result of 
strengthening his planning capacities through the Project. There was no negative impact observed as a result 
of the Project. 
 
3-2-5. Sustainability: “Moderate” 
Sustainability of the Project in terms of policy aspect is secured as mentioned in 3-2-1. Moreover, C/Ps of 
DWS and DPWTs have been formulating “Water supply strategy (Vision)” at the national level and the 
provincial level. At the pilot WSSEs, “Long-term plan” and “Mid-term financial plan” have been developed 
to direct staff members about works to be done in the long term. Since C/Ps have also been updating the 
long-term plan for the 2030 goal, it is a positive element for sustainability of the Project effects. 
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Sustainability in terms of organizational aspect is ensured with high sense of ownership of C/Ps towards 
MaWaSU as well as willingness to provide water supply service on a financially self-sustainable basis based 
on the long-term perspective. 

Sustainability in terms of institutional and regulatory aspect is uncertain because of 1) limited operational 
autonomy of WSSEs, which makes WSSEs difficult to operate and manage water service on a financial 
self-sustainable basis, and 2) undefined water service area boundary of WSSEs, which makes WSSEs 
difficult to prepare the realistic mid-term and long-term development plans. 

Sustainability in terms of financial aspect is uncertain because of 1) insufficient water tariffs and subsidies 
for WSSEs, 2) poor financial condition of WSSEs, and 3) lack of financing facility, which provides 
long-term and low-interest loans to WSSEs to implement developed mid-term plans and long-term plans. 

Sustainability in terms of technical aspect is secured for three pilot WSSEs to carry out data management, 
problem analysis, developing and updating the plans, monitoring of the plan, reviewing and reflecting the 
results to the next plan through repeating the PDCA cycle. Project has been developing the national 
dissemination mechanism with essential resources such as well-trained and experienced resource persons of 
three pilot WSSEs, study groups for different technical themes, as well as guidelines and manuals. 
 
3-3.  Factors promoting the Project effect 
(1)  Contents of the Plan 
1) Flexible project management 

Based on changes in priorities and new needs identified such as through the process of developing 
long-term plans, new activities were flexibly added to PO. These activities are promoting factors for 
strengthening the management system. 

2) Collaboration with other projects and schemes as well as Japanese waterworks bureaus 
Through other JICA projects (yen loan, grant, grassroots technical cooperation) in three pilot provinces, 
C/Ps and JICA experts cooperated with teams of these projects. In addition, collaboration with other JICA 
projects in Vietnam and Cambodia for organizing the joint meetings as well as with Japanese waterworks 
bureaus for conducting a series of international seminar contributed to building the network. 

(2) Implementation Process 
1) Strengthening C/Ps’ sense of ownership towards the Project through OJT and study group activities 

Since Output 1, 2 and 3 are daily routines of waterworks, the Project utilized participatory approaches 
such as OJT and study groups for ensuring C/Ps’ sense of ownership. Consequently, it brought about the 
Project effects and organizational sustainability.   

2) Mechanisms of study groups 
C/Ps from three pilot provinces and DWS enhanced competitive and supportive relationship among them 
by participating in study group activities in their designated fields of expertise. As a result, many products 
were developed by study groups with collective efforts by C/Ps from different organizations. 

3) Products such as manuals, guidelines, plans, and reports etc. developed by C/Ps 
Factors contributing to the system establishment are manuals, guidelines, plans and reports, all of which 
were developed by C/Ps in accordance with technical advices by JICA experts. Utilization of these 
products promotes strengthening of management capacities of staff not only within the pilot WSSEs but 
also in other WSSEs in the effective manner. 

4) High quality of technical guidance in overall water supply management by JICA experts dispatched from 
Japanese waterworks bureaus 

High quality of training contents prepared by JICA experts, who had long years of working experience in 
Japanese waterworks bureaus, contributed to enhancement of C/Ps’ proficiency in their daily work. 

 
3-4.  Factors inhibiting the Project effect 
(1) Contents of the Plan 
1) As actual activities were appropriately added to PDM and PO at the time of the Mid-term review, there is 
no issue found in contents of the Plan. 
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(2) Implementation Process 
1) Organizational transition of the C/Ps   

Inhibiting factor delayed the implementation of the planned activities in PDM was the organizational 
transition process of MPWT starting from December 2015.  

 
3-5.  Conclusion 
The Project, which aims to enhance management capacity of WSSEs, has been producing expected outputs. 
Relevance is evaluated as “High” because the Project, which, aligns with the development strategies of both 
Lao PDR and Japan as well as meets the needs of target groups. Effectiveness is evaluated as “High” as 
shown in the achievement level of the Project Purpose. Efficiency is “Moderate” as there has been 
improvement from the Mid-term review in timing and duration of the dispatch of experts. However, it 
should be noted that there are remaining output indicators to be achieved especially which require approval 
process of the products (guidelines and manuals). Impact is evaluated as “Relatively high” considering 
prospect of achieving the Overall Goal and important assumption for attainment of the Overall Goal. 
Sustainability is evaluated as “Moderate” due to the fact of unchanging policy support for development of 
the water supply sector as well as strengthened organizational capacities of pilot WSSEs with human 
resources who gained high sense of ownership towards their work through MaWaSU activities. In addition, 
long-term plans and mid-term plans as well as manuals and guidelines developed C/Ps are positive elements 
for sustainability in terms of policy and organizational aspects. On the other hand, uncertainties remain for 
institutional, regulatory and financial aspects since enabling environment for self-sustained operations of 
WSSEs has not been created yet. 
 
3-6.  Recommendations 
(1) Improvement of financial estimate by WSSEs 
For pilot WSSEs as well as other WSSEs, it is recommended to further increase accuracy of cost estimates in 
order to adequately make financial plans and identify necessary amount of funding. This will ensure 
financial accountability of WSSEs and increase capacities of secure funding. 

(2) Enhancement of funding methods by MPWT for implementation of the developed Plans by WSSEs 
For the implementation of the Plans developed in the pilot WSSEs, MPWT and WSSEs should accelerate 
their efforts to secure necessary financial resources from budget of state and provincial governments, donor 
supports, and PPP, etc. in addition to the adjustment of water tariff. Moreover, discussion should be made on 
legislation of the funding and lending mechanism of the loan with low interest with long repayment term that 
WSSEs can access.  

(3) Development of the regulatory framework for PPP in the water supply sector 
In promoting PPP in the water supply sector, it is recommended for DWS and relevant ministries to develop 
and introduce the regulatory guidelines, which DWS are currently working on problem analysis of PPP.  

(4) Developing the mechanism of the Lao Water Works Association by all C/Ps 
In order to enhance human resources in the water supply sector as well as to achieve the sound water supply 
management, DWS has been discussing about establishment of the Lao Water Works Association. For 
instance, expected mandate of the association include formulation and introduction of various standard (e.g. 
facility standard) and technical guidelines, as well as operation and management of the human resource 
development program. DWS is expected to continue to formulate the plan of the association’s mechanism in 
coordination with provincial DPWTs and WSSEs. 

(5) Introducing a regulation by MPWT for water supply facility construction 
In order to ensure quality control for construction of water supply facility, it is recommended for MPWT to 
make a regulatory framework for outsourcing construction work. JICA will provide information about the 
Japanese licensing system including qualification criteria of construction companies specifically for 
outsourcing construction work. 

(6) Examining roles of WSSEs and local authorities in the water supply sector for sound financial 
management by all C/P organizations  

It may be ideal to transfer roles of DPWTs to WSSEs including planning and financing of facility 
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development and promotion of PPP. For the sound water supply management, it is ideal for WSSEs to 
recover costs of facility construction and rehabilitation based on the long-term financial plan. Currently, 
financial management is divided between DPWTs and WSSEs.  

Currently, Provincial governors have authority to enter into concession contracts with private investors. 
Many challenges have been emerging with the expansion of the PPP for water supply service due to the 
insufficient legal framework such as PPP guidelines to protect financial sustainability of WSSEs. It is 
difficult for relevant organizations to control these water supply businesses. In order to increase operational 
autonomy of WSSEs including planning for future expansion, it may be ideal for the provincial governments 
to transfer planning works of DPWTs to WSSEs. C/P organizations are recommended to consider 
governments’ roles and WSSEs’ roles based on long-term financial management plan. Further discussion 
should be made among stakeholders with coordination by DWS. 

(7) Discussion on licensing system for water service providers  
It is recommended for DWS to develop clear licensing system for water service providers including public 
and private and PPP service providers. Due to the lack of the licensing system, water service areas of service 
providers are not clearly defined, making the development of realistic future expansion plans difficult. 

(8) Support for the implementation of the Plans by JICA scheme 
As mentioned in the Mid-term review, in order to promote implementation of the long-term plans developed 
by WSSEs, it is recommended for JICA to consider the application of different cooperation schemes 
(technical cooperation, grant aid and loan fund). 
 
3-7.  Lessons Learned 
(1) C/Ps’ sense of ownership 
MaWaSU activities, which are to improve management capacities of waterworks, are implied as daily 
routine for C/Ps. Long-term mission of the waterworks has been clarified among C/Ps and improvement of 
their work have been attempted by C/Ps through repetition of PDCA cycle. JICA expert team, which was 
mostly consisting of Japanese local governments, provided guidance as professional who were engaged in 
waterworks and addressed the importance of sharing the long-term vision. By implementing activities in the 
way of ensuring initiative of C/Ps, sustainability of the Project was enhanced.  

(2) Effectiveness of the project implementation by Japanese waterworks bureaus 
Many C/Ps have experiences of learning Japanese waterworks such as through training in Japan and 
communication with Japanese local governments. Consequently, it has contributed to enhancing 
effectiveness of the Project. In addition, since training programs were implemented by these local 
governments that dispatch JICA experts, they were able to follow-up C/Ps during the training courses in 
Japan as well.  
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第１章 終了時評価調査の概要 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ラオス国では、1999 年に出された首相令により、2020 年までに都市人口の 8 割に対して 24 時

間の安全で安定的な都市給水を行うことを目標としており、そのために一県につき一つの水道シ

ステム整備を目指している。JICA は、上記首相令を受けた水道施設の拡充に対応できる技術人材

を育成するため、2003 年から 2006 年まで技術協力プロジェクト11を通じた研修強化支援を行い、

その結果主要水道施設においては一定レベルでの運転が可能な状況となった。しかし 2020 年まで

に 80%という政府が目指す水道普及率の達成には未だ遠い状況であり、2012 年の都市における水

道普及率 60%にとどまっていた（出典：WHO）。 

今後、国が掲げる目標値を達成するためには、水道施設のさらなる拡張・更新、そのための事

業運営の効率化を通じた投資資金の確保が必要となっている。事業運営の効率化に向けて、1999

年の首相令は水道公社に対し、施設の維持管理等に係るコストを賄いつつ、3 カ年のローリング

事業計画に基づき効率的かつ独立採算での経営を行うよう義務付けているほか、2010 年には公共

事業運輸省（Ministry of Public Works and Transport：MPWT）内の水道規制室（Water Supply 

Regulatory Office：WASRO）12 が、水道公社のサービス状況を数値化した業務指標について、毎

年の目標設定とモニタリング及び報告を各水道公社に課し、水道普及率等の所与の国家目標を目

指した事業実施を促進している。 

このように短期的な計画策定とモニタリングの枠組みは整備されたものの、①自力では短期計

画を策定できない、②ドナーの支援により短期計画を策定したもののそれを自ら更新できない、

③短期計画はおろか年間予算計画すら作成していないといった水道公社が多く、さらに短期計画

は策定したものの、業務指標とそれに基づくモニタリングが計画と関連づけられていないという

ケースもあり、実効性に乏しい枠組みとなっていた。さらには、水道施設の拡張・更新に必要な、

中長期的な水需要予測や財務収支見通しに基づく事業計画の策定とモニタリングは、公共事業運

輸省による制度化もされておらず、多くの水道公社は中長期事業計画を有していなかった。 

こうした状況では、中長期的な水需要の増加とそれに対応したサービス拡充方針が不明確であ

るため、水道施設の拡張・更新も場当たり的にならざるを得ず、ある程度精緻な計画が求められ

るドナーの支援が得にくい上、短絡的な官民連携（Public-Private Partnership：PPP）事業の導入が

長期的に公社の財政に悪影響を与えることが懸念されていた。事業運営の効率化もほとんど進ん

でおらず、2009 年には当時の 17 都県の水道公社のうち黒字経営はわずか 4 社のみであった。ラ

オス国において、水道施設の拡充と事業運営効率化を真に適正な形で進めていくためには、水道

公社による中長期的な水需要及び財務収支見通しに基づく事業計画の導入が不可欠であり、それ

                                                        
11 水道事業体人材育成プロジェクト」（2003-2006 年） 
12 2015 年の公共事業運輸省の組織改編により、水道規制室（WASRO）は新設の水道局（Departmet of Water Supply）の 6 つの

部（総務・人事課、予算・計画課、水道課、水道規制課、審査課、衛生課）の内のひとつである水道規制課（Water Supply Regulatory 
Division:WSRD）となった。新組織編成（案）は 2017 年 3 月時点で正式な首相令が発令されていないが、水道局は新体制の

下、業務を遂行している。 
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らを公共事業運輸省や県公共事業運輸局（Department of Public Works and Transport：DPWT）がモ

ニタリングし、事業運営状況を的確に把握した上で、水道公社に対して経営面・技術面での支援

を行っていく体制を構築する必要性があった。 

このような背景からラオス国政府は上記の課題に対処するため、我が国厚生労働省が 2010 年

に実施した｢水道事業体の能力向上を目的とした人材育成プロジェクト｣調査報告書に基づき、技

術協力プロジェクトを我が国に要請した。これを受け、JICA は 2012 年 2 月に詳細計画策定調査

を実施し、「水道公社事業管理能力向上プロジェクト」（以下、「本プロジェクト」又は「MaWaSU」

と記す）の枠組みが確認され、2012 年 6 月に討議議事録（Record of Discussion：R/D）を署名し

た。本プロジェクトは 2012 年 8 月に 5 年間の予定で開始され、これまで計 40 名の専門家が、以

下の 11 分野に派遣されている（1.チーフアドバイザー、2.業務調整、3.水道事業計画、4.行政機能

/水道事業指標、5.浄水場施設計画、6.人材育成/水質管理、7.水質管理、8.水道事業経営管理（財

政・人材育成・総務・営業）9.管網データ整備、10. 配給水管施設計画、11.無収水管理）。 

今回実施する終了時評価調査は、2017 年 8 月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動の

実績、実施プロセス、プロジェクト目標や成果を評価、確認するとともに、今後のプロジェクト

活動に対する提言、及び今後の類似事業の実施に当たっての教訓を導くことを目的とした。 

１－２ 調査団日程 

本現地調査は 2017 年 2 月 20 日から 3 月 10 日の日程で実施された。詳細は「付属資料 1. 協

議議事録 ANNEX 4」を参照されたい。 

１－３ 調査団構成 

  (1) 日本側 

氏名 担当 所属 
田村 えり子 総括 JICA 地球環境部水資源グループ水資源第一チーム課長 
讃良 貞信 事業経営 JICA 国際協力専門員 
丸山 伸孝 協力企画 JICA 地球環境部水資源グループ水資源第一チーム 

小野里 宏代 評価分析 グローバルリンクマネージメント(株)研究員 

  (2) ラオス側 

氏名 所属・職位 
Ms. Phouvong Chanthavong 公共事業運輸省 水道局 予算・計画部 部長 

Mr. Bounthavy Vilaysone 公共事業運輸省 水道局 水道部 副部長 
 

１－４ 主要面談者 

主要面談者は「付属資料 1. 協議議事録 ANNEX 3」を参照されたい。 

１－５ プロジェクトの概要 

プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）（第 3 版）に基づくプ

ロジェクトの概要は以下のとおり 
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C/P 機関 責任機関：公共事業運輸省 

実施機関：公共事業運輸省 水道局（Department of Water Supply）※2015 年 12 月新設。 
首都ビエンチャン水道公社、ルアンパバーン県水道公社、カムアン県水道公社 

協力期間 2012 年 8 月～2017 年 8 月（計 60 カ月） 
対象地域 首都ビエンチャン、ルアンパバーン県、カムアン県（水道公社管轄地域） 
受益者 直接受益者：水道局、首都ビエンチャン水道公社（附属研修センターを含む）（NP-LP）、ルアン

パバーン県水道公社（NP-LP）、カムアン県水道公社（NP-KM）、首都ビエンチャン、ルアンパバ

ーン県、カムアン県の公共事業運輸局（DPWT）の職員、 
間接受益者：パイロット水道公社及びその他 14 の水道公社13における給水地域の住民 

上位目標 ラオス国上水道セクターにおける持続可能かつ安定的な開発に向けた管理体制が強化される。 
【指標】 

a. 2020 年末までに、全ての水道公社にて長期 (2021-2030)・中期 (2021-2023) の事業計画が、

プロジェクトで作成した技術ガイドラインやマニュアルを基に策定/承認される。 
b. 2020 年末までに、パイロット水道公社にて業務指標（PI）23 項目のうち 11 項目が 2012 年

と比べて改善される。 
プロジェクト

目標 
ラオス国において、水道公社の中長期的視野に基づく事業管理能力を強化する体制が整備され

る。 
【指標】 
a. プロジェクト終了までに、プロジェクトで作成した技術ガイドラインやマニュアルを基に、

パイロット水道公社が長期・中期事業計画を策定・更新し、また行動計画と予算計画からな

る年次計画に基づいて決算報告をする能力を習得(*9)する。" 
b. パイロット水道公社は、水道事業ガイドラインに基づいて、毎年年度報告を取りまとめる。

c. 2016 年末までに、パイロット水道公社において、特定の 5PI (*10) の内 4 項目以上が、2012
年に比べて改善される。 

d. 水道事業計画技術ガイドラインが公共事業運輸大臣に承認される。 
e. プロジェクト終了時までに、各パイロット水道公社にてプロジェクト終了以降も継続的に他

の水道公社に事業計画作成のための研修コースを実施していくための実施計画が策定され

る。 
成果 (1) パイロット水道公社において、長期・中期・短期の事業計画策定に必要なデータが継続的に

利用可能になる。 
【指標】 
1a. NP-NL 及び NP-LP では 2013 年 12 月までに、NP-KH では 2014 年 12 月までに、データ管理

改善計画に含まれている必要情報リスト記載の情報が、データ管理マニュアルまたはその案

に基づき取得される。 
1b. パイロット水道公社において、データ管理マニュアルまたはその案に基づき必要情報リスト

記載の情報が毎年取得、蓄積される。 
1c. 2016 年 3 月までに、データ管理マニュアルが公共事業運輸省住宅都市計画局長によって承認

される。 
(2) パイロット水道公社において、長期・中期・短期事業計画(*1)に基づいた事業実施管理が、

Plan-Do-Check-Action (PDCA) サイクルを用いて行われる。 
【指標】 
2a. パイロット水道公社において、2015 年 12 月までに長期事業計画 (2014-2020) が作成され承

認される。 
2b. パイロット水道公社において、2015 年以降、毎年 12 月までに中期事業計画が作成され承認

される。 
2c. パイロット水道公社において、2015 年以降、年度予算計画に基づいて決算が取りまとめられ

る。 
2d. 2016 年 3 月までに、事業計画策定マニュアルが策定され、公共事業運輸省住宅都市計画局長

によって承認される。 

                                                        
13 本調査時点では他 15 県の水道公社 
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(3) 業務指標（Performance Indicator：PI）を含む事業計画のモニタリング(*2)が強化される。 
【指標】 
3a. パイロット水道公社において、内部モニタリングの結果が事業計画の策定・更新に反映され

る。 
3b. パイロット水道公社において、WASRO のモニタリング結果が事業計画の策定・更新に反映

される。 
3c. プロジェクト終了までに、規制ガイドラインの見直し（目標値の修正と事業計画と業務指標

の関連を公式化する）を行い、水道規制委員会（WSRC）によって承認される。 
(4) アウトプット 1～3 の成果を踏まえ、水道事業計画技術ガイドライン（技術ガイドライン）

が策定される。 
【指標】 
4a. アウトプット 1～3 の活動の成果を通じて、水道事業計画技術ガイドライン案が英語とラオ

語で作成される。 
(5) アウトプット 1～4 の成果を活用し、全国の水道公社及び民間企業における事業計画策定及

びモニタリング体制の構築を促進するための仕組みが構築される。 
【指標】 
5a. プロジェクト終了時までに、パイロット水道公社内の移転知識/技術の公社内外への将来的な

普及の中核となるリソース・パーソンが事業計画作成について、必要に応じて他県水道公社

に対して技術指導出来る能力を有す。 
5b. プロジェクト終了時までに、全水道公社が参加して少なくとも 1 回の研修コースが実施され

る。 
5c. プロジェクト終了時までに、事業計画策定の普及のための計画が公共事業運輸省住宅都市計

画局にて承認される。 
*(1) 長期事業計画とは、PI の目標値を含む戦略的な計画であり、国家/県の 5 年計画 (i.e. 2011-2020, 2021-2030・・・)のサイ

クルに対応しているものである。中期事業計画とは、首相令 37 号に定められる 3 年のローリングプランを指す。年次計

画とは、活動計画と予算計画からなる年間計画を指す。これらの事業計画に含められる領域は、(1)水安全計画、(2)新設・

拡張事業計画、(3)既存施設整備計画（大規模修繕～更新）、(4)水運用計画、(5)無収水管理計画、(6)組織・人事計画、(7)
お客様サービス向上計画である。 

*(2) 「事業計画」には、長期（9 年間）、中期（3 年間）、年次計画を含む。 
*(9) 公社の能力の判断：各パイロット水道公社における事業計画の策定・更新の実績 
*(10) 特定の 5 項目の PI：PI の 3001（請求書発行件数/Billing issuance ratio)、3002（未収率/Nonpayment ratio (number)）、3004

（水道サービスに対する苦情割合/Water supply service complaints）、3005（苦情解決割合/Resolved complaints ratio）、3008
（総収支比率/Rate of total returns) 
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第２章 終了時評価調査の方法 

２－１ 評価の手法 

日本側、ラオス側の評価調査チームが合同で、現行 PDM と評価 5 項目（表 ２－１）による評

価手法を用い、以下のとおり終了時評価を実施した14。 

  (1) プロジェクトの実績 

PDM 最新版に基づき、プロジェクトの実績に関する情報を収集し、投入実績、成果、プ

ロジェクト目標の達成度、及び上位目標の達成見込みを確認した。PDM は「付属資料 1. 協

議議事録 ANNEX 1」を参照されたい。 

  (2) プロジェクトの実施プロセス 

詳細活動計画（Plan of Operations：PO）に基づき、プロジェクトの実施プロセスを把握す

るとともに、貢献要因および阻害要因を確認した。 

  (3) 評価 5 項目の視点に基づく評価 

評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から、評価グリッ

ドに沿って評価した（「付属資料 2. 評価グリッド（調査結果）」を参照）。 

  (4) 提言と教訓の抽出 

プロジェクト残存期間の活動に係る提言、及び類似案件に対する教訓を抽出した。 

表 ２－１ 評価 5 項目 

妥当性 プロジェクトのターゲットグループのニーズへの整合性、プロジェクト内容の先

方政府と援助側の政策や優先順位との整合性、プロジェクトの戦略やアプローチ

の妥当性に関する視点。 
有効性 プロジェクトの達成見込みと、その達成がアウトプットの達成によりもたらされ

るかに関する視点。 
効率性 アウトプットの達成状況と投入がいかにアウトプットの達成に転換されているか

（量的、質的観点）に関する視点。他のアプローチと比して最も効率的な方法を

適用しているかも必要に応じ問う。 
インパクト 
（予測） 

上位目標の達成見込みと、プロジェクトの実施による直接/間接的な影響。また、

正/負、予期した/予期していない影響の計測。 
持続性 

（見込み） 
プロジェクト終了後にプロジェクトがもたらした効果の持続性を問う視点。 

 

２－２ 主な調査項目とデータ収集・分析方法 

評価グリッドに基づき、5 項目それぞれに設定した調査項目に沿って定性的、定量的データを、

以下の方法で収集した（表 ２－２）。調査項目については、「付属資料 2. 評価グリッド（調査

結果）」、及び面談者一覧は「付属資料 1. 協議議事録 ANNEX 3」を参照されたい。 

                                                        
14 「JICA 事業評価ガイドライン第 2 版」（2014 年）、「JICA 事業評価ハンドブック(ver.1)」（2015 年 8 月）に基づく。 
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表 ２－２ データ収集方法 

1 文献調査 

プロジェクト関連

資料のレビュー 
詳細計画策定調査報告書、事前評価表、中間レビュー報告書、

専門家報告書等 

技術協力成果品 データ管理マニュアル、パイロット水道公社年報、長期事業

計画、中期事業計画、水道事業ガイドライン、水道事業計画

技術ガイドライン等 

政策文書 「ラオス国 第 7次国家社会経済 5カ年開発計画(2011-2015)」、
「 ラ オ ス 国  第 8 次 国 家 社 会 経 済 5 カ 年 開 発 計 画

（2016-2020)」、 
「ラオスの持続的な発展に向けた日本・ラオス開発協力共同

計画」（2016 年 9 月）等 

2 調査票調査 

合計 35 人（水道局、パイロット県公共事業運輸局、首都ビエンチャン水道公社、

ルアンパバーン県水道公社、カムアン県水道公社） 

専門家チーム 1 件 

3 インタビュー 

合計 63 人（水道局、13 都県公共事業運輸局、13 都県水道公社：首都ビエンチャ

ン、カムアン県、ルアンパバーン県、フアパン県、ウドムサイ県、ルアンナムタ

県、ボケオ県、サイニャブーリー県、サバナケット県、サラワン県、セコン県、

アッタプー県、チャンパサック県） 

専門家チーム 14 人（長期専門家 3 人、短期専門家 11 人：さいたま市水道局、埼

玉県企業局、横浜市水道局、川崎市上下水道局、横浜ウォーター株式会社） 

4 現地踏査 

・ 活動見学 

 パイロット・プロジェクトマネジメントチーム定例会議（ルアンパバー

ン県水道公社、カムアン県水道公社） 

 水道局行政勉強会、パイロット県公共事業運輸局行政勉強会（ルアンパ

バーン県、カムアン県） 

 水道事業技術ガイドライン委員会（カムアン県） 

 ルアンパバーン県水道公社による北部地域全国展開ワークショップ（ル

アンパバーン県水道公社） 

 カムアン県水道公社による南部地域全国展開ワークショップ（カムアン

県水道公社） 

 その他関連施設（首都ビエンチャン水道公社コールセンター、マッピン

グ室、機材保管室、ルアンパバーン県水道公社コールセンター、機材保

管室、浄水場水質検査室、カムアン県水道公社タケク浄水場水質検査室）
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 

本プロジェクトの実績においては、PDM に基づいた投入、活動、成果、プロジェクト目標、上

位目標の達成状況を確認した。PDM は「付属資料 1. 協議議事録 ANNEX 1」を参照されたい。 

３－１ 投入実績 

 ３－１－１ 日本側の投入 

  (1) 専門家派遣 

プロジェクト終了までの投入予定（合計 277.73 人月（MM））に基づき、11 分野に長期専

門家 3人、短期専門家が 40名派遣されている。本調査時点の投入実績は合計 243.07人月（MM）

である。詳細は「付属資料 1. 協議議事録 ANNEX 5」を参照されたい。 

表 ３－１ 専門家投入計画と実績（2017 年 2 月末） 

R/D 上の計画（2010 年時点） 
（2015 年 9 月改訂） 

投入実績 

1.  専門家 
 (1) 長期専門家：チーフアドバ

イザー、水道事業計画、業務

調整 
 (2) 短期専門家：財務分野、施

設管理分野、人材開発分野、

その他の分野（必要に応じ

て） 
2.  機材 
3.  ラオス側プロジェクト関係

者の研修員受け入れ：水道

事業管理、その他の水道事

業管理関連分野 
4.  在外事業強化費 

 
分野 協力期間終了まで

の予定 
（2017 年 8 月 23 日） 

実績 
（2017 年 2 月 28 日

時点） 

チーフアドバイザー 57.43 51.57 

業務調整 59.90 54.03

水道事業計画 18.73 12.87

行政機能/水道事業指標 15.30 13.17

浄水場施設計画 17.00 14.87

人材育成/水質管理 3.00 3.00

水質管理  10.00 7.87

水道事業経営管理（財政・人材

育成・総務・営業） 
33.93 29.67

管網データ整備、 3.13 3.13

配給水管施設計画 47.90 39.93

無収水管理 12.97 12.97

合計 277.73 243.07
 

 

  (2) 供与機材 

資機材の支出実績は終了時評価時点で 2,719 万 1,000 円（2,093,225,939LAK 相当15）であ

る。機材リスト詳細は「付属資料 1. 協議議事録 ANNEX 6」を参照されたい。 

 

 

 

                                                        
15 円からラオス・キップへの換算レートは以下の JICA 統制レートを使用。2012 年度@0.009JPY/LAKRs (2012.08), 2013 年度

@0.012JPY/LAK (2013.04), 2014 年 度 @0.013JPY/LAK (2014.04), 2015 年 度 @0.015JPY/LAK (2015.04), 2016 年 度
@0.01435JPY/LAK (2016.04) 
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表 ３－２ 供与機材費（2017 年 2 月） 

*2016 年度は計画額（単位：円） 

 2012 年

度 
(2012.08 - 
2013.03) 

2013 年度 
(2013.04- 
2014.03) 

2014 年度 
(2014.04 - 
2015.03) 

2015 年度 
(2015.04 - 
2016.03) 

2016 年度 
(2016.04 - 
2017.03) 合計 

供与機材（車輌、プ

ロジェクター、無収水

対策） 
2,859,000 0 0 6,028,000 12,000,000* 20,887,000

事業用物品（実験装

置、PC、複合コピー機

等） 
854,000 4,600,000 0 0 850,000* 6,304,000

合計 3,713,000 4,600,000 0 6,028,000 12,850,000* 27,191,000

  (3) 現地業務費 

日本側から現地業務費として終了時評価調査時点で、合計 1 億 4,001 万 5,000 円

（10,240,149,567 LAK 相当16）が拠出されている。主な支出項目は、研修・ワークショップ・

セミナー・分科会開催費、参加者旅費、車輌借上費、現地傭人費、プロジェクトグッズ（T

シャツ、ノート）等である。 

表 ３－３ 現地業務費（2017 年 2 月） 

2012 年度 
(2012.08 - 2013.03) 

2013 年度 
(2013.04- 2014.03) 

2014 年度 
(2014.04 - 2015.03)

2015 年度 
(2015.04 - 2016.03)

2016 年度 
(2016.04 - 2017.03) 合計 

6,060,000 13,778,000 22,759,000 39,988,000 57,430,000* 140,015,000
*2016 年度は計画額（単位：円） 

  (4) 本邦研修 

日本側の研修費用支出実績は 6,578 万 6,000 円（5,179,043,401 LAK 相当17）である（C/P

の旅費、交通費、研修管理員費、研修教材費等）。 

 ＜国別研修＞ 37 人の C/P が国別研修「水道事業における国の役割/水道事業計画」

に参加した。同研修コースは C/P 用に日本の水道事業体における水道事業の役割と目

的に関する理解を深め、水道事業経営に必要なノウハウを習得するためのプログラム

が構成され、5 回開催されている（2012.10.22-10.27, 2012.10.22-11.03, 2013.09.01-10.05, 

2014.09.24-11.07, 2015.08.26-10.10）。 

 ＜課題別研修＞ 8 人の C/P が以下の課題別研修に派遣された（上水道施設技術総合

(2015.07.01-09.15)、上水道無収水量管理対策（漏水防止対策）(2015.07.05-08.04)、都

市上水道維持管理（浄水・水質）(2015.07.13-08.14)、水道管理行政及び水道事業経営

(B)(2015.11.08-11.21、2016.10.16-10.29)）。 

 

 

                                                        
16 円からラオス・キップへの換算レートは以下の JICA 統制レートを使用。2012 年度@0.009JPY/LAKRs (2012.08), 2013 年度

@0.012JPY/LAK (2013.04), 2014 年 度 @0.013JPY/LAK (2014.04), 2015 年 度 @0.015JPY/LAK (2015.04), 2016 年 度
@0.01435JPY/LAK (2016.04) 

17 同上 
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表 ３－４ 本邦研修費（2017 年 2 月） 

2012 年度 
(2012.08 - 
2013.03) 

2013 年度 
(2013.04- 2014.03) 

2014 年度 
(2014.04 - 2015.03)

2015 年度 
(2015.04 - 
2016.03)

2016 年度 
(2016.04 - 
2017.03) 

合計 

10,484,000 9,791,000 10,952,000 17,391,000 17,168,000* 65,786,000
*2016 年度は計画額（単位：円） 

上記の研修に加え、以下のとおり本邦、第三国に派遣されている。研修、及び会議、参

加者の詳細は「付属資料 1. 協議議事録 ANNEX 7」を参照されたい。 

 7 人の C/P が日本で開催されたシンポジウムに派遣された。 

 35 人の C/P が第三国（タイ、フィリピン、ベトナム、カンボジア）で開催されたス

タディツアー、シンポジウム、国際会議に派遣された。ベトナム、及びカンボジアに

おける JICA 技術協力プロジェクト18との共同開催会議（Project to Project:P2P meeting）

にも参加している。 

 ３－１－２ ラオス国側の投入 

  (1) カウンターパート（C/P）の配置 

ラオス側の投入計画と実績を表 ３－５に示す。C/P 配置の詳細は「付属資料 1. 協議議

事録 Annex 8」を参照されたい。水道局の設立により、住宅都市計画局水道課、及び水道

規制室の業務が新水道局に集約され、C/P 配置にも変更があった19。 

表 ３－５ ラオス側投入実績（2017 年 2 月） 

PDM（第 3 版）での計画 投入実績（2017 年 2 月） 
(1) カウンターパート 
(a) マネージメント人材 
【MPWT】 

1) プロジェクトダイレクター（MPWT DHUP 局

長） 
2) プロジェクト副ダイレクター 

- MPWT DHUP 副局長（成果 1,2,4,5,0） 
- MPWT WASRO ダイレクター（成果 3） 

3) プロジェクトマネジャー 
- MPWT DHUP 水道課長（成果 1,2,4,5,0） 
- WASRO 副ダイレクター（成果 3） 

【水道公社】 
1) パイロットプロジェクトマネージャ 

- NPNL 局長, NP-LB 局長, NP-KM 局長 
2) パイロットプロジェクト副マネージャ（管理

部門） 
- 各パイロット水道公社 

3) パイロットプロジェクト副マネージャ（技術

部門） 

(1) カウンターパート 
73 人の職員が配置されている。 
【MPWT】 
DWS: 14 人（プロジェクトダイレクター、プロ

ジェクト副ダイレクター、プロジェクトマネジャ

ー等）（成果 1, 2, 3, 4, 5, 0） 
 
【DPWT】 
・ DPWT-NL: 3 人（プロジェクトコーディネー

ター） 
・ DPWT-LP: 2 人（プロジェクトコーディネー

ター） 
・ DPWT-KM: 3 人（プロジェクトコーディネー

ター） 
 
【水道公社】 
・ NP-NL: 20 人（パイロットプロジェクトダイ

レクター、パイロット副プロジェクトダイレ

クター（技術、及び管理）、技術部門メンバー、

管理部門メンバー） 

                                                        
18 ベトナム国「中部地域都市上水道事業体能力開発プロジェクト」（2010-2013 年）、カンボジア国「水道事業人材育成プロジ

ェクト・フェーズ 3」(2012-2017 年) 
19 本調査時点では新組織編成を承認する首相令が未だ発行されていないが、水道局は新組織体制に基づき業務を遂行し始めて

いる。（出所：水道局副局長聞取り、2016 年 2 月） 
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PDM（第 3 版）での計画 投入実績（2017 年 2 月） 
- 各パイロット水道公社 

(b) 技術人材 
1) DHUP: 事業計画 
2) WASRO: 事業計画モニタリング 
3) 各パイロット水道公社：事業計画、財務管

理、施設管理、人材開発、浄水場、配水網

4) NP-NL 研修センター: 研修センター長（研

修管理）、研修計画・管理 

・ NP-LP: 17 人（パイロットプロジェクトダイ

レクター、パイロット副プロジェクトダイレ

クター（技術、及び管理）、技術部門メンバー、

管理部門メンバー） 
・ NP-KM: 14 人（パイロットプロジェクトダイ

レクター、パイロット副プロジェクトダイレ

クター（技術、及び管理）、技術部門メンバー、

管理部門メンバー） 
(2) プロジェクト実施に必要となる土地、施設、

MPWT 及び各水道公社における日本人専門

家執務室、会議室 

(2) プロジェクト実施に必要となる土地、施設、

MPWT 及び各パイロット水道公社における

日本人専門家執務室(1. MPWT, 2. NP-NL, 3. 
NP-LB, 4. NP-KM)、会議室 

(3) ユーティリティ（水、電気等） (3) ユーティリティ（水、電気等）、事業運営費

３－２ 活動実績 

活動は概ね実施計画（PO、第 3 版）どおりに実施されている（「付属資料 1. 協議議事録 Annex 

2」参照）。活動実績の詳細は「付属資料 1. 協議議事録 Annex 9」を参照されたい。パイロット

水道公社の技術部、及び管理部門の職員はデータ管理活動（活動 1-3）、長期計画策定（活動 2-5）、

中期計画策定（活動 2-6）、業務指標 23 項目を含むモニタリング（活動 3-3）等に関し、「安全な

水を供給する水道」、「安定して水を供給する水道」、「健全な水道事業経営」の 3 つの柱を掲げ活

動に従事してきた。各 C/P は自身の担当業務に関し、JICA 専門家による技術指導を受け、業務指

標のモニタリングと事業計画の策定に必要となるデータへのアクセスとデータの信頼性を向上し

てきた。これにより全般的に業務指標も徐々に向上している（表 ３－６～表 ３－１０）。 

 ３－２－１ 成果 1 の達成状況 

成果 1「パイロット水道公社において、長期・中期・短期の事業計画策定に必要なデータが継続

的に利用可能になる」 

成果 1 は指標に示されるとおり、本調査時点で概ね達成されている。（表 ３－６）。指標 1a、

及び指標 1b は達成されている。指標 1c に関しては、水道局によるデータ管理マニュアルの承

認が必要であるが、予定どおりに決裁が得られれば完全に達成される見込みである。 

表 ３－６ 成果 1 指標の達成状況 

指標 達成状況 
1a. NP-NL 及び NP-LP では 2013
年 12 月までに、NP-KH では

2014 年 12 月までに、データ管

理改善計画に含まれている必

要情報リスト記載の情報が、デ

ータ管理マニュアルまたはそ

の案に基づき取得される。 

【達成済】 
・ 各パイロット水道公社において、「データ管理マニュア

ル」に基づき必要となるデータが概ね取得されている。

中間レビュー時点では（2015 年 3 月）、「断水時間」、「直

接給水率」20といった一部のデータについて未収集であっ

たが、2015 年には「直接給水率」のデータが取得され、

2016 年には「断水時間」のデータが収集されている。 

                                                        
20 直接給水率=（直接給水の水道メーター数／水道メーター総数）×100 



 

－11－ 

指標 達成状況 
1b. パイロット水道公社におい

て、データ管理マニュアルまた

はその案に基づき必要情報リ

スト記載の情報が毎年取得、蓄

積される。 

【達成済】 
・ 各パイロット水道公社は策定された「データ管理マニュ

アル」に基づき、必要情報リスト記載の情報を毎年取得、

蓄積している。 

1c. 2016 年 3 月までに、データ

管理マニュアルが水道局長に

よって承認される。 

【達成見込み】 
・ 「データ管理マニュアル」は 2013 年に策定されており、

各パイロット水道公社での試行を経て、2015 年に改訂さ

れている。 
・ 水道局内21による審議後、2017 年 4 月 28 日までに水道局

局長により承認される予定である。 
 

 ３－２－２ 成果 2 の達成状況 

成果 2「パイロット水道公社において、長期・中期・短期事業計画に基づいた事業実施管理が、

Plan-Do-Check-Action (PDCA) サイクルを用いて行われる」 

成果 2 は指標に示されるとおり、本調査時点でほぼ達成されている。（表 ３－７） 

表 ３－７ 成果 2 指標の達成状況 

指標 達成状況 
2a. パイロット水道公社におい
て、2015 年 12 月までに長期事
業計画  (2014-2020) が作成さ
れ承認される。 

【達成済】 
・ 各パイロット水道公社の技術部門、及び管理部門の C/P

は JICA 専門家による技術アドバイスに従い、「長期事業
計画 2014 年-2020 年」を策定した。異なる部署に所属す
る C/P により協働で策定された同計画書は 2015 年に各公
社局長により承認された。 

・ 長期事業計画策定にあたっては、長期的な需給予測、給
水施設の更新・改修、及び長期財政収支予測をもとに、
2020 年に向けた計画給水区域を設定している。 

・ 長期事業計画は主に以下のとおり構成されている。「1．
安全な水を供給する水道」（水質管理体制整備、残留塩素
提言地域解消のための配水管整備）、「2．安定して水を供
給する水道」（新設・拡張事業、既存施設整備、水運用、
無収水管理等）、「3．健全な水道事業経営」（人材育成、
職員採用、コールセンター設立・改善、お客様アンケー
ト、水道教室、ウェブサイト整備等） 

・ 2016 年からはパイロット水道公社は「第 2 次長期事業計
画 2030 年」の策定に取り掛かっている。 

2b. パイロット水道公社におい
て、2015 年以降、毎年 12 月ま
でに中期事業計画が作成され
承認される。 

【達成済】 
・ 「中期事業計画」（2012-2014 年、2015-2017 年、2018-2020

年）が策定された。2016 年からは、第 2 次長期事業計画」
を踏まえ、「新中期経営計画」の策定を進めている
（2021-2023 年、2024-2026 年、2027-2030 年）。 

2c. パイロット水道公社におい
て、2015 年以降、年度予算計画
に基づいて決算が取りまとめ
られる。 

【達成済】 
・ 各パイロット水道公社において、JICA 専門家の指導を受

けた財務担当の C/P により 2015 年度以降、年度予算計画
に基づいて、決算が取り纏められている。本調査時点で
は、2016 年度の決算作業が進められていた。 

                                                        
21 水道局長、副局長、全 6 課（1.人事・総務課、2.計画・予算課、3.水道課、4.水道規制課、5.審査課、6.衛生課） 
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指標 達成状況 
2d. 2016 年 3 月までに、事業計
画策定マニュアルが策定され、
公共事業運輸省住宅都市計画
局長によって承認される。 

【達成見込み】 
・ 事業計画策定マニュアルは「水道事業計画策定ガイドラ

イン」として集約され（成果 4 指標にあるとおり）、2017
年 6 月 12 日までに水道局長の決裁を得る予定である22。

・ 加えて、「顧客調査実施マニュアル」（2013 年）、「水道教
室実施マニュアル」（2014 年）等、活動計画の策定に必要
なマニュアルが策定されていた。 

 

 ３－２－３ 成果 3 の達成状況 

成果 3「業務指標（PI）を含む事業計画のモニタリングが強化される」 

成果 3 は指標に示されるとおり、部分的に達成されている。（表 ３－８）。本調査時点で指標

3a は既に達成されている。指標 3b、及び 3c は水道局により達成される見込みである。 

表 ３－８ 成果 3 指標の達成状況 

指標 達成状況 
3a. パイロット水道公社におい

て、内部モニタリングの結果が

事業計画の策定・更新に反映さ

れる。 

【達成済】 
・ 各水道公社により内部モニタリングが実施されており、

その結果は事業計画の策定、更新に活用されているとと

もに、2014 年度から「水道事業ガイドライン報告書」

（Water Supply Guideline Report 2014）に取り纏められて

いる。 
3b. パイロット水道公社におい

て、WASRO のモニタリング結

果が事業計画の策定・更新に反

映される。 

【達成見込み】 
・ 水道公社からのモニタリングの結果は水道規制課（Water 

supply regulatory division：WSRD、旧水道規制室

(WASRO））により水道事業年報として取りまとめられる

予定である。同年報をもって、水道規制課から各水道公

社へのフィードバックが計画されており、必要に応じ、

事業計画に反映される見込み。 
・ 他方、本調査中の幹部層の C/P を対象とした質問票回答

によると（回答者数 17 人）、上記の対応準備に関し、65%
が「概ね高いが課題が残る」、または「低い」と回答し、

29%は「高い」と回答している（図 ３－２）。 
3c. プロジェクト終了までに、

規制ガイドラインの見直し（目

標値の修正と事業計画と業務

指標の関連を公式化する）を行

い、水道規制委員会（WSRC）

によって承認される。 

【達成見込み】 
・ 業務指標の各モニタリング項目の定義が明確化し「水道

事業ガイドライン」（2013 年 12 月初版）に取りまとめら

れた。 
・ 2014 年以降、全パイロット水道公社は同ガイドラインに

基づき業務指標の計算、分析、報告書作成を毎年行って

いる。 
・ 同ガイドラインは、2017 年 5 月 26 日までに水道局長に

よる決裁が得られる見込みである23。 
 

                                                        
22 2015 年 12 月の公共事業運輸省の組織改編により、水道局が設置され、住宅都市計画局水道課の業務が移管された。従って、

同指標の決済プロセスも変更されることとなった。 
23 2015 年 12 月の公共事業運輸省の組織改編により、水道局が設置され、同省内の水道規制室の業務は、水道局内の水道規制

課に移管された。従って、同指標の決済プロセスも変更されることとなった。 
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水道局、及び県公共事業運輸局の C/P は MaWaSU 活動（成果 3）をとおし、行政能力の強化に

取り組んでおり、下記事項にかかる議論と準備を行っている。 

項目 目的 進捗 
水道事業戦略 
(Water Supply Strategy) 

国レベルの水道事業の指針、戦略

となる。 
2017 年 2 月時点で水道局は草案を作

成中。 
県水道事業戦略 
(Provincial Water Supply Strategy)  

県レベルの水道事業の指針、戦略

となる。 
2017 年 2 月時点で県公共事業運輸局

は草案を作成中。 
ラオスにおける PPP の現況 
(Current situation of PPP in Lao PDR) 

水道セクターの PPP モデルの準

備に向けた問題分析を行う。 
水道局により問題分析について検討

中。草案が策定される 
ラオス水道協会の設置に向けた準備資料
(Preparation document for Lao Water Works 
Association)  

水道セクターの人材育成と関連

基準の整備に向けたラオス水道

協会の設置。 

水道局は内務省に問合せる等、申請

手順に係る調査を実施。また水道協

会のメカニズムに関し検討中。 
水道事業年報 
(Water Supply Statistics Yearbook)  

各県の水道事業の経営状況を把

握する。 
2017 年 2 月時点で水道局は草案を作

成中。 
 

 ３－２－４ 成果 4 の達成状況 

成果 4「アウトプット 1～3 の成果を踏まえ、水道事業計画技術ガイドライン（技術ガイドライン）

が策定される」 

成果 4 は指標に示されるとおり、本調査時点で概ね達成されている。（表 ３－９） 

表 ３－９ 成果 4 指標の達成状況 

指標 達成状況 
4a. アウトプット 1～3 の活動

の成果を通じて、水道事業計

画技術ガイドライン案が英語

とラオ語で作成される。 

＜概ね達成済＞ 
・ 「ガイドライン策定委員会」設置され、分科会、委員会活

動をとおし、「水道事業計画技術ガイドライン」（案）が作

成された（ラオ語版）。2017 年 3 月 3 日に最終委員会が開

催され、同案の最終化を行った。 
・ ラオ語版を翻訳し、英訳版を作成予定である。 

 

 ３－２－５ 成果５の達成状況 

成果 5「アウトプット 1～4 の成果を活用し、全国の水道公社及び民間企業における事業計画策定

及びモニタリング体制の構築を促進するための仕組みが構築される。」 

成果 5 は指標に示されるとおり、本調査時点で部分的に達成されている。（表 ３－１０） 

指標 5a、及び指標 5b は既に達成されており、指標 5c は 2017 年 7 月 7 日までに達成される見

込みである。 

表 ３－１０ 成果 5 指標の達成状況 

指標 達成状況 
5a. プロジェクト終了時まで
に、パイロット水道公社内の
移転知識/技術の公社内外への
将来的な普及の中核となるリ
ソース・パーソンが事業計画
作成について、必要に応じて
他県水道公社に対して技術指
導出来る能力を有す。 

【達成済】 
・ パイロット水道公社の 82%の C/P（回答者数 28 人）は、他者

に対する研修の実施、指導、情報共有する能力の習得度合い
に関し、「大変高い」、又は「高い」と回答している。18%は
「概ね高いが課題がある」と回答している（図 ３－１）。 

・ 加えて、2017 年 2 月-3 月にかけて C/P は講師育成研修
（Training of Trainers：TOT）に参加し教授法の知識と手法
を学んだ。 
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指標 達成状況 
5b. プロジェクト終了時まで
に、全水道公社が参加して少
なくとも 1 回の研修コースが
実施される。 

【達成済】 
・ 2016 年にはパイロット水道公社が 3 拠点で（南部：カムア

ン、中央：ビエンチャン、北部：ルアンパバーン）、他水
道公社を対象にそれぞれワークショップ形式で 2 回ずつ研
修を実施した。また、C/P は全水道公社を 2 回巡回し、出
前講座の開催と OJT を実施した。 

・ その結果、他水道公社においても MaWaSU により導入され
る新たな活動に取り組むための、役割分担の明確化、人員
配置がなされつつある。 

・ 2017 年も継続して各パイロット水道公社により地域研修
が実施されており、他県の水道公社から各分野の担当者が
参加している。ルアンパバーン県水道公社の場合は、県内
営業所の職員も参加している。 

5c. プロジェクト終了時まで
に、事業計画策定の普及のた
めの計画が公共事業運輸省住
宅都市計画局にて承認され
る。 

【達成見込み】 
・ 2016 年に全国展開システムを確立するための「ポスト

MaWaSU システム」（案）を策定し、2017 年 1 月から試行
が開始した。 

・ 試行結果の評価、フィードバック後、普及計画が最終化さ
れ、2017 年 7 月 7 日までに水道局による承認が得られる見
込みである24。 

 

３－３ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標「ラオス国において、水道公社の中長期的視野に基づく事業管理能力を強化す

る体制が整備される。」 

プロジェクト目標は指標の達成状況に示されるとおり、協力期間中に達成される見込みである。

（表 ３－１１） 本調査時点で、指標 a、及び b は既に達成されている。指標 c に関しては、2012

年の PI 実績値のデータは本プロジェクトにおいて精緻化への取組みがなされる以前のデータで

あり、やや信憑性が低く、パイロット水道公社の事業管理能力を的確に把握する上で、同指標設

定の適切性に課題があることが示唆される。また、5 つの PI 項目のうち、本プロジェクトで実施

した活動に直結するものは、3 項目（3001：請求書発行件数、3004：水道サービスに対する苦情

割合、3005：苦情解決割合）であるが、その他 2 つの項目（3002:未収率、3008：総収益率）に関

しては事業経営にとって重要であるものの、活動との直接的な関連性が低い25。なお、指標 d、及

び指標 e については、協力期間中に達成が見込まれる。 

                                                        
24 2015 年 12 月の公共事業運輸省の組織改編により、水道局が設置され、住宅都市計画局水道課の業務が移管された。従って、

同指標の決済プロセスも変更されることとなった。 
25 本指標は、中間レビュー時に改訂され設定されたものである（改訂前の指標：By the end of 2016, at each pilot WSSE, X% of the 

targets by 2016 identified in the respective 10-year corporate plans are achieved.） 
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表 ３－１１ プロジェクト目標指標の達成状況 

指標 達成状況 
指標 a. プロジェクト終了までに、プロ
ジェクトで作成した技術ガイドライン
やマニュアルを基に、パイロット水道公
社が長期・中期事業計画を策定・更新し、
また行動計画と予算計画からなる年次
計画に基づいて決算報告をする能力を
習得する。 

【達成済】 
・ 本調査中の質問票回答によると、パイロット公社

の長期・中期事業計画、及び年次計画と決算報告
を策定するための能力の習得度に関し、管理部
門、及び技術部門の C/P（回答者数 28 人）は 79%
が「大変高い」、又は「高い」と回答。21%が「課
題は残るが概ね高い」と回答している。（図 ３－
１）水道局、県公共事業運輸局、水道局の幹部職
員（回答者数 17 人）は 88%が「高い」と回答。
6%が「課題は残るが概ね高い」と回答している。
（図 ３－２） 

・ 更に、長期計画は当初 2020 年目標に基づき策定
されているが、2030 年目標へ更新する取り組みが
なされている。 

指標 b. パイロット水道公社は、水道事
業ガイドラインに基づいて、毎年年度報
告を取りまとめる。 

【達成済】 
・ 3 つのパイロット水道公社は、水道事業ガイドラ

インに基づいて、毎年、報告書を策定している。
JICA 専門家、及びパイロット水道公社と水道局の
幹部職員によると、データや情報量や信頼性が増
加したことにより、これらの報告書の精度も向上
していることが確認されている。 

指標 c. 2016 年末までに、パイロット水
道公社において、特定の 5PI の内 4 項目
以上が、2012 年に比べて改善される。

【達成されているものの同指標の適切性に課題がある】
・ 2012 年実績と 2016 年実績比較による、3 つのパ

イロット水道公社における PI の向上状況は以下
のとおり。JICA 専門家によると、データの信頼性
は 2012 年以降向上している。 

PI 3001 3002 3004 3005 3008 

請求書

発行件

数 

未収率 苦情割

合 

苦 情 解

決割合 

総収益

率 

首都ビエン

チャン水道

公社 

× ○ × × ○ 

ルアンパバ

ーン県水道

公社 

○ ○ × ○ × 

カムアン県

水道公社 

○ × ― × × 

【注：○（PI 値に改善が見られた）、×（PI 値が改善しなかった）】 

指標 d. 水道事業計画技術ガイドライン
が公共事業運輸大臣に承認される。 

【達成見込み】 
・ 成果 4 において「技術ガイドライン委員会」によ

る最終委員会が 2017 年 3 月 3 日に開催され、「水
道事業計画技術ガイドライン」の最終化作業が行
われた。 

・ 水道局内の決済プロセスを経て（水道局長、副局
長が統括する水道局の 6 課による審議）2017 年 6
月 12 日までに局長の承認を得る予定である26。 

                                                        
26 2015 年 12 月の公共事業運輸省の組織改編により、住宅都市計画局水道課が独立し、水道局が設置され業務が移管された。

同指標の承認プロセスも水道局長決裁に変更されることとなった。 
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指標 達成状況 
指標 e. プロジェクト終了時までに、各
パイロット水道公社にてプロジェクト
終了以降も継続的に他の水道公社に事
業計画作成のための研修コースを実施
していくための実施計画が策定される。

【達成見込み】 
・ 全国展開システムの構築計画に関し、分科会機能

を活用する「ポスト MaWaSU システム」を策定し
た。（各パイロット水道公社活動単体ではなく）、
分科会がチナイモ研修センターのブランチとし
て機能することが期待されている。2017 年時点
で、JICA 専門家の技術指導を受けた C/P により、
他の水道公社を対象とした研修ワークショップ
や OJT 活動が実施されている。 

・ 同システムの評価、フィードバックを経て、今後、
具体的な実施計画が策定される予定である。 

 

３－４ 上位目標の達成見込み 

上位目標「ラオス国上水道セクターにおける持続可能かつ安定的な開発に向けた管理体制が強化

される。」 

上位目標は指標に示されるとおり、全国の水道公社の強いコミットメント、及び長期事業計画

を策定することのインセンティブが維持され、MaWaSU 活動が継続されることで、プロジェクト

終了から 3 年後に達成が見込まれる。（表 ３－１２）。指標 b については、プロジェクト開始時の

2012 年時点のデータは信頼性がやや低いことに留意する必要がある。 

表 ３－１２ 上位目標指標の達成状況 

指標 達成状況 
指標 a. 2020 年末までに、

全ての水道公社にて長期 
(2021-2030) ・ 中 期 
(2021-2023) の事業計画

が、プロジェクトで作成

した技術ガイドラインや

マニュアルを基に策定/承
認される。 

【ある程度達成される見込み】 
・ 本協力期間終了後も全国展開がポスト MaWaSu システムに従い計画

どおり実施されることで、2020 年までに全ての水道公社において、

長期及び中期事業計画の策定に取り組まれることが期待されている。

・ 国のガイドラインとして「水道事業計画技術ガイドライン」が全水道

公社に周知され、認識されることが前提条件である27。 
・ 他方、各公社における全技術分野の計画策定に必要なデータの整備状

況、専門知識・分析能力（水需要予測、管網解析、財務分析等）のレ

ベルなどによっても、今後の策定進捗が左右されることから、パイロ

ット 3 公社以外の 15 公社それぞれが、同ガイドラインに沿って中長

期計画を完成させ、承認プロセスの完了に至るまでに要する期間も各

公社によって異なることが推察される。 
・ 本調査時点では、中長期事業計画策定にかかるポスト MaWaSU 活動

に関し、C/P 機関による今年度、及び来年度の予算はまだ確保されて

いない。 

                                                        
27 成果 5 における全国展開活動をとおし、水道事業計画技術ガイドラインがカバーしている内容に沿った、研修活動が実施中

である。 
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指標 達成状況 
指標 b. 2020 年末までに、

パイロット水道公社にて

業務指標（PI）23 項目の

うち 11 項目が 2012 年と

比べて改善される。 

【ある程度達成される見込み】 
・ 2012 年と 2015 年（又は 2016 年）の PI 実績値比較では、以下のとお

り 3 つのパイロット水道公社において改善傾向にある。また、各パイ

ロット水道公社は「長期事業計画 2014-2020 年」において、2020 年の

達成目標を設定しており、2020 年末までにパイロット水道公社にて

業務指標（PI）23 項目のうち 11 項目が 2012 年と比べて改善される

と見込まれる。いくつかの PI は 2012 年時点のデータがないことから

比較不可。 
 首都ビエンチャン水道公社：12 項目が向上（2012 年と 2015 年比較、

5PI のみ 2016 年比較）。 
 ルアンパバーン県水道公社：12 項目が向上（2012 年と 2016 年比較）。

 カムアン県水道公社：9 項目が向上（2012 年と 2015 年比較、5PI の

み 2016 年比較））。 
 

 

図 ３－１ パイロット水道公社公社管理部門､技術部門のC/Pによる自己評価結果(回答者28人) 

 

 

図 ３－２ 幹部層の C/P による自己評価結果（回答者 17 人） 
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３－５ 実施プロセス 

 ３－５－１ プロジェクト実施プロセス全体 

本プロジェクトは様々な C/P 機関との連携により全般的に順調に実施されている。活動は概

ね計画に沿って実施されている。2015 年 12 月には、C/P の所属先であった住宅都市計画局の

水道課、及び水道規制課は、水道局新設により水道局傘下の課となった。しかし、公共事業運

輸省の組織編成が不確定な状態が継続し、いくつかのプロジェクト活動のスケジュールにも影

響を与えた。この間、C/P の組織改編を反映した PDM の改訂はなされていない。結果的に、水

道局の C/P の役割も不明瞭な状態が続いている。 

協力期間をとおし、JICA 専門家はその知識と経験から C/P の指導にあたり、C/P が自ら課題

を認識し、主体的な行動を起こすことを促してきた。本調査中の幹部層の C/P を対象とした質

問票回答によると、82.4%が自らの任務を遂行する上でのニーズと本プロジェクトの整合性が

「大変高い」又は「高い」と回答している（図 ３－２）。また、管理部門、技術部門の職員に

ついては、100%の C/P が任務（計画策定のためのデータ管理、計画のモニタリング等）の遂行

上のニーズに対し、本プロジェクトは「大変高い」、又は「高い」整合性があると回答してい

る（図 ３－１）。 

 ３－５－２ プロジェクト運営管理 

  (1) モニタリング体制 

本プロジェクトのモニタリング体制は適切に機能している。成果 3 をとおし、モニタリ

ング・システムが構築され、各パイロット水道公社は活動のモニタリングを実施し、水道局

に同結果を共有している。 

  (2) カウンターパート、JICA 専門家チーム、現地スタッフ間のコミュニケーション 

カウンターパート、JICA 専門家チームと現地スタッフ間のコミュニケーションは複数の

コミュニケーションの仕組みをとおし、適切に管理されている（表 ３－１４）。 

表 ３－１４ MaWaSU のコミュニケーションの仕組み 

名称 目的 参加者 

※実施回数 

毎週 

プロジェクト週会議 C/P 機関が活動報告、計画に

かかる討議を行う。 

C/P コーディネーター、公共事業運輸省、首都ビエンチャ

ン水道公社、JICA 専門家 

（ルアンパバーン県水道公社、カムアン県水道公社には議

事録で共有） 

※138 回（2017 年 2 月 20 日時点） 

パイロット・プロジ

ェクトチーム会議 

各パイロット水道公社にお

いて、活動進捗報告と計画に

かかる討議を行う。 

各パイロット水道公社のカウンターパート 

 （JICA 専門家は毎月 1 回参加） 

毎月 
プロジェクト・マネ
ジメントチーム会議 

プロジェクト活動進捗確認
を行う。 

3 パイロット水道公社、県公共事業運輸局、水道局（全国
ワークショップ開催時は、他の公社も参加） 
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パイロット水道公社
間調整会議 

パイロット水道公社間の調
整を図る為、プロジェクト活
動報告、進捗共有を行う。 

3 パイロット水道公社に加え、県公共事業運輸局と水道局
はオブザーバー参加（全国ワークショップ開催時は、他県
の水道公社も参加）。 

行政勉強会 行政関連の課題分析と討議
を行う。 
（主に成果 3 関連） 

3 パイロット水道公社に加え、県公共事業運輸局と水道局
はオブザーバー参加（全国ワークショップ開催時は、他の
公社も参加）。 
※全国レベルの会議は 18 回開催（2017 年 2 月 23 日時点）。
※県レベルの会議は各県に月 7 回開催（2017 年 2 月末時
点）。 

分科会 
（8 グループ） 

各 8つの分科会メンバーは水
道セクターのそれぞれのテ
ーマに沿って、討議、活動の
実施を行う。（成果 1-5 関連）

以下の分科会には、水道局、及びパイロット水道公社にお
ける各担当分野の C/P が参画している。 
(1) 安全な水計画／水質管理センター計画 
(2) 浄水場維持管理・施設改善計画 
(3) 長期人材育成計画 
(4) 水道メーター検針／水道料金請求／顧客情報管理・渉

外 
(5) 水道事業ガイドライン／水道事業戦略／水道事業統

計報告書 
(6) 水道事業サマリー年報／データ管理マニュアル／長

期事業計画策定技術ガイドライン 
(7) 中期財政計画 
(8) 無収水削減管理 

四半期毎 
全国展開ワークショ
ップ 

全都県の水道公社、及び県公
共運輸局を対象とした情報
共有と研修の実施。（成果 5
関連） 

全国の水道公社、県公共運輸局、水道局 
※全国：7 回(2015.1.17)(2015.9.24)(2015.2.11)(2016.3.11) 
(2016.6.28)(2016.8.24)(2017.2.2-3) 
※中央：4 回
(2016.2.23)(2016.8.3)(2017.1.25-26)(2017.2.15-16) 
※南部：4 回(2016.2.10)(2016.7.29)(2017.2.7-8)(2017.3.1-2)
※北部：5 回(2016.3.3)(2016.9.29)(2017.1.25-26)(2017.2.9-10)
(2017.2.27-28） 

毎年 
MaWaSU プロジェク
ト国際セミナー 

ラオス国内外の水道セクタ
ー関係者間の情報共有、意見
交換 

ラオス国内の全水道公社、県公共事業運輸局、水道局、
MaWaSU を支援する日本の水道事業体、企業、近隣諸国関
係者 
※第 1 回（2013.11.14）ルアンパパーン県、第 2 回
（2014.11.20-21）首都ビエンチャン、第 3 回（2016.2.17）
首都ビエンチャン、第 4 回（2017.7.14-13 予定）サバナケ
ット県 

プロジェクト間合同
会議 

ラオス、ベトナム、カンボジ
アでの JICA 技術協力の C/P
及び JICA 専門家間の情報・
意見交換 

ラオス、ベトナム、カンボジアの JICA 技術協力プロジェ
クトのカウンターパート、専門家 
※第 1 回（2013.05.28、ベトナム）、第 2 回（2013.11.15、
ルアンパバーン）、第 3 回（2013.12.25、ルアンパバーン）、
第 4 回（2014.11.21、ベトナム）、第 5 回（2016.2.18、首都
ビエンチャン）、第 6 回（2017.1.19-20、カンボジア）、第 7
回（2017.7.14 予定、首都ビエンチャン） 

 

  (3) プロジェクト・マネジメントの意思決定プロセス 

合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）会議はこれまで 4 回実施され、年間

実施計画、プロジェクト進捗、PDM と PO 改訂等に関し、協議、承認してきた（表 ３－１

５）。しかし、2015 年の水道局の新設に伴う、C/P 機関の改編については、未だ PDM の改

訂が行われていない。 
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表 ３－１５ JCC 会議の開催 

 日付 議題 参加者数

1 2012.12.25 進捗報告、PDM 第 1 版、PO 第 1 版承認、年間実施計画（2013 年） 30 
2 2013.12.27 進捗報告、年間実施計画（2014 年） 32 
3 2015.03.03 中間レビュー、PDM 第 2 版、年間実施計画（2015 年） 34 
4 2016.06.03 進捗報告、年間実施計画（2016 年） 30 

 

  (4) JICA による他のプロジェクト、スキーム、及び日本の水道事業体との協力 

以下に示すとおり、本プロジェクトは複数の関係者との連携により実施された。 

 同時期に実施された JICA の支援は無償資金協力「タケク上水道拡張計画」(2013 年 6

月-2016 年 3 月)、有償資金協力「首都ビエンチャン上水道拡張事業」(2016 年 1 月-2021

年 4 月)、草の根技協「水道公社における上水道運転・維持管理能力向上支援事業」

(2016 年 1 月-2019 年 1 月)の 3 案件があり、C/P と JICA 専門家はこれら案件のチーム

と連携した。 

 日本の水道事業体は、本邦での C/P 研修の計画と実施、国際セミナーの講師派遣など

の支援を行った。 

 本プロジェクトでは JICA インターンシップ・プログラムに参加する学生に実習機会

を提供し、水道セクターの国際協力分野における能力強化に貢献した。毎年、4－5

名のインターンの受入実績がある。 
 

 ３－５－３ 中間レビュー時の提言への対応 

中間レビュー調査団は、プロジェクトの残り期間での活動にかかる実施体制、取り巻く環境

の改善を図るため、10 項目の提言を行った。これまでの対応状況は以下のとおりである。 

【プロジェクト・マネジメントチームへの提言事項】 

  (1) PDM の改訂 

中間レビューでの提言を踏まえ、PDM は 2015 年 9 月 24 日に改訂された。新たなニーズ

に応じ、取組み中、又は予定の活動が以下のとおり PDM 及び PO に加えられた。また、プ

ロジェクト目標、上位目標の指標も修正がなされた。 

 2-2：各パイロット水道公社にて、毎年、顧客調査を実施、結果を分析し、報告書に取

りまとめる。 

 2-8：各パイロット水道公社にて、年次計画に基づいて毎年、財務諸表を取りまとめる。 

 3-5：各パイロット県において県の水道ビジョンを策定する。 

 3-6：各パイロット県において県の水道ビジョンを実施する。 

 3-12：水道事業統計年報を作成し、全水道公社に配布する。 

 3-13：水道ビジョンを策定し、普及する。 

 3-14：PPP 促進のためのガイドラインを策定する。 

 3-15：ラオス水道協会の設立を支援する。 
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  (2) プロジェクト活動の進捗及び達成状況の共有、プロジェクトメンバーの能力開発状況の

専門家チームによるフィードバック 

パイロット水道公社の C/P は MaWaSU 活動で習得した知見を、日業業務をとおし部下や

同僚に共有している。加えて、プロジェクト活動の進捗や達成状況について、他の水道公社

にも全国展開活動をとおして共有してきた。更に、JICA 専門家は定例会議の場で C/P への

フォローアップを行い、活動の方向性や業務の質の向上にかかる指導を行っている。 

  (3) 普及活動に向けての他水道公社の関与 

成果 5 の課題として、本プロジェクトでは 2015 年 7 月から他の水道公社を対象に全国ワ

ークショップを実施している（表 ３－１４）。同ワークショップへ参加することにより、パ

イロット都県以外の水道公社も MaWaSU 活動の全国展開の方法（費用負担含む）にかかる

協議に参画している。また、同じタイミングで開催されるプロジェクト・マネジメント会議

への参加機会も得ている。 

【C/P 機関に対する提言事項】 

  (1) 策定された事業計画実施のための必要財源の確保の推進 

パイロット水道公社は事業計画に関し、優先順位付けをおこない、限られた年間予算内

で部分的な活動しか実施できていない。これらの活動には配水管の拡張、水道メーターの設

置、顧客調査、住民への水道に関する啓発活動等が含まれる。分科会において、パイロット

水道公社の財務担当の C/P は既存の財源と融資制度の洗い出し（融資条件、メリット・デメ

リットなど）、資金調達方法にかかる議論を行った。JICA 専門家はラオスにおける水道公社

の健全な経営管理を図るためには、1. 長期で低利なローンへのアクセス、2.現行の水道料

金の改定が主要課題であると指摘している。 

  (2) 県水道ビジョン策定等、公共事業運輸局のプロジェクトへの参加と役割の強化 

中間レビュー以降、パイロット県の公共事業運輸局は C/P 配置を増員した。活動 3-5「各

パイロット県において県の水道ビジョンを策定する」をとおし、C/P は県水道戦略の策定作

業に参画している。 

  (3) 普及に向けた、類似業務を実施している他ドナーとの情報共有、調整 

水道局によると、アジア開発銀行（Asian Development Bank：ADB）やノルウェー開発協

力局（Norwegian Agency for Development Cooperation：NORAD）などの他ドナーに対して

MaWaSU 活動の情報を共有しているということである。しかし、水道局によるセクター・

コーディネーションはそこまで活発に行われておらず、水道セクターの関係者が一堂に会す

る定期的なコミュニケーション・メカニズムはない。 

  (4) 水道事業の公共性を重視した、プライベート・ファイナンス・イニシアティブ（Private 

Finance Initiative：PFI)の適切な運用に向けた PPP 導入ガイドラインの策定 

活動 3-14（PPP 促進のためのガイドラインを策定する）をとおし、C/P は問題分析を実施

している。更なる分析の実施に加え、PPP ガイドラインにかかる首相令による制定後、水道

セクターの PPP ガイドラインの策定に取り掛かる予定である。 
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  (5) 職員の不足を補うための、PPP 導入ガイドラインに沿った民間セクターの活用、能力強

化の実施検討 

上記（4）で述べたとおり、PPP ガイドラインは準備段階にあり、水道セクターにおける

PFI の適用に係る法的枠組みの整備がなされていない。従って、民間サービスプロバイダー

は公益よりも経済的な利益を追求するものであるが、これら民間企業が提供する水道サービ

スの監督と質の管理面の課題が残されている。 

【JICA への提言事項】 

  (1) 地方自治体からの短期専門家派遣が難しい際の、技術移転の適切な期間やタイミングを

確保するための他のリソースの検討 

専門家派遣のより適切な期間とタイミングを確保するために、JICA は中間レビュー以降、

長期専門家１名の追加投入（2016 年 2 月より）を行ったほか、より多様な組織から短期専

門家の派遣を行った（さいたま市水道局、横浜市水道局、川崎市水道局、埼玉県企業局、そ

の他民間企業 3 社）。日本水道協会の「水道シニア国際協力専門家制度」等を活用し、水質

管理、人材育成／研修体制構築支援の専門家を確保し、短期専門家として派遣し、無収水削

減管理分野については、他分野よりも長めの期間（6－7 カ月）の派遣を行った。 

  (2) 事業計画実施のための JICA スキーム（有償、無償資金協力等）による支援の検討 

JICA は 2016 年度に基礎情報収集確認調査を実施し、ラオス水道セクターの現況把握を行

った。同調査には、（1）3 パイロット地域におけるインフラ整備の必要性の確認、(2)これら

インフラ整備に対する JICA による資金援助の可能性のアセスメントも含まれた。このほか、

2016 年度にはパイロット水道公社への現場技術指導を充実させるための機材投入の調達手

続きを開始した。 
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第４章 評価結果 

各評価項目は 5 段階（高い、やや高い、中程度、やや低い、低い）で判断された。 

４－１ 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は「高い」と判断される。 

本プロジェクトは以下に述べるラオス政府の開発政策、及び日本の対ラオス援助政策、プロ

ジェクトデザイン、対象グループ・地域のニーズとの整合性があることが確認された。更に、

プロジェクト目標を達成する上で、プロジェクト戦略と手段も適切であった。 

 ４－１－１ ラオスにおける政策との整合性 

 ラオス政府は「第 7 次国家社会経済 5 カ年開発計画(2011-2015 年)」において 2015 年まで

に 80%の人口が安全な水にアクセスできるようになることを目指し、都市人口の 67%が水

道へアクセスできることを目標のひとつとして掲げた28。 

 「第 8 次国家社会経済 5 カ年開発計画（2016-2020 年)」においても、安全な水へのアクセ

スにかかる 2014 年のベースライン値 84%を踏まえ、2020 年までに人口の 90%が安全な水

にアクセスできることを目標に掲げている。都市給水に関しては、2020 年までの目標投資

額（US＄205,000,000）を掲げている29。 

 公共事業運輸省は「都市水道供給及び衛生セクター戦略（2013-2030 年）」のなかで、都市

人口の給水率目標値として、2015 年までに 67%、2020 年までに 80%、2030 年までに 90%

を設定している。 

 ４－１－２ 日本の援助政策との整合性 

 本プロジェクトは、日本政府の対ラオス国別援助方針の重点分野「経済・社会インフラ整

備」における開発課題「環境と調和した快適な社会の実現」の「都市環境整備プログラム」

に位置づけられ実施されている30。本協力プログラムでは、経済発展に重要な役割を果た

す都市を中心に、基本的な都市環境が調和する都市を実現する観点から、都市開発計画の

策定に関する支援の他、都市給水、水環境等の分野のインフラ整備に関する支援を実施し

ている。 

 2016 年 9 月に発行された「ラオスの持続的な発展に向けた日本・ラオス開発協力共同計画」
31においても「環境・文化保全に配慮した均衡のとれた都市・地方開発をとおした格差是

正」のなかで、首都ビエンチャン及び地方都市における急速な都市開発・人口増に対応す

るため、グリーン成長に基づき、都市環境整備、景観・文化の保全、市民への公共サービ

スの拡充のため、上水道など公共基盤インフラ整備に協働で取り組むことを掲げている。 

                                                        
28 出所：「第 7 次国家社会経済 5 カ年開発計画（2011-2015)」（ラオス政府計画投資省、2011 年）104 頁, 260 頁 
29 出所：「第 8 次国家社会経済 5 カ年開発計画（2016-2020)」（ラオス政府計画投資省、2016 年）132 頁, 180 頁  
30 出所：「対ラオス国別援助方針」（外務省、2012 年、2015 年） 
31 出所：「ラオスの持続的な発展に向けた日本・ラオス開発協力共同計画」（外務省、2016 年） 
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 ４－１－３ プロジェクト戦略と手段の適切性 

本プロジェクトの戦略と手段は適切である。 

 プロジェクト形成時点で、本プロジェクトの対象地域の給水率（水道施設の存在する郡の

み対象）は、首都ビエンチャン 61%、ルアンパバーン県 34%、カムアン県タケク郡 50%

であった32。国が掲げる目標値を達成するために公共事業運輸省や各県公共事業運輸局が

中心となり、郡レベルへの民間セクターによる施設投資、及び開発パートナーによる支援

を誘致しており、中長期的な水需要予測、それに伴う施設拡張計画、財政計画、人材育成

計画などに基づき水道公社が事業管理を行うための能力を向上することが喫緊の課題で

あった。各水道公社はこれら中長期的な事業計画を策定する経験を有していなかったこと

から、対象地域、対象グループのニーズに合致している。 

 対象地域とグループに関しては、ADB 等、他援助機関による類似案件の対象地域の重複

がないように事前調整がなされたことから、適切に選定されたといえる。3 つのパイロッ

ト水道公社はそれぞれ中部地域、北部地域、南部地域の技術普及の拠点として、データ管

理、中長期事業計画の策定、モニタリング等を含む水道事業運営管理のノウハウを普及し、

他水道公社のロールモデルとして機能するよう選定された。また、カムアン県では無償案

件への人材の活用が想定されていた。 

４－２ 有効性 

本プロジェクトの有効性は「高い」と判断される。 

 ４－２－１ プロジェクト目標の達成見込み 

 プロジェクト目標は協力期間内に達成される見込みである。MaWaSU では水道公社の中長

期的視野に基づく事業運営管理の向上をはかるシステムの基盤が造られた。 

 プロジェクト目標 a.は 3 つのパイロット公社で実施されている成果 2 の活動に関連するも

のである。3 つのパイロット水道公社では、正確なデータを用いることで、より実現可能

な中・長期事業計画、年次計画を策定する知識とスキルを習得してきた。協力期間をとお

し、PDCA サイクルを繰り返し経験することで、技術部門の職員は、専門的なデータ収集

の知識とスキルのほか、浄水場施設の維持管理、配給水管網、水質管理、水道メーターの

更新、漏水調査等の無収水削減管理の基礎的な計画策定を行う知識とスキルを磨いてきた。

管理部門の C/P は、顧客対応、予算計画、決算報告の作成、財政収支分析にかかるノウハ

ウを習得している。成果 1 のデータ収集管理活動、及び成果 3 の PI を含むモニタリング

結果の取りまとめに関し、C/P は年々信頼性の高いデータを蓄積することで、報告書の質

の向上にも繋がっている。指標 c.に関し、各分野の C/P は JICA 専門家の指導により、PI

全 23 項目が算出可能となっただけでなく、活動効果と PI 値の関係性について理解を深め

た。 

 他方、指標 d.については、「水道事業計画技術ガイドライン」の承認プロセスが完了すれ

                                                        
32 出所：「ラオス民主共和国水道公社事業管理能力向上プロジェクト詳細計画策定調査報告書」（JICA、2012 年） 
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ば、完全に達成されることが期待されている。指標 e.に関しては、全国展開に関連するも

のであるが、進行中の現候補ポスト MaWaSU システムの施行を経て、研修計画が策定さ

れ承認されれば完全に達成される見込みである。 

 プロジェクト目標を達成するための促進要因には、3－5－3(1)で述べたとおり、新たなニ

ーズや優先度の変化に応じ、活動を PO に追加するといった柔軟な対応がとられたことが

挙げられる。このほか、実務研修（On-the-Job Training：OJT）や勉強会などの参加型アプ

ローチにより、パイロット水道公社の C/P が自信を得つつ、主体性が確保されたことも、

貢献要因のひとつである。具体的には、専門家の経験に基づく OJT による取組みをとおし、

C/P が日々の仕事を積み重ね達成感を得ることができたことで、C/P 個人の能力強化に繋

がっただけでなく、C/P が中心となり職員が協働で事業運営管理の改善に取り組むといっ

た組織的な仕組みづくりが促進された。加えて、専門家の指導の下、C/P が作成した各種

マニュアル、ガイドライン、計画書、報告書等の成果品を活用することで事業管理能力が

強化され、体制整備を促進する要素となった。 

 他方、パイロット水道公社ではアクセス可能な資金調達方法が限られており、策定した中

長期事業計画を実施するための予算が確保されず、年間計画には全てを盛り込むことがで

きない状況である。 

 ４－２－２ プロジェクト目標と成果の因果関係 

 プロジェクト目標と成果の因果関係に問題は見られない。全ての成果は全国の水道公社の

事業運営管理の強化に繋がっている。 

４－３ 効率性 

本プロジェクトの効率性は「中程度」と判断される。 

 ４－３－１ 各成果の達成状況 

 第 3 章の「3-2 活動実績」の項で述べたとおり、成果 1、成果 2、成果 4 は概ね達成され

ている。成果 3 は協力期間内に全ての指標が達成されることが期待される。他方、多くの

残りの指標は成果品（ガイドライン、マニュアル等）の決裁プロセスを要するものである

事に留意する必要がある。加えて、水道局の C/Pが取り組んでいるガバナンス活動のうち、

水道事業統計年報、水道事業戦略、PPP ガイドライン策定準備、ラオス水道協会の準備な

ど残された活動もある。成果 5 については、ポスト MaWaSU システムの施行結果に基づ

き、協力期間中に研修計画が策定されることで達成される見込みである。 

 プロジェクト目標達成への促進要因としては主に以下の 4 つが挙げられる。(1)日本の自治

体から派遣された JICA 専門家による質の高い技術協力、(2)長年にわたって構築された C/P

と JICA 専門家の良好な関係性、(3)分科会のメカニズム、(4)他プロジェクトやスキーム、

及び日本の自治体との連携。第一に、長期に亘っての水道事業体での勤務経験を有する

JICA 専門家により作成された質の高い研修内容は C/P の日常業務における専門性を向上

する上で貢献した。第二に、過去の協力をとおし構築されてきた C/P 機関と JICA 専門家

チーム間の良好な関係性は円滑な活動実施に繋がった。第三は、分科会活動に関しては、
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3 つのパイロット水道公社と水道局の C/P が各専門分野の分科会へ参加したことで、組織

間の競争心が芽生え、同時に相互支援が活性化した。その結果、多くの成果品が協働で策

定された。最後に、他の JICA プロジェクト、及び日本の自治体との連携は、研修やセミ

ナー活動の効率的な計画と実施に貢献した。 

 阻害要因としては、2015 年 12 月以降、公共事業運輸省の組織改編プロセスにより活動計

画が遅れたことが挙げられる。 

 ４－３－２ 活動と成果の因果関係 

 実施された活動は、計画どおりに成果を産出していることから、活動から成果にかけての

ロジックに問題はみられない。 

 ４－３－３ 投入の適切性 

  (1) 専門家の投入 

 日本側の専門家の投入は適切に実施されたが、当初計画よりも増加したことから効率

性に影響を与えた。なお、中間レビュー以降、専門家の数、派遣時期、専門分野はい

ずれも適切であった。更に、水道セクター、及びラオスでの経験が豊富な長期専門家

の配置により、C/P の水道事業に対する意識の向上を促すことができた。長期専門家

は C/P に対し、継続的に指導や OJT 活動を提供することができた。加えて、現地スタ

ッフは通訳の役割も果たし、C/P と日本人専門家のコミュニケーションに大きく貢献

した。 

  (2) 施設・機材 

 日本側はパイロット 3 公社において、各種調査、研修活動を実施する上で必要となる

資機材を調達した。また、JICA 専門家の技術移転を行う上で供与機材の投入は増加し

た。 

 ラオス側は公共事業運輸省、パイロット 3 公社は JICA 専門家チームの執務室、活動

に必要な会議室を提供し、円滑なコミュニケーションに貢献した。 

  (3) 本邦研修 

 C/P 研修のプログラム内容、研修機関、研修参加者数は適切であった。このほか、C/P

の特定の技術面の知見や経験を深めるとともに、水道事業運営管理に係る視野を広げ

ることを目的に、課題別研修や日本や周辺国で開催された国際会議などへ C/P を派遣

している。既存の機会を活用したことは効率性の面でプラスの要素である。 

  (4) カウンターパート配置 

 ラオス側は十分な人数の C/P を配置した。過去の案件をとおし、多くの職員は日本人

専門家による技術協力を受けた経験を有しており、本邦研修への参加経験者も多い。

これらの人材に蓄積された知見は、プロジェクトの実施プロセス面で正の影響をもた

らしたといえる。他方、2015 年の公共事業運輸省の組織改編プロセスの遅延の影響を

受け、水道局の C/P による MaWaSU 活動への参加時間は不十分であったことが示唆
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される。 

  (5) 現地業務費 

 「3－1－1 日本側の投入」、及び「3－1－2 ラオス側の投入」で述べたとおり、ラオ

ス側、並びに日本側は現地業務費を拠出してきた。日本側の投入は、中間レビューの

提言に従い、活動も追加されたことで投入量が増え、全般的に当初計画よりも増加し

た。 

４－４ インパクト 

本プロジェクトのインパクトは「やや高い」と判断される。既にいくつかの正の波及効果が発

現している。 

 ４－４－１ 上位目標の達成見込み 

 C/P 組織の強いコミットメントが維持される限り、2020 年末までに、持続的かつ安定的な

水道セクターを開発するためのシステムは、ある程度強化されると見込まれる。しかし、

「3－4 上位目標の達成見込み」の項で述べたとおり、上位目標指標のひとつである中長

期事業計画の策定にかかる指標は挑戦的な内容である。パイロット水道公社の C/P による

技術指導に従い、その他すべての水道公社において、MaWaSU 活動を自助努力（予算措置

含め）で実施していくというコミットメントが不可欠である。また、「水道事業計画技術

ガイドライン」が全国 18 都県の水道公社により国の基準として認識されることが条件と

なる。他方、もう一つの上位目標指標に関し、各パイロット水道公社における、PI 実績値

の 2012 年からの改善傾向が本調査時点で確認されている。従って、パイロット水道公社

が PI にかかる同指標（23 項目中 11 項目が改善する）を 2020 年末までに達成する可能性

は十分ある。 

 ４－４－２ プロジェクト目標と上位目標の因果関係 

 上位目標達成に影響し得る外部条件として、水道セクターの投資を促進するラオス国の戦

略が維持されることが挙げられる。JICA 専門家によると、長期で低利な融資制度の導入、

PPP ガイドラインの導入、全国展開を促進する水道協会の設立などが適正に行われないこ

とがマネジメント・リスクに繋り得るとの見解が示されている。 

 ４－４－３ 波及効果 

 本プロジェクトの波及効果として、顕著な正のインパクトを示す事例が複数確認された。 

 首都ビエンチャン水道公社の営業担当職員は、プロジェクト活動をとおし、PDCA サ

イクルを意識し、年間事業計画策定時に課題解決案を盛り込んだ。具体的には、お客

様コールセンターの新たなオンラインデータ管理システムを立案し、予算申請・承認

を経て、2016 年 10 月から導入している。 

 全国展開活動をとおし、パイロット水道公社の C/P が顧客調査の手法を周辺県水道公

社に指導し、その後、研修を受けた担当者（ビエンチャン県、ウドムサイ県、ボケオ

県）が同手法に基づき、実際に顧客調査を実施するといった波及効果が見られた。 
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 ルアンパバーン水道公社の C/P による指導により、ウドムサイ県水道公社では小学生

の水道に対する啓発活動を目的とした「水道教室」が実施された。 

 カムアン水道公社の C/P により「水道事業ガイドライン」の指導をうけ、チャンパサ

ック県水道公社では、同フォーマットに従った年報を自主的に作成した。 

 ルアンパバーン県公共事業運輸局の水道事業担当官は、プロジェクト活動をとおし、

計画策定能力を強化し、2016 年度に県内の 2 地区（チョンペット郡、パクセン郡）に

おける新たな水道事業開発にかかる企画書と予算申請を中央政府へ提出し、2017 年度

予算の承認を得た。 

 日本側関係者は本プロジェクトへの短期専門家としての職員の派遣やインターン派

遣による相乗効果を確認している。MaWaSU 活動をとおし、ラオス側 C/P と一緒に活

動に取り組むことで、水道事業の国際協力における人材が育成されることとなった。 

 本プロジェクトの実施による負のインパクトは観察されなかった。 

４－５ 持続性 

本プロジェクトの持続性は以下の要因から「中程度」と評価される。 

 ４－５－１ 制度・政策面 

 「4-1-1 ラオスにおける政策との整合性」の項で述べたとおり、政策面では、ラオス政府

は「第 8 次国家社会経済 5 カ年開発計画（2016-2020 年)」、「都市水道供給及び衛生セクタ

ー戦略（2013-2030 年）」において安全な水へのアクセスの向上、都市給水率の向上を重点

課題として位置づけており、政策的な持続性は担保されている。加えて、中央政府、及び

県レベルの C/P により「水道事業戦略（水道ビジョン）」の策定が進められており、事業

展開への指針となることが期待される。また、パイロット水道公社では 2030 年目標に向

け長期計画を更新する作業を進めており、プロジェクト効果の持続性にもプラスの要素と

なっている。 

 ４－５－２ 組織・制度・財政面 

＜組織面＞ 

 組織面での本プロジェクトの持続性に関しては、C/P の MaWaSU に対する主体者意識が醸

成されている上、長期的視野に基づき独立採算制による水道サービスを目指す意向がある

ことから担保されている。 

 水道局は移行段階にあるが、現在取り組んでいる活動の継続により、行政能力が強化

されることが期待される。中間レビューでも指摘があったとおり、セクター・コーデ

ィネーションが不十分な場合、異なる県の水道公社間で混乱が生じる可能性がある。

例えば、モニタリングのための「水道事業ガイドライン」、計画策定のための「水道

事業計画技術ガイドライン」が水道公社により着実に活用されるためには、水道局は

これらのガイドラインを基準化していくことが期待される。 

 パイロット県の公共事業運輸局では、水道セクターへの人員配置が小規模であるもの

の、MaWaSU 活動へ参加し、例えば全国展開活動の実施、水道局と連携した水道事業
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戦略の策定に参画している。これらの取組みは持続性にプラスの要素となっている。 

 3 つのパイロット水道公社は人員配置、意思決定メカニズムともに協力期間終了後も

効果を上げていくための活動を実施するに足る組織能力を有している。また、本プロ

ジェクトで支援してきた活動は C/P にとって日常業務の位置付けであることから主体

者意識は十分に醸成されている。 
 

＜制度・規制管理面＞ 

 制度・規制管理面の持続性は以下のとおり不確定要素が残されている。 

 水道公社の運営上の決定権が限られていることにより、独立採算制により水道事業を

運営管理していくことが困難になっている。例えば、PPP 事業が適切に規制されない

と、水道公社の財政運営に負の影響をもたらすことが懸念される。 

 水道公社の給水区域の設定に関する認識が希薄であり、中・長期の開発計画の策定に

は困難が伴う。 
 

＜財政面＞ 

 財政面の持続性は以下のとおり不確定要素が残されている。 

 水道料金設定が低いことや水道公社への国からの補助金の不足といった課題がある。 

 水道公社の脆弱な経営状況はプロジェクトの持続性を脅かす要素である。パイロット

水道公社の C/P による 3 地域を拠点とした全国展開活動に関しては、県内外へと対象

が広範囲にわたる活動であることから、3 つのパイロット水道公社だけが財政負担を

することは厳しい状況である。水道公社間のコストシェアも検討されているものの予

算措置に課題が残る。 

 各パイロット水道公社により計画策定された中・長期事業の実施にかかる資金調達の

課題も残されており、長期で低利な融資制度導入の必要性が示唆されている。 

 ４－５－３ 技術面 

パイロット水道公社における技術面の持続性はある程度担保されている。 

 パイロット水道公社において PDCA サイクルは 4 巡目を迎え、データ管理、問題分析、事

業計画の策定と更新、モニタリングとレビュー結果の次期計画への反映という一連の作業

は組織内で継続的に受容されていることから、持続性は担保されている。更に、本プロジ

ェクトでは、全国展開の仕組みを構築してきており、パイロット水道公社においては研修

を受け経験を重ねた人材育成され、技術分野のテーマ別の分科会、ガイドラインやマニュ

アルなど、全国展開に不可欠なリソースを開発した（「付属資料 1. 協議議事録 Annex 9」

を参照）。従って、水道公社の運営管理を促進する上での持続性に正の要素となっている。 

 パイロット水道公社のプロジェクトの C/Pは既に各専門分野のトレーナーとして重要な役

割を担っている。しかし、C/P が持続的に質の高い研修を実施していくためには、技術面

の専門性を継続的に向上していく必要がある。また、全国展開活動を継続していくために

は、現在 JICA 専門家が支援しているファシリテーション面を含め、水道局の C/P が主導

的に調整を図っていく必要がある。 
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第５章 結論 

本プロジェクトは水道公社の運営管理能力向上を目指すものであり、期待された成果が上がっ

ており、協力期間中のプロジェクト目標の達成が見込まれる。妥当性についてはラオス、及び日

本の政策との整合性があり、対象グループのニーズに合致することから「高い」と判断される。

有効性はプロジェクト目標の達成度から「高い」と判断される。効率性は、中間レビュー時から

専門家派遣の時期や期間に改善が見られるものの、日本側の投入（専門家、機材）が当初予定よ

りも増えたこと、ラオス側の組織改編と移行プロセスの遅延が活動進捗に影響を与えた。また、

成果品（ガイドライン、マニュアル）の承認プロセスを要するアウトプット指標が残されている

ことから、「中程度」と判断される。インパクトは上位目標の達成がある程度見込まれるものの、

前提条件、及び外部条件に鑑み「やや高い」と判断される。持続性については、水道セクターの

開発政策が維持されていることに加え、本プロジェクトをとおし、パイロット水道公社における

人材が業務に対する当事者意識を高め、組織能力が強化された。加えて、C/P の取組みにより策

定された長期事業計画、中期事業計画、マニュアルやガイドラインなども持続性を担保する要素

である。他方、制度・規制管理面、及び財政面の持続性については水道公社の独立採算制を実現

する権能が付与される環境が整備されておらず、不確実性が残されていることから「中程度」と

判断される。 
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第６章 提言と教訓 

６－１ 提言 

本プロジェクトの効果を高め、プロジェクト目標を確実に達成させるため、また、協力期間終

了後の持続性を担保するために、合同評価調査団は以下の取組みがなされることを提言する。 

＜協力期間内＞ 

  (1) PDM の改訂 

C/P 機関の組織改編等を PDM に反映し、PO も併せて改訂することが望ましい（付属資料

1.「協議議事録 Annex10」）。 

 PDM (第 3 版) 
（2015 年 9 月 24 日） 

PDM (第 4 版) 
（2017 年 3 月 10 日） 

全体 住宅都市計画局 
Department of Housing and Urban Planning 
(DHUP)

水道局 
Department of water supply (DWS)

水道規制室 
Water Supply Regulation Office (WASRO)  

水道規制課 
Water supply regulatory division 
(WSRD)

プロジェクト

目標指標 d 
大臣 
Minister 

水道局 
DWS 

外部条件 本事業を通じて作成支援を行う技術ガイドラ

イン案が公共事業運輸省大臣によって、速やか

に承認される。 
Minister of MPWT approves the Technical 
Guidelines on planning developed by this project 

【削除】 
技術ガイドラインの承認に関し、

プロジェクト目標 d に含まれて

いることから、外部条件としての

設定は不要。 
 

  (2) 成果品の承認プロセスの促進 

水道局はプロジェクトで策定された成果品の決裁プロセスを合意した期限に従い、速や

かに行うことが求められる（「付属資料 1. 協議議事録 Annex 11」参照）。協力期間中に承認

を得ることが求められる成果品は以下のとおり。 

 水道事業計画技術ガイドライン（Water planning technical guidelines） 

 データ管理マニュアル（Data management manual） 

 水道事業ガイドライン（Water supply guidelines） 

 普及計画（Dissemination Plan） 

  (3) 水道局水道事業規制課による「水道事業年報」策定の促進 

水道局水道規制課は「水道事業年報」を策定し、協力期間終了までに各水道公社がフィ

ードバックを受け、事業計画の更新に反映できるよう速やかに対応することが望ましい。 

  (4) 行政強化に係る活動の実施 

年間実施計画に基づき、以下の成果品が取り纏められることが求められる。 
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 水道事業戦略（水道局）（Water supply strategy） 

 県水道事業戦略（県公共事業運輸局）（Provincial water supply strategy） 

 PPP 現状分析（水道局）（Analysis of current situation of PPP） 

 ラオス水道協会設立準備資料（水道局）（Preparatioin documents for Lao Water Woarks 

Association） 

 水道事業統計年報（水道局）（Water supply statistics yearbook） 

  (5) 水道局による水道セクター・コーディネーションの活性化 

水道局はドナー、地方行政機関、水道公社間のコーディネーションを強化していくこと

が望ましい。特に、モニタリングのための「水道事業ガイドライン」、計画策定のための「水

道事業計画技術ガイドライン」を国のガイドラインとして導入していく上でも、水道局が

MaWaSU 活動の促進を図るための調整を強化していくことが求めらる。 

  (6) パイロット水道公社による水質管理体制の強化にかかる詳細計画の設計 

水質の改善と管理の必要性から、パイロット水道公社の C/P（分科会 1）は水質管理体制

をどう強化するか議論してきた。パイロット水道公社は、更に検討をすすめ、資金調達を戦

略的に行えるよう構想を具体化することが望ましい。 

  (7) MaWaSU 活動にかかる予算の確保 

パイロット水道公社（分科会 3）と他県の水道公社はポスト MaWaSU の展開活動の持続

性を高めるためにも、予算（旅費、ワークショップ、セミナー開催費用等）の確保を目指し、

予算計画を作成することが望まれる。 

＜協力期間終了後＞ 

  (1) 水道公社における財政収支見通しの適正化 

パイロット水道公社、及びその他水道公社は、財政収支見通しを適正に行い、資金調達

需要を的確に見極めるためにもコスト計算の精度を上げていくことが望ましい。これにより

財務の説明責任が担保され、資金調達能力の向上にも繋がる。 

  (2) 開発計画の資金調達の促進 

各パイロット水道公社が策定した計画の実施のため、公共事業運輸省、及び各水道公社

は水道料金の値上だけでなく、国家予算、及び県予算、ドナー支援、PPP の活用等から必要

財源の確保を戦略的に促進することが求められる。また、水道公社がアクセスできる長期で

低利の融資システム導入にかかる法整備の検討がなされることが不可欠である。 

  (3) 水道事業分野の PPP にかかる制度枠組みの構築 

水道事業分野の PPP 推進にあたっては、水道局が進めている問題分析を行い、水道局と

関連省庁により水道事業 PPP 規制ガイドラインが整備されることが望ましい。 

  (4) 設立予定のラオス水道協会の仕組みに係る検討 

国レベルで水道事業にかかわる人材の底上げを図り、また、健全な水道事業運営を実現

するために、水道局の C/Ps が主体となりラオス水道協会の設立にかかる検討が進められて

いる。具体的に求められる役割は、各種基準（施設基準など）、技術導入ガイドラインの立
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案と整備、人材育成事業の運営管理などである。水道局は県公共事業運輸局、及び水道公社

を含む関係者間と調整しながら、水道協会の機能に係る計画策定を継続することが期待され

る。 

  (5) 公共事業運輸省による水道施設の建設に係る公認業者制度の導入の検討 

給水施設の建設工事の品質管理を徹底するために、民間事業の活用にあたっては、公認

業者制度の導入が公共事業運輸省において検討されることが望ましい。JICA は日本の公認

業者制度、外部業者へ建設業務を委託する際に求められる業者の条件に関する情報提供を行

う。 

  (6) 財政運営の健全化を図るための県行政機関と水道公社の役割の検討 

施設整備計画と資金調達、PPP 推進を含む現行の県公共事業運輸局の役割を水道公社に移

行することが望ましいと思料される。 

施設維持管理を管轄する水道事業体が、長期財政計画に基づき整備コストを回収してい

くことが健全な水道事業のあるべき姿である。現状では県行政機関が建設事業を行い、完成

後、水道公社が維持管理業務を行う役割となっており財政運営が分断されている。 

現在、県内での水道事業に関し、民間企業とのコンセッション契約を行う権限を有して

いるのは県知事である。しかし、水道公社の財政運営の持続性を守るための PPP 導入ガイ

ドラインが十分に整備されていないなか、関連行政機関は民間企業を適切にコントロールで

きないといった課題が発生している。水道公社が独立した権限を確保するためにも、県行政

機関は水道事業を水道公社に一本化することが望ましいと考えられる。従って、C/P 機関は、

長期的な財政運営計画に基づき、行政機関と水道公社の役割を再考することが望まれる。水

道局のコーディネーションにより関係者間で更なる協議がなされることが求められる。 

  (7) 水道事業体の許認可制度の検討 

水道局は公共、民間、PPP によるサービスプロバイダーの許認可制度を開発、導入するこ

とが求められる。適切な許認可制度がないために、水道事業者による給水区域が明確化され

ていないばかりか、現実的な拡張計画を形成することが困難になっている。 

  (8) 事業計画の実施、MaWaSU 全国展開活動にかかる JICA スキームによる支援の検討 

中間レビュー時に提言されたとおり、水道公社による長期事業計画の実施のために、JICA

は様々なスキームの適用を検討することが望まれる（技術協力、無償資金協力、有償資金協

力等）。 

６－２ 教訓 

  (1) C/P の主体性を確保するプロジェクトアプローチと持続性の向上 

事業管理能力の改善を、プロジェクトではなく日常業務として位置づけ、長期的な水道

のミッションについて C/P と共有した上で足元の計画を策定し PDCA サイクルで徐々に改

善を図ってきた。チーフアドバイザーを中心に、自治体から派遣された専門家が水道事業者

としての心構えを丁寧に説き、長期的なビジョンを共有することの重要性を説き、C/P の主
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体者意識を醸成するといった非常に地道な活動を展開したことで、組織内で取組みが波及、

定着し、効果の持続性が担保されることとなった。 

  (2) 本邦研修への参加による意識変容と円滑なプロジェクト運営 

ラオス水道分野における日本の自治体の長年の協力により、C/P 機関の幹部の多くは本邦

研修など日本で水道事業を学んだ経験があり、また信頼関係が構築されてきた。これにより

プロジェクト運営の円滑化に繋がった。また、専門家が派遣されている各自治体が受入れ機

関となり、毎年、本邦研修を実施しており、プロジェクトに派遣された短期専門家による

C/P への効果的なフォローアップが可能となった。 
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第７章 所感 

（総括：田村） 

終了時評価の実施にあたり、能動的な取り組みにより水道事業運営の改善に取り組む水道事業

体側と、健全な水道事業運営のための環境整備を遅々として進めることのできない国、県側の二

者間の認識・取り組みの差がよく理解できた。 

終了時評価関連の協議の中では水道事業体側の発言機会は少なかったものの、自分たちが計画

に基づき事業運営を行っていこうとする姿勢や意欲、主体性は十分に感じることができた。C/P

をこの状況まで導くには、多大なエネルギーと時間を使って C/P と対話を重ねてきたものと思わ

れ、専門家・関係者各位に感謝と敬意を表したい。 

他方で、国側が主導で進めるべき活動や各種ガイドライン類の承認に向けての準備作業の進捗

は芳しくないことが明らかになっており、このこともあり「効率性」の評価を「中程度」として

いる。終了時評価によって DWS の認識が改められたとの専門家評はあるものの、残る 5 カ月間、

国側への働きかけを確実に行っていく必要があると考える。本プロジェクトでは以下のとおり多

数のガイドライン等の整備を行う予定としているが、全ての事項の達成は現実的には困難である

可能性がある。 

List of MaWaSU products（★：策定中、承認予定など特にフォローが必要なもの。10/17 件） 

No. Items To be approved by 
Relevant Outputs & 
Indicators on PDM 

Production year 

Output 1: Data Management 

★1 Data Management Manual** DG/DWS Output 1-c 
2013 (1st version) 
2015.01 (updated)  
Time of Approval:4/28

2 Water Supply Annual Report NP Project Purpose-b 
2012, 2013, 2014 
(Issued annually since 
2012) 

Output 2: Long-term, Mid-term, Annual Plan and Financial statement 

3 
Customer questionnaire 
implementation manual 

NP Output 2* 
2013-2015 (Issued 
annually since 2013) 

4 
Waterworks education class 
implementation manual 

NP Output 2* 
2014, 2015 (Issued 
annually since 2014) 

5 Long-term Plan**  NP Output 2-a 
2013 (1st version) 
updated since then 

6 Mid-term Financial Plan** NP Output 2-b 2013 

7 
Annual Plan and Financial 
statement 

NP Output 2-c 2015, 2016  

Output 3: New Monitoring System 

★8 Water Supply Guidelines** DG/DWS Output 3 
2013.12 
Time of Approval:5/26 

9 Water Supply Guidelines Report NP & DG/DWS 
Project Purpose-b and 
Output 3 

2014, 2015 (Issued 
annually since 2014) 

★10 Water Supply Strategy (Vision) DG/DWS Output 3* 2017 (Planned) 

★11 
Provincial Water Supply Strategy 
(Vision) 

Each Board of Directors Output 3* 2017 (Planned)  
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★12 
Current situation of PPP in Lao 
PDR 

DG/DWS Output 3* 2017 (Planned) 

★13 
Preparation document for Lao 
Water Works Association 

DG/DWS Output 3* 2017 (Planned)  

★14 Water Supply Statistics Yearbook DG/DWS Output 3* 2017 (Planned) 

Output 4: Water Supply Planning Technical Guidelines 

★15 
Water Supply Planning 
Technical Guidelines** 

DG/DWS of MPWT 
Project Purpose-d, 
Output 2-d, Output 4-a 

2017 (planned)(6/12) 

Output 5: National Dissemination 

★16 Dissemination Plan** DG/DWS Output 5-c 2017 (Planned) (7/7) 

★17 Training Implementation Plan NP Project Purpose-e 2017 (Planned) 

*Additional products produced through MaWaSU. 
**The products require the approval according to the indicators of PDM as in Annex11. 
 

終了時評価では、プロジェクト目標は「達成できる見込み」、上位目標を「MaWaSU 活動が継

続されれば達成が見込まれる」との評価結果にしているが、いずれも予断を許さないものである

と思う。 

特に、上位目標の指標の一つが「2020 年末までに、全ての水道公社にて長期 (2021-2030)・中

期 (2021-2023) の事業計画が、プロジェクトで作成した技術ガイドラインやマニュアルを基に策

定/承認される。」とある。全国展開活動は行われてはいるものの、パイロット 3 公社の他に現時

点で実際に計画策定に着手している公社数は不明であり、プロジェクト終了後の展開活動に関す

る予算措置の可能性も不透明である。 

現在の技術協力プロジェクトでは、会議、研修に関する予算措置は全てプロジェクトにより負

担されており、プロジェクト残り期間中にいかにラオス側に予算措置を促していくかが、持続性

確保の鍵を握っていると言っても過言ではない。3 公社にいくら意欲があっても、活動を可能に

する予算がなければ上位目標の達成は現実的ではない。 

しかしながら、ラオスの現状を見ると、ラオス側のみで十分な予算措置が可能とは思えず、JICA

側で何らかの方策を考える必要はあると思われるが、まずは専門家チームの積極的な働きかけに

期待したい。 

また、本終了時評価では、「持続性」につい

ても「中程度」としている。 

社会・制度のレベル、組織のレベルとも、

財務面での評価が低く、また、社会・制度の

レベルにおいては、規制・監督の枠組みが弱

いことも指摘している。 

特に、水道局（DWS）においては、2015

年 12 月以降、業務分掌が明確に定まっていな

い他、業務遂行力や主体性の欠如は深刻であ

り、一朝一夕での改善は困難と考えた方がよ

い。 



 

－38－ 

中間レビュー時の 10 の提言の中の「事業計画実現のための財源の確保」、「活動普及に向けた

他ドナーとの調整」、「PPP ガイドラインの策定」、 

「民間セクターの活用、能力強化の検討」についても、この 2 年間で十分な進捗があったとは

言えなかった。 

国の行政能力の不足のため、制度面

で支援を行ったとしても成果を出すこ

とは難しいが、PPP の状況を見ると、

ラオスの水道セクターは更に危機的な

状況になると思われるため、行政面で

の支援の継続も必要と思われる。行政

面の支援については、より制度改革に

直接的な関与を増やすなど、これまで

と異なるアプローチも検討しつつ、新

たな協力方法を探りたいと考えている。 

水道セクターの改善に向けては、行

政面の支援を継続しつつも、実際には

強い水道公社を作っていくしかないと思われるため、3 公社に限らず全国レベルでの視野を持ち、

他の模範となりうるような優良な水道公社を育て、セクター全体での底上げを図るような枠組み

を強化できないかと考えている。 

例えば、財政支援無償やプロジェクト無償との連携強化により、策定した計画を実現可能とす

るような仕組みを形成し、継続的に計画立案を行うインセンティブを持たせることも一法ではな

いかと思われ、具体的な検討を勧めていきたい。 

以上 
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（事業経営：讃良） 

今回の終了時評価では、ラオスの水道セクターが多くの課題を抱えていることを再確認できた。

課題の多くは、現場で水道事業を運営する水道公社側にあるのではなく、DWS を中心とする水道

行政側にあり、そのことが水道セクターのガバナンスの脆弱性につながっている。今後、MaWaSu

の取り組みを生かしていくためには、行政面の抜本的な改革が必要である。 

MaWaSu プロジェクトは、水道公社の事業運営能力向上プロジェクトである。その活動は多岐

にわたっているが、最終的な到達点は、「水道公社が、中長期的視野に立ち、独立採算性に基づ

く事業運営を行えるようになる。」ことである。すなわち、水道公社が、中長期計画を策定し、

その計画に基づき「施設の建設と運転維持管理」を行い、発生する費用を料金で回収することで、

自立的に水道事業を回していくことができるようになるということである。 

終了時評価では、少なくとも３つのパイロット水道公社（ビエンチャン、ルアンパバーン、カ

ムアン）に関しては、MaWaSu が目指す事業運営能力を、完全とは言わないまでも、相当程度身

に着けたことが明らかになった。加えて、将来そうした事業運営を実現したいという「意欲」を、

3 公社とも強く持っていることが感じられた。このように、MaWaSu の活動を通じて現場の意識

は目に見えて進化している一方、DWS を中心とする行政側の意識改革はほとんど進んでいないの

が実状である。いや、進んでないというよりは、後述するように、行政側の意識は MaWaSu と違

う方向（民間資金の導入）に向いているように思われる。 

MaWaSu が目指す事業運営能力を、水道公社が身に着けたからといって、ただちにそうした事

業運営を実践に移すことができるわけではない。水道公社を取り巻く水道セクターの現在の環境

が大きな障害となるからである。以下に代表的なものを 3 つ示す。 

  (1) 水道事業が認可制になっておらず、全ての水道事業者（公営、民営、PPP）の給水区域

を国が一元的に管理することができていない ⇒ 水道公社の給水区域が確定せず、

精度の高い中長期計画を策定することができない。このことは、民間企業による水道公

社の水道事業への浸食を許す原因にもなっている。民間企業は、投資効率の高い都市部

の水道事業への参入を狙っており、既に都市部で水道事業を営む水道公社の給水区域が

不明確であることが、民間企業に付け入る隙を与えている。 
 

  (2) 水道公社に対する長期・低利の資金の供給先が存在しない ⇒ 長期・低利の資金を

調達して施設整備を行い、長期間にわたって受益者から徴収する料金で、調達した資金

の元利償還費用を賄っていくというのが、水道事業運営の原理原則である。しかし、ラ

オスにはこのような長期・低利の資金の供給先が存在していない。このため、水道公社

がいくら費用対効果の大きい整備計画を策定したとしても、それを実施するための資金

を調達できないのが現状である。資金調達ができないため、拡大する都市部の水需要に

施設整備が追い付かず、結果として民間企業による都市部水道事業への浸食を許す原因

になっている。 
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  (3) 水道公社の事業運営にかかる自治権（Operational Autonomy）が、著しく制限されて

いる ⇒ 施設整備の計画や実施は、県主導で行われており、水道公社は完成施設の運

転維持管理だけを担当している。MaWaSu が目指す事業運営のあり方とは大きく違って

いる。水道公社の英語名は、「Water Supply State Enterprise」となっているが、その実態

は県の一部局に過ぎず、国（State）の機関ではない。公社の最高意思決定機関である理

事会は、理事長を含め、多くのメンバーが県出身者で占められている。民間企業の水道

事業参入は、県知事主導で決定され、公社は決定を受け入れざるを得ない状況に置かれ

ている。料金改定についても、最終的に県知事の承認を必要とするため、必要性よりも、

政策的な判断から改訂が見送られている。 
 

MaWaSu の取り組みを将来に生かしていくためには、こうした障害を取り除いていくことが課

題となるが、どれ一つをとっても重い課題であり、改善には多大な時間と労力を要することが予

想される。しかし、あまり時間をかけすぎると、その間に水道公社が民間企業に飲み込まれてし

まう危険性がある。既に一部の都市でそのような事態が発生している。 

ラオスの給水普及率は、いまだに 20%程度と低い状態にある。今後、SDGs の目標達成に向け

て普及拡大が急務となるが、ラオス政府にはそのための資金が不足しており、民間資金に頼らざ

るを得ない状況にある。こうした背景から、ラオスの現在の水道行政は、MaWaSu が目指す水道

公社の自立的な事業運営に対する支援に知恵を絞るというよりは、如何にして水道事業に民間投

資を呼び込むかに腐心しているように見受けられる。 

SDGs の目標達成は、水道公社の事業管理能力向上だけでは間に合わないことは確かであり、

民間企業の水道事業への参入は避けて通れないものと思われるが、参入は無秩序ではなく、政府

による一定のコントロール下で行われるべきである。その際重要になることは、民間企業の参入

が、水道公社の財務基盤の脆弱化につながらないように注意することである。 

ラオスの水道セクターが抱える様々な課題の根源にあるのは、設備投資に回す資金が不足して

いるという問題である。水道公社が MaWaSu の取り組みを生かして自立的な事業運営をしていく

ためには、長期・低利の資金調達が不可欠である。資金調達の問題が解決すれば、多くの水道公

社は民間資金に頼ることなく、自力で設備投資を行って普及率を拡大していくことができるもの

と思われる。そして、そのことがラオスの水道セクターに新しい展望を開くことが期待される。 

 

以上 
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周

知
さ

れ
、

認
識

さ
れ

る

こ
と

が
前

提
条

件
で

あ
る

。
 

 
他

方
、

各
公

社
に

お
け

る
全

技
術

分
野

の
計

画
策

定
に

必
要

な
デ

ー
タ

の
整

備
状

況
、

専
門

知
識

・
分

析
能

力
（

水

需
要

予
測

、
管

網
解

析
、

財
務

分
析

等
）

の
レ

ベ
ル

な
ど

に
よ

っ
て

も
、

今
後

の
策

定
進

捗
が

左
右

さ
れ

る
こ

と
か

ら
、

パ
イ

ロ
ッ

ト
3
公

社
以

外
の

1
5
公

社
そ

れ
ぞ

れ
が

、
同

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

に
沿

っ
て

中
長

期
計

画
を

完
成

さ
せ

、

承
認

プ
ロ

セ
ス

の
完

了
に

至
る

ま
で

に
要

す
る

期
間

も
各

公
社

に
よ

っ
て

異
な

る
こ

と
が

推
察

さ
れ

る
。

 

 
本

調
査

時
点

で
は

、
中

長
期

事
業

計
画

策
定

に
か

か
る

ポ
ス

ト
M
aW
a
S
U
活

動
に

関
し

、
C
/
P
機

関
に

よ
る

今
年

度
、

及
び

来
年

度
の

予
算

は
ま

だ
確

保
さ

れ
て

い
な

い
 

指
標

b
.
 
2
0
2
0
年

末
ま

で
に

、
パ

イ
ロ

ッ
ト

水

道
公

社
に

て
業

務
指

標
（

P
I
）

2
3
項

目
の

う
ち

1
1
項

目
が

20
1
2
年

と
比

べ
て

改
善

さ
れ

る
。

 
2
0
1
2
年

と
20
1
5
年

（
又

は
2
0
1
6
年

）
の

P
I
実

績
値

比
較

で
は

、
以

下
の

と
お

り
3
つ

の
パ

イ
ロ

ッ
ト

水
道

公
社

に
お

い
て

改
善

傾
向

に
あ

る
。

ま
た

、
各

パ
イ

ロ
ッ

ト
水

道
公

社
は

「
長

期
事

業
計

画
20
1
4-
2
0
2
0
年

」
に

お
い

て
、
2
0
2
0
年

の
達

成
目

標
を

設
定

し
て

お
り

、
2
02
0
年

末
ま

で
に

パ
イ

ロ
ッ

ト
水

道
公

社
に

て
業

務
指

標
（

PI
）

2
3

項
目

の
う

ち
1
1
項
目

が
20
1
2
年

と
比

べ
て

改
善

さ
れ

る
と

見
込

ま
れ

る
。

い
く

つ
か

の
P
I
は

2
0
1
2
年

時
点

の
デ

ー
タ

が
な

い
こ

と
か

ら
比

較
不

可
。

 

【
首

都
ビ

エ
ン

チ
ャ

ン
水

道
公

社
】

：
1
2
項

目
が

向
上

（
2
01
2
年

と
2
01
5
年

比
較

、
5
P
I
の

み
2
0
1
6
年

比
較

）
。

 

【
ル

ア
ン

パ
バ

ー
ン

県
水

道
公

社
】

：
1
2
項

目
が

向
上

（
2
0
1
2
年

と
2
0
1
6
年

比
較

）
。

 

【
カ

ム
ア

ン
県

水
道

公
社

】
：

9
項

目
が

向
上

（
2
0
1
2
年

と
20
1
5
年

比
較

、
5
P
I
の

み
2
0
1
6
年

比
較

）
）

。
 

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

目
標
の

達
成

度
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
期

間
終

了
ま

で
に

達
成

さ
れ

る
見

込
み

が
あ

る
か

。
 

「
ラ

オ
ス

国
に

お
い

て
、

水
道

公
社

の
中

長
期

的
視

野
に

基
づ

く
事

業
管

理
能

力
を

強
化

す
る

体
制

が
整

備
さ

れ
る

。
」

 

指
標

a
.
 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
終

了
ま
で
に

、
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
作

成
し

た
技

術
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
や

マ
ニ

ュ
ア

ル
を

基
に

、
パ

イ
ロ

ッ
ト

水
道

公
社

が
長

期
・

中
期

事
業

計
画

を
策

定
・

更
新

し
、

ま
た

行
動

計
画

と
予

算
計

画
か

ら
な

る
年

次
計

画
に

基
づ

い
て

決
算

報
告

を
す

る
能

力
を

習
得

す
る

。
 

 
本

調
査

中
の

質
問

票
回

答
に

よ
る

と
、

パ
イ

ロ
ッ

ト
公

社
の

長
期

・
中

期
事

業
計

画
、

及
び

年
次

計
画

と
決

算
報

告

を
策

定
す

る
た

め
の

能
力

の
習

得
度

に
関

し
、

管
理

部
門

、
及

び
技

術
部

門
の

C/
P
（

回
答

者
数

2
8
人

）
は

7
9
％

が

「
大

変
高

い
」

、
又

は
「

高
い

」
と

回
答

。
2
1
％

が
「

課
題

は
残

る
が

概
ね

高
い

」
と

回
答

し
て

い
る

。
 

 
水

道
局
、

県
公
共
事

業
運
輸

局
、
水
道

局
の
幹

部
職
員
（

回
答
者

数
1
7
人
）

は
8
8
％
が
「

高
い

」
と
回

答
。

6
％
が

「
課

題
は

残
る

が
概

ね
高

い
」

と
回

答
し

て
い

る
。

 

 
更

に
、

長
期

計
画

は
当

初
2
0
2
0
年

目
標

に
基

づ
き

策
定

さ
れ

て
い

る
が

、
2
0
3
0
年

目
標

へ
更

新
す

る
取

り
組

み
が

な
さ

れ
て

い
る

。
 

指
標

b
.
 
パ

イ
ロ
ッ

ト
水
道

公
社
は
、

水
道
事

業
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
に

基
づ

い
て

、
毎

年
年

度
報

告
を

取
り

ま
と

め
る

。
 

 
3
つ

の
パ

イ
ロ

ッ
ト

水
道

公
社

は
、

水
道

事
業

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

に
基

づ
い

て
、

毎
年

、
報

告
書

を
策

定
し

て
い

る
。

更
に

、
報

告
書

の
精

度
も

向
上

し
て

い
る

こ
と

が
JI
C
A
専

門
家

に
よ

り
確

認
さ

れ
て

い
る

。
 

指
標

c
.
 
2
0
1
6
年

末
ま

で
に

、
パ

イ
ロ

ッ
ト

水

道
公

社
に

お
い

て
、

特
定

の
5
P
I
 
の

内
4
項

目

以
上

が
、

2
0
1
2
年

に
比

べ
て

改
善

さ
れ

る
。

 

 
2
0
1
2
年

実
績

と
2
01
6
年

実
績

比
較

に
よ

る
、

3
つ

の
パ

イ
ロ

ッ
ト

水
道

公
社

に
お

け
る

P
I
の
向

上
状

況
は

以
下

の

と
お

り
。

J
IC
A
専

門
家

に
よ

る
と

、
デ

ー
タ

の
信

頼
性

は
2
0
1
2
年

以
降

向
上

し
て

い
る

。
 

P
I 

3
0
0
1 

3
0
0
2 

3
0
0
4 

3
0
0
5 

3
0
0
8 

請
求

書
発

行
件

数
 

未
収

率
 

苦
情

割
合

 
苦

情
解

決
割

合
 

総
収

益
率

 

首
都

ビ
エ

ン
チ

ャ
ン

水

道
公

社
 

×
 

○
 

×
 

×
 

○
 

ル
ア

ン
パ

バ
ー

ン
県

水

道
公

社
 

○
 

○
 

×
 

○
 

×
 

カ
ム

ア
ン

県
 

水
道

公
社

 

○
 

×
 

―
 

×
 

×
 

A2-1

付属資料2



 

指
標

d
.
 
水

道
事
業

計
画
技

術
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン

が
公

共
事

業
運

輸
大

臣
に

承
認

さ
れ

る
。

 

 
成

果
4
に

お
い

て
「

技
術

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

委
員

会
」

に
よ

る
最

終
委

員
会

が
2
0
1
7
年

3
月

3
日

に
開

催
さ

れ
、

「
水

道
事

業
計

画
技

術
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
」

の
最

終
化

作
業

が
行

わ
れ

た
。

 

 
水

道
局
内

の
決
済
プ

ロ
セ
ス

を
経
て
（

水
道
局

長
、
副
局

長
が
統

括
す
る
水

道
局

の
6
課
に
よ

る
審
議

）
、

2
0
1
7
年

6
月

1
2
日

ま
で

に
局

長
の

承
認

を
得

る
予

定
。

 

指
標

e
.
 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
終

了
時
ま
で

に
、
各

パ
イ

ロ
ッ

ト
水

道
公

社
に

て
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
以

降
も

継
続

的
に

他
の

水
道

公
社

に
事

業
計

画
作

成
の

た
め

の
研

修
コ

ー
ス

を
実

施
し

て
い

く
た

め
の

実
施

計
画

が
策

定
さ

れ
る

。
 

 
全

国
展

開
シ

ス
テ

ム
の

構
築

計
画

に
関

し
、

分
科

会
機

能
を

活
用

す
る

「
ポ

ス
ト

M
aW
a
S
U
シ

ス
テ

ム
」

を
策

定
し

た
。

（
各

パ
イ

ロ
ッ

ト
水

道
公

社
活

動
単

体
で

は
な

く
）

、
分

科
会

が
チ

ナ
イ

モ
研

修
セ

ン
タ

ー
の

ブ
ラ

ン
チ

と
し

て
機

能
す

る
こ

と
が

期
待

さ
れ

て
い

る
。

2
0
1
7
年

時
点

で
、

J
I
C
A
専

門
家

の
技

術
指

導
を

受
け

た
C/
P
に

よ
り

、
他

の
水

道
公

社
を

対
象

と
し

た
研

修
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

や
O
J
T
活

動
が

実
施

さ
れ

て
い

る
。

 

 
同

シ
ス

テ
ム

の
評

価
、

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
を

経
て

、
今

後
、

具
体

的
な

実
施

計
画

が
策

定
さ

れ
る

予
定

。
 

成
果
の

達
成

度
 

成
果

1
「
パ

イ
ロ
ッ

ト
水
道

公
社
に
お

い

て
、

長
期

・
中

期
・

短
期

の
事

業
計

画
策

定
に

必
要

な
デ

ー
タ

が
継

続
的

に
利

用
可

能
に

な
る

」
は

達
成

さ
れ

て
い

る
か

。
 

指
標

1a
.
 N

P
-N

L
及

び
NP

-
L
P
で

は
2
0
1
3
年

1
2
月

ま
で

に
、

N
P-
K
H
で

は
2
01
4
年

1
2
月

ま

で
に

、
デ

ー
タ

管
理

改
善

計
画

に
含

ま
れ

て
い

る
必

要
情

報
リ

ス
ト

記
載

の
情

報
が

、
デ

ー
タ

管
理

マ
ニ

ュ
ア

ル
ま

た
は

そ
の

案
に

基
づ

き
取

得
さ

れ
る

。
 

 
各

パ
イ

ロ
ッ

ト
水

道
公

社
に

お
い

て
、「

デ
ー

タ
管

理
マ

ニ
ュ

ア
ル

」
に

基
づ

き
必

要
と

な
る

デ
ー

タ
が

概
ね

収
集

さ

れ
て

い
る

。
中

間
レ

ビ
ュ

ー
時

点
で

は
（

2
0
1
5
年

3
月

）
、
「

断
水

時
間

」、
「

直
接

給
水

率
」

と
い

っ
た

一
部

の
デ

ー

タ
に

つ
い

て
未

収
集

で
あ

っ
た

が
、

2
0
1
5
年

に
は

「
直

接
給

水
率

」
の

デ
ー

タ
が

取
得

さ
れ

、
2
0
1
6
年

に
は

「
断

水

時
間

」
の

デ
ー

タ
が

収
集

さ
れ

て
い

る
。

 

指
標

1
b
.
 
パ

イ
ロ

ッ
ト

水
道

公
社

に
お

い
て

、

デ
ー

タ
管

理
マ

ニ
ュ

ア
ル

ま
た

は
そ

の
案

に
基

づ
き

必
要

情
報

リ
ス

ト
記

載
の

情
報

が
毎

年
取

得
、

蓄
積

さ
れ

る
。

 

 
策

定
さ

れ
た

「
デ

ー
タ

管
理

マ
ニ

ュ
ア

ル
」

に
基

づ
き

、
各

パ
イ

ロ
ッ

ト
水

道
公

社
は

必
要

情
報

リ
ス

ト
記

載
の

情

報
を

毎
年

取
得

、
蓄

積
し

て
い

る
。・

 各
パ

イ
ロ

ッ
ト

水
道

公
社

は
策

定
さ

れ
た

「
デ

ー
タ

管
理

マ
ニ

ュ
ア

ル
」

に

基
づ

き
、

必
要

情
報

リ
ス

ト
記

載
の

情
報

を
毎

年
取

得
、

蓄
積

し
て

い
る

。
 

指
標

1c
.
 2
0
1
6
年

3
月

ま
で

に
、

デ
ー

タ
管

理
マ

ニ
ュ

ア
ル

が
公

共
事

業
運

輸
省

住
宅

都
市

計
画

局
長

に
よ

っ
て

承
認

さ
れ

る
。

 

 
「

デ
ー

タ
管

理
マ

ニ
ュ

ア
ル

」
は

2
0
1
3
年

に
策

定
さ

れ
て

お
り

、
各

パ
イ

ロ
ッ

ト
水

道
公

社
で

の
試

行
を

経
て

、

2
0
1
5
年

に
改

訂
さ

れ
て

い
る

。
水

道
局

内
（

局
長

、
副

局
長

、
全

6
課

）
に

よ
る

審
議

後
、

20
1
7
年

4
月

2
8
日
に

は
水

道
局

局
長

に
よ

り
承

認
さ

れ
る

予
定

。
 

成
果

2
「
パ

イ
ロ
ッ

ト
水
道

公
社
に
お

い

て
、

長
期

・
中

期
・

短
期

事
業

計
画

に
基

づ
い

た
事

業
実

施
管

理
が

、
P
l
a
n
-
D
o
-

C
h
e
ck
-
Ac
t
io
n
 (
PD
C
A
) 
サ

イ
ク

ル
を

用

い
て

行
わ

れ
る

」
は

達
成

さ
れ

て
い

る

か
。
 

指
標

2
a
.
 
パ

イ
ロ

ッ
ト

水
道

公
社

に
お

い
て

、

2
0
1
5
年

1
2
月

ま
で

に
長

期
事

業
計

画
 
(2
0
14
-

2
0
2
0)
 が

作
成

さ
れ

承
認

さ
れ

る
。

 

 
各

パ
イ

ロ
ッ

ト
水

道
公

社
の

技
術

部
門

、
及

び
管

理
部

門
の

C/
P
は

JI
C
A
専

門
家

に
よ

る
技

術
ア

ド
バ

イ
ス

に
従

い
、

「
長

期
事

業
計

画
20
1
4
年

-
2
0
2
0
年

」
を

策
定

し
た

。
異

な
る

部
署

に
所

属
す

る
C/
P
に

よ
り

協
働

で
策

定
さ

れ
た

同
計

画
書

は
2
0
1
5
年

に
各

公
社

局
長

に
よ

り
承

認
さ

れ
た

。
 

 
長

期
事

業
計

画
策

定
に

あ
た

っ
て

は
、

長
期

的
な

需
給

予
測

、
給

水
施

設
の

更
新

・
改

修
、

及
び

長
期

財
政

収
支

見

通
し

を
も

と
に

、
2
0
2
0
年

に
向

け
た

計
画

給
水

区
域

を
設

定
し

て
い

る
。

 

 
長

期
事
業

計
画
は
主

に
以
下

の
と
お
り

構
成
さ

れ
て
い
る

。
「

1
．
安

全
な
水

を
供
給

す
る
水
道

」
（
水

質
管
理
体

制

整
備
、
残

留
塩
素
提

言
地
域

解
消
の
た

め
の
配

水
管
整
備

）
、
「

2
．

安
定
し

て
水
を

供
給
す
る

水
道
」

（
新
設
・

拡

張
事
業
、

既
存
施
設

整
備
、

水
運
用
、

無
収
水

管
理
等
）

、
「

3
．
健

全
な
水

道
事
業

経
営
」
（

人
材
育

成
、
職
員

採

用
、

コ
ー

ル
セ

ン
タ

ー
設

立
・

改
善

、
お

客
様

ア
ン

ケ
ー

ト
、

水
道

教
室

、
ウ

ェ
ブ

サ
イ

ト
整

備
等

）
 

 
2
0
1
6
年

か
ら

は
パ

イ
ロ

ッ
ト

水
道

公
社

は
「

第
2
次

長
期

事
業

計
画

20
3
0
年

」
の

策
定

に
取

り
掛

か
っ

て
い

る
。

 

指
標

2
b
.
 
パ

イ
ロ

ッ
ト

水
道

公
社

に
お

い
て

、

2
0
1
5
年

以
降

、
毎

年
1
2
月

ま
で

に
中

期
事

業

計
画

が
作

成
さ

れ
承

認
さ

れ
る

。
 

 
「

中
期

事
業

計
画

」
（

2
0
1
2
 
年

～
2
0
1
4
 年

、
2
0
1
5
 
年

～
2
0
1
7
 
年

、
2
01
8
 
年

～
2
0
2
0
 
年

）
が

策
定

さ
れ

た
。

2
0
1
6
年

か
ら

は
、

第
2
次

長
期

事
業

計
画

」
を

踏
ま

え
、

「
新

中
期

経
営

計
画

」
の

策
定

を
進

め
て

い
る

（
1
期

3

年
毎

20
2
1-
2
02
3，

2
02
4
-2
0
26
，

2
02
7
-
20
3
0）

。
 

指
標

2
c
.
 
パ

イ
ロ

ッ
ト

水
道

公
社

に
お

い
て

、

2
0
1
5
年

以
降

、
年

度
予

算
計

画
に

基
づ

い
て

決

算
が

取
り

ま
と

め
ら

れ
る

。
 

 
各

パ
イ

ロ
ッ

ト
水

道
公

社
に

お
い

て
、

J
I
C
A
専

門
家

の
指

導
を

受
け

た
財

務
担

当
の

C
/
P
に

よ
り

20
1
5
年

度
以

降
、

年
度

予
算

計
画

に
基

づ
い

て
、

決
算

が
取

り
纏

め
ら

れ
て

い
る

。
本

調
査

時
点

で
は

、
2
0
1
6
年

度
の

決
算

作
業

が
進

め
ら

れ
て

い
た

。
 

指
標

2d
.
 2
0
1
6
年

3
月

ま
で

に
、

事
業

計
画

策
定

マ
ニ

ュ
ア

ル
が

策
定

さ
れ

、
公

共
事

業
運

輸
省

住
宅

都
市

計
画

局
長

に
よ

っ
て

承
認

さ
れ

る
。
 

 
事

業
計

画
策

定
マ

ニ
ュ

ア
ル

は
「

水
道

事
業

計
画

策
定

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

」
と

し
て

集
約

さ
れ

（
成

果
4
指

標
に

あ
る

と
お

り
）

、
2
0
1
7
年

6
月

1
2
日

ま
で

に
水

道
局

長
の

決
裁

を
得

る
予

定
で

あ
る

。
 

 
加

え
て

、
「

顧
客

調
査

実
施

マ
ニ

ュ
ア

ル
」

（
2
01
3
年

）
、

「
水

道
教

室
実

施
マ

ニ
ュ

ア
ル

」
（

2
0
1
4
年

）
等

、
活

動
計

画
の

策
定

に
必

要
な

マ
ニ

ュ
ア

ル
が

策
定

さ
れ

て
い

た
。
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成
果

3
「
業

務
指
標

（
P
I
）

を
含
む
事

業

計
画

の
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
が

強
化

さ
れ

る
」

は
達

成
さ

れ
て

い
る

か
。

 

指
標

3
a
.
 
パ

イ
ロ

ッ
ト

水
道

公
社

に
お

い
て

、

内
部

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
結

果
が

事
業

計
画

の
策

定
・

更
新

に
反

映
さ

れ
る

。
 

 
各

水
道

公
社

に
よ

り
内

部
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
が

実
施

さ
れ

て
お

り
、

そ
の

結
果

は
事

業
計

画
の

策
定

、
更

新
に

活
用

さ

れ
て

い
る

と
と

も
に

、
2
0
1
4
年

度
か

ら
「

水
道

事
業

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

報
告

書
」

（
Wa
t
er
 
Su
pp
l
y
 G
u
id
e
li
n
e 

R
e
p
or
t
 2
0
14
）

に
取

り
纏

め
ら

れ
て

い
る

。
 

指
標

3
b
.
 
パ

イ
ロ

ッ
ト

水
道

公
社

に
お

い
て

、

W
A
S
R
O
の

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

結
果

が
事

業
計

画
の

策
定

・
更

新
に

反
映

さ
れ

る
。

 

 
水

道
公

社
か

ら
の

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
結

果
は

水
道

規
制

課
（

W
a
te
r
 s
u
pp
ly
 
r
eg
u
la
t
or
y
 d
iv
i
s
io
n
: 
W
SR
D、

旧

水
道

規
制

室
(
W
A
S
R
O
）

)
に

よ
り

水
道

事
業

年
報

と
し

て
取

り
ま

と
め

ら
れ

る
予

定
で

あ
る

。
同

年
報

を
も

っ
て

、
水

道
規

制
課

か
ら

各
水

道
公

社
へ

の
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

が
計

画
さ

れ
て

お
り

、
必

要
に

応
じ

、
事

業
計

画
に

反
映

さ
れ

る
見

込
み

。
 

 
本

調
査

中
の

幹
部

層
の

C/
P
を

対
象

と
し

た
質

問
票

回
答

に
よ

る
と

（
回

答
者

数
1
7
人

）
、

上
記

の
対

応
準

備
に

関

し
、
6
5
％

が
「
概
ね

高
い
が

課
題
が
残

る
」
、

ま
た
は
「

低
い
」

と
回
答
し

、
2
9
％

は
「
高
い

」
と
回

答
し
て
い

る
 

指
標

3
c
.
 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
ま

で
に

、
規

制

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

の
見

直
し

（
目

標
値

の
修

正
と

事
業

計
画

と
業

務
指

標
の

関
連

を
公

式
化

す

る
）

を
行

い
、

水
道

規
制

委
員

会
（

W
S
R
C
）

に

よ
っ

て
承

認
さ

れ
る

。
 

 
業

務
指

標
の

各
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
項

目
の

定
義

が
明

確
化

し
「

水
道

事
業

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

」
（

2
0
1
3
年

1
2
月

初
版

）

に
取

り
ま

と
め

ら
れ

た
。

 

 
2
0
1
4
年

以
降

、
全

パ
イ

ロ
ッ

ト
水

道
公

社
は

同
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
に

基
づ

き
業

務
指

標
の

計
算

、
分

析
、

報
告

書
作

成

を
毎

年
行

っ
て

い
る

。
 

 
同

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

は
、

2
0
1
7
年

5
月

2
6
日

ま
で

に
水

道
局

長
に

よ
る

決
裁

が
得

ら
れ

る
見

込
み

で
あ

る
。

 

成
果

4
「
ア

ウ
ト
プ

ッ
ト

1
～

3
の
成
果

を

踏
ま

え
、

水
道

事
業

計
画

技
術

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

（
技

術
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
）

が
策

定
さ

れ
る

」
は

達
成

さ
れ

て
い

る
か

。
 

指
標

4
a
.
 
ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

1
～

3
の
活
動

の
成

果
を

通
じ

て
、

水
道

事
業

計
画

技
術

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

案
が

英
語

と
ラ

オ
語

で
作

成
さ

れ
る

。
 

 
「

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

策
定

委
員

会
」

設
置

さ
れ

、
分

科
会

、
委

員
会

活
動

を
と

お
し

、
「

水
道

事
業

計
画

技
術

ガ
イ

ド

ラ
イ
ン
」

（
案
）
が

作
成
さ

れ
た
（
ラ

オ
語
版

）
。

2
0
1
7
年

3
月

3
日
に
最

終
委
員

会
が
開
催

さ
れ
、

同
案
の
最

終

化
を

行
っ

た
。

ラ
オ

語
版

を
翻

訳
し

、
英

訳
版

を
作

成
予

定
で

あ
る

。
 

成
果

5
「
ア

ウ
ト
プ

ッ
ト
１

～
４
の
成

果

を
活

用
し

、
全

国
の

水
道

公
社

及
び

民
間

企
業

に
お

け
る

事
業

計
画

策
定

及
び

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

体
制

の
構

築
を

促
進

す
る

た
め

の
仕

組
み

が
構

築
さ

れ
る

」
は

達
成

さ
れ

て
い

る
か

。
 

指
標

5
a
.
 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
時

ま
で

に
、

パ

イ
ロ
ッ
ト

水
道
公
社

内
の
移

転
知
識

/
技

術
の

公
社

内
外

へ
の

将
来

的
な

普
及

の
中

核
と

な
る

リ
ソ

ー
ス

・
パ

ー
ソ

ン
が

事
業

計
画

作
成

に
つ

い
て

、
必

要
に

応
じ

て
他

県
水

道
公

社
に

対
し

て
技

術
指

導
出

来
る

能
力

を
有

す
。

 

 
パ

イ
ロ

ッ
ト

水
道

公
社

の
8
2
％

の
C
/
P
（

回
答

者
数

2
8
人

）
は

、
他

者
に

対
す

る
研

修
の

実
施

、
指

導
、

情
報

共
有

す
る

能
力

の
習

得
度

合
い

に
関

し
、

「
大

変
高

い
」

、
又

は
「

高
い

」
と

回
答

し
て

い
る

。
1
8
％

は
「

概
ね

高
い

が

課
題

が
あ

る
」

と
回

答
し

て
い

る
。

 

 
加

え
て

、
2
0
1
7
年

2
月

-
3
月

に
か

け
て

C
/
P
は

T
O
T
に

参
加

し
教

授
法

の
知

識
と

手
法

を
学

ん
だ

。
 

指
標

5
b
.
 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
時

ま
で

に
、

全

水
道

公
社

が
参

加
し

て
少

な
く

と
も

1
回

の
研

修
コ

ー
ス

が
実

施
さ

れ
る

。
 

 
2
0
1
6
年

に
は

パ
イ

ロ
ッ

ト
水

道
公

社
が

3
拠

点
で

（
南

部
：

カ
ム

ア
ン

、
中

央
：

ビ
エ

ン
チ

ャ
ン

、
北

部
：

ル
ア

ン

パ
バ

ー
ン

）
、

他
水

道
公

社
を

対
象

に
そ

れ
ぞ

れ
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

形
式

で
2
回

ず
つ

研
修

を
実

施
し

た
。

ま
た

、

C
/
P
は

全
水

道
公

社
を

2
回

巡
回

し
、

出
前

講
座

の
開

催
と

OJ
T
を

実
施

し
た

。
 

 
そ

の
結

果
、

他
水

道
公

社
に

お
い

て
も

M
a
W
a
S
U
に

よ
り

導
入

さ
れ

る
新

た
な

活
動

に
取

り
組

む
た

め
の

、
役

割
分

担

の
明

確
化

、
人

員
配

置
が

な
さ

れ
つ

つ
あ

る
。

 

 
2
0
1
7
年

も
継

続
し

て
各

パ
イ

ロ
ッ

ト
水

道
公

社
に

よ
り

地
域

研
修

が
実

施
さ

れ
て

お
り

、
他

県
の

水
道

公
社

か
ら

各

分
野

の
担

当
者

が
参

加
し

て
い

る
。

ル
ア

ン
パ

バ
ー

ン
県

水
道

公
社

の
場

合
は

、
県

内
営

業
所

の
職

員
も

参
加

し
て

い
る

。
 

指
標

5
c
.
 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
時

ま
で

に
、

事

業
計

画
策

定
の

普
及

の
た

め
の

計
画

が
公

共
事

業
運

輸
省

住
宅

都
市

計
画

局
に

て
承

認
さ

れ

る
。
 

 
2
0
1
6
年

に
全

国
展

開
シ

ス
テ

ム
を

確
立

す
る

た
め

の
「

ポ
ス

ト
M
aW
a
S
U
シ

ス
テ

ム
」

（
案

）
を

策
定

し
、

2
0
1
7
年

1
月

か
ら

試
行

が
開

始
し

た
。

 

 
試

行
結

果
の

評
価

、
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

後
、

普
及

計
画

が
最

終
化

さ
れ

、
2
0
1
7
年

7
月

7
日

ま
で

に
水

道
局

に
よ

る

承
認

が
得

ら
れ

る
見

込
み

で
あ

る
。

 

投
入
実

績
 

日
本

側
投

入
 

専
門

家
の

配
置

 
 
計

4
0
名

の
専

門
家

（
長

期
専

門
家

3
名

、
短

期
専

門
家

3
7
名

）
が

、
1
1
分

野
に

派
遣

さ
れ

た
（

1
.
チ

ー
フ

ア
ド

バ

イ
ザ

ー
、

2
.
業

務
調

整
、

3
.
水

道
事

業
計

画
、

4
.
行

政
機

能
/
水

道
事

業
指

標
、

5
.
浄

水
場

施
設

計
画

、
6
.
人

材
育

成

/
水

質
管

理
、

7
.
水

質
管

理
、

8
.
水

道
事

業
経

営
管

理
（

財
政

・
人

材
育

成
・

総
務

・
営

業
）

9
.
管

網
デ

ー
タ

整
備

、

1
0
.
 配

給
水

管
施

設
計

画
、

1
1.
無

収
水

管
理

）
 

現
地

ス
タ

ッ
フ

の
雇

用
 

 
J
I
C
A
専

門
家

と
C
/P

と
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
を

図
る

た
め

、
通

訳
ス

タ
ッ

フ
が

配
置

さ
れ

て
い

る
。
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現
地

業
務

費
支

出
（

現
地

研
修

な
ど

の
開

催
と

実
施

、
機

材
供

与
、

施
設

整
備

）
 

 
現

地
業

務
費

（
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

、
セ

ミ
ナ

ー
開

催
費

、
旅

費
、

交
通

費
、

車
輌

借
上

げ
、

Ma
W
a
S
U
グ

ッ
ズ

（
T
シ

ャ
ツ

、
ノ

ー
ト

）
、

傭
人

費
等

）
は

計
1
4
0
,
0
1
5
,
0
0
0
円

支
出

さ
れ

た
。

 

 
供

与
機

材
費

計
2
7,
1
9
1,
0
0
0
円

支
出

さ
れ

た
。

各
パ

イ
ロ

ッ
ト

水
道

公
社

に
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
に

必
要

な
計

測
・

デ
ー

タ
収

集
器

、
超

音
波

流
量

計
、

自
記

録
水

圧
測

定
器

、
漏

水
探

知
器

が
投

入
さ

れ
た

。
 

本
邦

研
修

、
第

三
国

研
修

の
実

施
 

 
水

道
局
、

パ
イ
ロ
ッ

ト
水
道

公
社
、
公

共
事
業

運
輸
局
か

ら
3
7
人
が

「
水
道

事
業
に

お
け
る
国

の
役
割

/
水

道
事
業

計
画

」
（

R
ol
e
 o
f 
G
o
ve
r
nm
e
nt
 
fo
r 
w
a
te
r
 s
u
pp
l
y 
se
c
t
or
 
& 
M
an
a
ge
me
n
t
 o
f
 W
a
te
r
 S
up
p
l
y 
U
ti
l
it
y）

に
参

加
。

同
研

修
は

5
回

開
催

さ
れ

た
（

2
0
12
.
10
.
22
-1
0
.
27
,
 2
0
12
.
10
.2
2
-
11
.
03
,
 2
0
13
.0
9
.
01
-
10
.
05
,
 

2
0
1
4.

0
9.

2
4-

1
1.

07
,
 
20

1
5.

0
8.

2
6-

10
.
1
0）

。
 

 
1
0
人

が
課

題
別

研
修

に
参

加
。

 

 
7
人

が
20
1
5
年

、
2
0
1
6
年

に
本

邦
で

開
催

さ
れ

た
国

際
会

議
に

参
加

。
 

 
3
5
人

が
第

三
国

（
タ

イ
、

フ
ィ

リ
ピ

ン
、

ベ
ト

ナ
ム

、
カ

ン
ボ

ジ
ア

）
で

開
催

さ
れ

た
ス

タ
デ

ィ
ツ

ア
ー

、
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
、

会
議

に
参

加
。

ベ
ト

ナ
ム

、
カ

ン
ボ

ジ
ア

に
お

け
る

他
案

件
と

の
共

同
開

催
会

議
を

含
む

。
 

ラ
オ

ス
国

側
投

入
（

公
共

事
業

運
輸

省

（
M
P
W
T
）

、
住
宅
都

市
計
画

局

（
D
HU

P
)、

水
道

局
（

D
WS

)（
水

道
 

(
W
S
D/
D
HU
P
/M
P
WT
)、

水
道

規
制

室

(
W
A
SR
O
/M
P
WT
)）

、
首

都
ビ

エ
ン

チ
ャ

ン

水
道

公
社

(
N
P
-
N
L
)
、

ル
ア

ン
パ

バ
ー

ン

県
水

道
公

社
（

N
P
-
L
P
)
、

カ
ム

ア
ン

県
水

道
公

社
（

N
P-
K
H)
) 

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

等
の

配
置

 
 
計

7
3
人

の
職

員
が

配
置

さ
れ

て
い

る
。

 

【
M
P
W
T
】

D
W
S
:
 
1
4
 
人

（
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ダ

イ
レ

ク
タ

ー
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

副
ダ

イ
レ

ク
タ

ー
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

マ
ネ

ジ
ャ

ー
等

）
 

【
D
PW
T】

D
PW
T
-N
L:
 
3
人

（
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
）

、
DP
WT
-
L
P:
 
2
人

（
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
）

、
D
P
WT
-K
M
:
 
3
人

（
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
）

 

【
水

道
公

社
】

NP
-N
L
:
 2
0
人

（
パ

イ
ロ

ッ
ト

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ダ
イ

レ
ク

タ
ー

、
パ

イ
ロ

ッ
ト

副
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ダ

イ

レ
ク

タ
ー

（
技

術
、

及
び

管
理

）
、

技
術

部
門

メ
ン

バ
ー

、
管

理
部

門
メ

ン
バ

ー
）

、
N
P
-L
P:
 
1
7
人

（
パ

イ
ロ

ッ
ト

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ダ
イ

レ
ク

タ
ー

、
パ

イ
ロ

ッ
ト

副
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ダ

イ
レ

ク
タ

ー
（

技
術

、
及

び
管

理
）

、
技

術
部

門

メ
ン

バ
ー

、
管

理
部

門
メ

ン
バ

ー
）

、
N
P-
K
M:
 
1
4
人

（
パ

イ
ロ

ッ
ト

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ダ
イ

レ
ク

タ
ー

、
パ

イ
ロ

ッ
ト

副
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ダ

イ
レ

ク
タ

ー
（

技
術

、
及

び
管

理
）

、
技

術
部

門
メ

ン
バ

ー
、

管
理

部
門

メ
ン

バ
ー

）
 

ロ
ー

カ
ル

コ
ス

ト
負

担
 

 
ユ

ー
テ

ィ
リ

テ
ィ

（
水

、
電

気
等

）
、

事
業

運
営

費
 

施
設

な
ど

の
提

供
 

 
ラ

オ
ス

側
は

、
1．

公
共

事
業

運
輸

省
（

M
PW
T）

・
P
u
bl
ic
 
W
or
k
s 
a
nd
 
Tr
an
s
p
or
t
 I
n
st
i
tu
te
、

2．
首

都
ビ

エ

ン
チ

ャ
ン

水
道

公
社

、
3
．

ル
ア

ン
パ

バ
ー

ン
県

水
道

公
社

、
4
．

カ
ム

ア
ン

県
水

道
公

社
に

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

事
務

所

を
提

供
し

て
い

る
。

又
、

活
動

に
必

要
な

会
議

室
を

提
供

し
て

い
る

。
 

実 施 プ ロ セ ス 

実
施
プ

ロ
セ
ス

の
適
性

度
 

活
動

は
計

画
ど

お
り

実
施

さ
れ

た
か

 
計

画
（

PO
)
と

実
際

の
実

施
状

況
の

比
較

、
P
D
M

オ
リ

ジ
ナ

ル
版

か
ら

P
D
M
改

訂
版

へ
の

変
更

の

適
切

性
（

理
由

、
内

容
、

変
更

に
よ

る
影

響
）

、
変

更
手

続
き

の
適

切
性

 

 
計

画
さ

れ
た

活
動

は
概

ね
計

画
（

PO
 V
e
r
si
o
n 
3
)ど

お
り

に
実

施
さ

れ
て

い
る

。
 

 
2
0
1
5
年

1
2
月

に
は

、
C
/
P
の

所
属

先
で

あ
っ

た
住

宅
都

市
計

画
局

の
水

道
課

、
及

び
水

道
規

制
課

は
、

水
道

局
新

設

に
よ

り
水

道
局

傘
下

の
課

と
な

っ
た

。
し

か
し

、
公

共
事

業
運

輸
省

の
組

織
編

成
が

不
確

定
な

状
態

が
継

続
し

、
い

く
つ

か
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

の
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
に

も
影

響
を

与
え

た
。

こ
の

間
、

C
/
P
の

組
織

改
編

を
反

映
し

た

P
D
M
の

改
訂

は
な

さ
れ

て
い

な
い

。
結

果
的

に
、

水
道

局
の

C/
P
の

役
割

も
不

明
慮

な
状

態
が

続
い

て
い

る
。

 

活
動

に
お

け
る

J
I
C
A
専

門
家

の
活

動
、

技
術

移
転

の
適

切
度

 

D
W
S
(W
S
D/
D
HU
P
, 
WA
S
R
O)
,
 N
P
-N
L
, 
NP
-
L
P,
 

N
P
-
KH
,
 首

都
ビ

エ
ン

チ
ャ

ン
、

ル
ア

ン
パ

バ

ー
ン

県
、

カ
ム

ア
ン

県
の

公
共

事
業

運
輸

局

（
D
P
W
T
）

の
職

員
等

の
能

力
向

上
状

況
と

JI
C
A

専
門

家
の

関
わ

り
 

 
協

力
期

間
を

と
お

し
、

J
I
C
A
専

門
家

は
そ

の
知

識
と

経
験

か
ら

C
/
P
の

指
導

に
あ

た
り

、
C/
P
が

自
ら

課
題

を
認

識

し
、

主
体

的
な

行
動

を
起

こ
す

こ
と

を
促

し
て

き
た

。
 

 
本

調
査

中
の

幹
部

層
の

C/
P
を

対
象

と
し

た
質

問
票

回
答

に
よ

る
と

、
8
2
.
4
％

が
自

ら
の

任
務

を
遂

行
す

る
上

で
の

ニ
ー

ズ
と

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

整
合

性
が

「
大

変
高

い
」

又
は

「
高

い
」

と
回

答
。

ま
た

、
管

理
部

門
、

技
術

部
門

の
職

員
に

つ
い

て
は

、
1
0
0
％

の
C
/
P
が

任
務

（
計

画
策

定
の

た
め

の
デ

ー
タ

管
理

、
計

画
の

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

等
）

の

遂
行

上
の

ニ
ー

ズ
に

対
し

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
「

大
変

高
い

」
、

又
は

「
高

い
」

整
合

性
が

あ
る

と
回

答
。

 

実
施

機
関

、
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

へ
の

関
与

度
合

い
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
に

お
け

る
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
や

関
連

機
関

の
関

与
の

度
合

い
 

 
パ

イ
ロ

ッ
ト

水
道

公
社

で
は

成
果

1
-
3
に

関
し

て
は

水
道

セ
ク

タ
ー

の
日

々
の

仕
事

で
あ

り
、

O
J
T
や

勉
強

会
を

と

お
し
取
り

組
む
こ
と

で
、
主

体
者
意
識

が
醸
成

さ
れ
て
い

る
。
全

国
展
開
活

動
（
成

果
5）

に
関
し
て

も
、

J
I
C
A
専

門
家

に
よ

る
出

前
講

座
や

3
拠

点
（

ビ
エ

ン
チ

ャ
ン

、
カ

ム
ア

ン
、

ル
ア

ン
パ

バ
ー

ン
）

で
の

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
、

O
J
T
活

動
を

行
う

こ
と

で
、

C
/
P
の

参
加

、
主

体
者

意
識

の
醸

成
に

繋
が

っ
て

い
る

。
 

A2-4

付属資料2



 

プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
・
マ

ネ
ジ
メ

ン
ト
 

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

シ
ス

テ
ム

の
有

無
と

そ
の

機
能
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

の
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
計

画
と

現
状
 

 
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

成
果

3
を

と
お

し
、

各
パ

イ
ロ

ッ
ト

水
道

公
社

に
お

い
て

事
業

の
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
を

行
い

、
中

央

へ
結

果
が

共
有

さ
れ

る
と

い
う

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

メ
カ

ニ
ズ

ム
が

構
築

さ
れ

、
機

能
し

て
い

る
。

 

活
動

に
お

け
る

J
I
C
A
専

門
家

及
び

関
係

者
と

ラ
オ

ス
側

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

と
の

関
係

性
 

J
I
C
A
専

門
家

と
ラ

オ
ス

側
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
頻

度
、

状
況

（
J
CC
、

P
r
oj
e
ct
 M
a
n
ag
e
me
n
t 
T
ea
m 
会

議
、

各
パ

イ
ロ

ッ
ト

水
道

公
社

に
お

け
る

パ
イ

ロ
ッ

ト
・

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

・
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
・

チ
ー

ム
会

議
、

Me
et
i
n
gs
 
at
 
ea
c
h 
pi
l
o
t 

W
S
S
E、

In
t
er

-
pi

lo
t
 
WS

S
E 

c
oo

r
di

na
t
i
on

 

m
e
e
ti
n
g
s
等

）
 

 
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
と

JI
C
A
専

門
家

及
び

関
係

者
と

の
関

係
は

良
好

に
構

築
さ

れ
て

き
た

。
活

動
に

お
け

る
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

機
会

は
、

以
下

の
各

種
定

例
会

を
と

お
し

、
行

わ
れ

て
き

た
。

（
週

定
例

事
務

局
会

議
、

パ
イ

ロ
ッ

ト
・

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

チ
ー

ム
会

議
（

P
P
M
T
）

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
チ

ー
ム

会
議

（
P
MT
）

、
パ

イ
ロ

ッ
ト

水
道

公
社

間
連

絡
調

整
会

議
（

IP
W
C
) 
、

行
政

会
議

（
行

政
課

題
を

検
討

）
、

分
科

会
（

水

道
セ

ク
タ

ー
の

課
題

解
決

を
行

う
8
つ

の
委

員
会

）
、

全
国

展
開

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
、

国
際

セ
ミ

ナ
ー

）
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
管

理
に

お
け

る
意

思
決

定
状

況
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
意

思
決

定
に

係
る

ラ
オ

ス
側

と
日

本
側

に
よ

る
会

合
等

の
実

施
状

況
 

 
J
C
C
が

こ
れ

ま
で

年
4
回

開
催

さ
れ

、
ま

た
、

各
種

定
例

会
を

と
お

し
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

の
情

報
共

有
、

意
思

決
定

が
適

切
に

な
さ

れ
て

き
た

。
 

J
I
C
A
の

他
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
・

ス
キ

ー
ム

、

他
組

織
、

機
関

と
の

協
力

関
係

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

に
お

け
る

、
関

連
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
・

ス
キ

ー
ム

、
関

連
機

関
と

の
調

整
、

協
力

状
況

 

 
同

時
期

に
実

施
さ

れ
た

JI
C
A
の

支
援

は
無

償
資

金
協

力
「

タ
ケ

ク
上

水
道

拡
張

計
画

」
(
2
01
3
年

6
月

-2
0
1
6
年

3

月
)、

有
償

資
金

協
力

「
首

都
ビ

エ
ン

チ
ャ

ン
上

水
道

拡
張

事
業

」
(
20
1
6
年

1
月

-2
0
2
1
年

4
月

)、
草

の
根

技
協

「
水

道
公

社
に

お
け

る
上

水
道

運
転

・
維

持
管

理
能

力
向

上
支

援
事

業
」

(2
0
1
6
年

1
月

-2
0
19

年
1
月

)の
3
案
件

が
あ

り
、

C
/
P
と

JI
C
A
専

門
家

は
こ

れ
ら

案
件

の
チ

ー
ム

と
連

携
し

た
。

 

 
日

本
の

水
道

事
業

体
は

本
邦

で
の

C
/
P
研

修
の

計
画

と
実

施
、

国
際

セ
ミ

ナ
ー

の
講

師
派

遣
な

ど
の

支
援

を
実

施
。

 

 
カ

ン
ボ

ジ
ア

、
及

び
ベ

ト
ナ

ム
の

類
似

案
件

と
の

連
携

を
図

り
、

合
同

セ
ミ

ナ
ー

、
会

議
を

実
施

し
て

い
る

（
"T
h
e
 

P
r
o
je
c
t 
o
n 
C
ap
ac
i
t
y 
B
ui
l
di
n
g 
fo
r
 
Wa
t
er
 
Su
p
pl
y 
S
y
st
e
m 
P
ha
s
e 
3 
i
n
 C
a
mb
o
di
a
 (
20
1
2
-2
0
17
)
",
 

"
T
h
e 
P
ro
j
ec
t
 o
n 
C
a
pa
c
it
y
 D
e
ve
lo
p
m
en
t
 f
o
r 
U
rb
an
 
W
at
e
r 
S
up
p
ly
 U
t
i
li
t
ie
s
 i
n
 t
he
 
C
en
t
ra
l
 

R
e
g
io

n
 i

n
 V

i
et

na
m
 
(2

0
10

-
20

1
3)

" 
(
V
ie

t
na

m
)）

 

 
J
I
C
A
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
・

プ
ロ

グ
ラ

ム
に

参
加

す
る

学
生

に
実

習
機

会
を

提
供

し
、

水
道

セ
ク

タ
ー

の
国

際
協

力

分
野
に
お

け
る
能
力

強
化
に

貢
献
。
毎

年
、

4
－

5
名

の
イ

ン
タ
ー

ン
の
受
入

実
績
が

あ
る
。
 

中
間
レ

ビ
ュ
ー

時
の
提

言
は
ど

の
よ
う

に
活
か

さ
れ
た

か
 

（
1）

P
D
M
の

改
訂

 
改

訂
版

/最
新

版
PD

M 
 
中

間
レ

ビ
ュ

ー
で

の
提

言
を

踏
ま

え
、

P
D
M
は

2
0
1
5
年

9
月

2
4
日

に
改

訂
さ

れ
た

。
新

た
な

ニ
ー

ズ
に

応
じ

、
取

組
み

中
、

又
は

予
定

の
活

動
が

PD
M
及

び
P
O
に

加
え

ら
れ

た
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

、
上

位
目

標
の

指
標

も
修

正
が

な
さ

れ
た

。
 

（
2）

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

の
進

捗
及

び

達
成

状
況

の
共

有
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

メ
ン

バ
ー

の
能

力
開

発
状

況
の

専
門

家
チ

ー
ム

に
よ

る
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

 

提
言

へ
の

対
応

実
績

・
予

定
、

関
係

者
意

見
 

 
パ

イ
ロ

ッ
ト

水
道

公
社

の
C
/
P
は

M
aW
a
S
U
活

動
で

習
得

し
た

知
見

を
、

日
業

業
務

を
と

お
し

部
下

や
同

僚
に

共
有

し

て
い

る
。

加
え

て
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

の
進

捗
や

達
成

状
況

に
つ

い
て

、
他

の
水

道
公

社
に

も
全

国
展

開
活

動
を

と
お

し
て

共
有

し
て

き
た

。
更

に
、

J
I
C
A
専

門
家

は
定

例
会

議
の

場
で

C
/
P
へ

の
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

を
行

い
、

活
動

の
方

向
性

や
業

務
の

質
の

向
上

に
か

か
る

指
導

を
行

っ
て

い
る

。
 

（
3）

普
及

活
動

に
向

け
て

の
他

水
道

公

社
の

関
与

 

提
言

へ
の

対
応

実
績

・
予

定
、

関
係

者
意

見
 

 
成

果
5
の

課
題

と
し

て
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

は
20
1
5
年

7
月

か
ら

他
の

水
道

公
社

を
対

象
に

全
国

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
を

実
施

し
て

い
る

。
同

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
へ

参
加

す
る

こ
と

に
よ

り
、

パ
イ

ロ
ッ

ト
都

県
以

外
の

水
道

公
社

も

M
a
W
aS
U
活

動
の

全
国

展
開

の
方

法
（

費
用

負
担

含
む

）
に

か
か

る
協

議
に

参
画

し
て

い
る

。
同

じ
タ

イ
ミ

ン
グ

で
開

催
さ

れ
る

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

・
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
会

議
へ

の
参

加
機

会
も

得
て

い
る

。
 

（
4）

策
定

さ
れ

た
事

業
計

画
実

施
の

た

め
の

必
要

財
源

の
確

保
の

推
進

 

提
言

へ
の

対
応

実
績

・
予

定
、

関
係

者
意

見
 

 
パ

イ
ロ

ッ
ト

水
道

公
社

は
事

業
計

画
に

関
し

、
優

先
順

位
付

け
を

お
こ

な
い

、
限

ら
れ

た
年

間
予

算
内

で
部

分
的

な

活
動

し
か

実
施

で
き

て
い

な
い

。
こ

れ
ら

の
活

動
に

は
配

水
管

の
拡

張
、

水
道

メ
ー

タ
ー

の
設

置
、

顧
客

調
査

、
住

民
へ

の
水

道
に

関
す

る
啓

発
活

動
等

が
含

ま
れ

る
。

分
科

会
に

お
い

て
、

パ
イ

ロ
ッ

ト
水

道
公

社
の

財
務

担
当

の

C
/
P
は

既
存

の
財

源
と

融
資

制
度

の
洗

い
出

し
（

融
資

条
件

、
メ

リ
ッ

ト
・

デ
メ

リ
ッ

ト
な

ど
）

、
資

金
調

達
方

法

に
か

か
る

議
論

を
行

っ
た

。
J
I
C
A
専

門
家

は
ラ

オ
ス

に
お

け
る

水
道

公
社

の
健

全
な

経
営

管
理

を
図

る
た

め
に

は
、

1
.
 
長

期
で

低
利

な
ロ

ー
ン

へ
の

ア
ク

セ
ス

、
2
.
現

行
の

水
道

料
金

の
改

定
が

主
要

課
題

で
あ

る
と

指
摘

し
て

い
る

。
 

（
5）

県
水
道

ビ
ジ
ョ

ン
策
定

等
、

D
P
W
T

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
へ

の
参

加
と

役
割

の
強

化
 

提
言

へ
の

対
応

実
績

・
予

定
、

関
係

者
意

見
 

 
中

間
レ

ビ
ュ

ー
以

降
、

パ
イ

ロ
ッ

ト
県

の
公

共
事

業
運

輸
局

は
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
配

置
を

増
員

し
た

。
活

動
3
-
5

「
各

パ
イ

ロ
ッ

ト
県

に
お

い
て

県
の

水
道

ビ
ジ

ョ
ン

を
策

定
す

る
」

を
と

お
し

、
C
/
P
は

県
水

道
戦

略
の

策
定

作
業

に
参

画
し

て
い

る
。
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（
6）

普
及

に
向

け
た

、
類

似
業

務
を

実

施
し

て
い

る
他

ド
ナ

ー
と

の
情

報
共

有
、

調
整
 

提
言

へ
の

対
応

実
績

・
予

定
、

関
係

者
意

見
 

 
水

道
局

に
よ

る
と

、
A
D
B
や

N
O
R
A
D
な

ど
の

他
ド

ナ
ー

に
対

し
て

M
a
W
a
S
U
活

動
の

情
報

を
共

有
し

て
い

る
と

い
う

こ

と
で

あ
る

。
し

か
し

、
水

道
局

に
よ

る
セ

ク
タ

ー
・

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

シ
ョ

ン
は

そ
こ

ま
で

活
発

に
行

わ
れ

て
お

ら

ず
、

水
道

セ
ク

タ
ー

の
関

係
者

が
一

堂
に

会
す

る
定

期
的

な
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

・
メ

カ
ニ

ズ
ム

は
な

い
。

 

（
7）

水
道

事
業

の
公

共
性

を
重

視
し

た
、

プ
ラ

イ
ベ

ー
ト

・
フ

ァ
イ

ナ
ン

ス
・

イ
ニ

シ
ア

テ
ィ

ブ
（

P
r
i
v
at
e
 
F
i
n
a
n
c
e
 

I
n
i
ti

a
ti

v
e：

PF
I)

の
適

切
な

運
用

に
向

け
た

P
P
P
導

入
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
の

策
定

 

提
言

へ
の

対
応

実
績

・
予

定
、

関
係

者
意

見
 

 
活

動
3
-
1
4
（

PP
P
促

進
の

た
め

の
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
を

策
定

す
る

）
を

と
お

し
、

C
/
P
は

問
題

分
析

を
実

施
し

て
い

る
。

更
な

る
分

析
の

実
施

に
加

え
、

P
P
P
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
に

か
か

る
首

相
令

に
よ

る
制

定
後

、
水

道
セ

ク
タ

ー
の

P
P
P

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

の
策

定
に

取
り

掛
か

る
予

定
で

あ
る

。
 

（
8）

職
員

の
不

足
を

補
う

た
め

の
、

P
P
P

導
入

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

に
沿

っ
た

民
間

セ
ク

タ
ー

の
活

用
、

能
力

強
化

の
実

施
検

討
 

提
言

へ
の

対
応

実
績

・
予

定
、

関
係

者
意

見
 

 
P
P
P
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
は

準
備

段
階

に
あ

り
、

水
道

セ
ク

タ
ー

に
お

け
る

P
F
I
の

適
用

に
係

る
法

的
枠

組
み

の
整

備
が

な
さ

れ
て

い
な

い
。

従
っ

て
、

民
間

サ
ー

ビ
ス

プ
ロ

バ
イ

ダ
ー

は
公

益
よ

り
も

経
済

的
な

利
益

を
追

求
す

る
も

の
で

あ
る

が
、

こ
れ

ら
民

間
企

業
が

提
供

す
る

水
道

サ
ー

ビ
ス

の
監

督
と

質
の

管
理

面
の

課
題

が
残

さ
れ

て
い

る
。

 

（
9）

地
方

自
治

体
か

ら
の

短
期

専
門

家

派
遣

が
難

し
い

際
の

、
技

術
移

転
の

適
切

な
期

間
や

タ
イ

ミ
ン

グ
を

確
保

す
る

た
め

の
他

の
リ

ソ
ー

ス
の

検
討

 

提
言

へ
の

対
応

実
績

・
予

定
、

関
係

者
意

見
 

 
専

門
家

派
遣

の
よ

り
適

切
な

期
間

と
タ

イ
ミ

ン
グ

を
確

保
す

る
た

め
に

、
J
I
C
A
は

中
間

レ
ビ

ュ
ー

以
降

、
長

期
専

門

家
１

名
の

追
加

投
入

（
2
0
1
6
年

2
月

よ
り

）
を

行
っ

た
ほ

か
、

よ
り

多
様

な
組

織
か

ら
短

期
専

門
家

の
派

遣
を

行
っ

た
（

さ
い

た
ま

市
水

道
局

、
横

浜
市

水
道

局
、

川
崎

市
水

道
局

、
埼

玉
県

企
業

局
、

そ
の

他
民

間
企

業
3
社

）
。

日

本
水

道
協

会
の

「
水

道
シ

ニ
ア

国
際

協
力

専
門

家
制

度
」

等
を

活
用

し
、

水
質

管
理

、
人

材
育

成
／

研
修

体
制

構
築

支
援

の
専

門
家

を
確

保
し

、
短

期
専

門
家

と
し

て
派

遣
し

、
無

収
水

削
減

管
理

分
野

に
つ

い
て

は
、

他
分

野
よ

り
も

長
め

の
間

（
6
－

7
カ

月
）

の
派

遣
を

行
っ

た
。

 

（
1
0
）

事
業

計
画

実
施

の
た

め
の

J
I
C
A

ス
キ

ー
ム

（
有

償
、

無
償

資
金

協
力

等
）

に
よ

る
支

援
の

検
討

 

提
言

へ
の

対
応

実
績

・
予

定
、

関
係

者
意

見
 

 
J
I
C
A
は

2
0
1
6
年

度
に

基
礎

情
報

収
集

確
認

調
査

を
実

施
し

、
ラ

オ
ス

水
道

セ
ク

タ
ー

の
現

況
把

握
を

行
っ

た
。

同

調
査

に
は

、
（

1
）

3
パ

イ
ロ

ッ
ト

地
域

に
お

け
る

イ
ン

フ
ラ

整
備

の
必

要
性

の
確

認
、

(
2
)
こ

れ
ら

イ
ン

フ
ラ

整
備

に
対
す

る
J
I
C
A
に

よ
る

資
金

援
助

の
可

能
性

の
ア

セ
ス

メ
ン

ト
も

含
ま

れ
た

。
こ

の
ほ

か
、

20
1
6
年

度
に

は
パ

イ

ロ
ッ

ト
水

道
公

社
へ

の
現

場
技

術
指

導
を

充
実

さ
せ

る
た

め
の

機
材

投
入

の
調

達
手

続
き

を
開

始
し

た
。

 

そ
の

他
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

に
お

け
る

阻
害

要

因
、

対
象

地
の

特
殊

性
等

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
運

営
に

関
わ

る
、

予
想

外
の

状
況

の
発

生
な

ど
外

部
要

因
の

有
無

 

 
2
0
1
5
年

1
2
月

に
は

、
C
/
P
の

所
属

先
で

あ
っ

た
住

宅
都

市
計

画
局

の
水

道
課

、
及

び
水

道
規

制
課

は
、

水
道

局
新

設

に
よ

り
水

道
局

傘
下

の
課

と
な

っ
た

。
 

妥 当 性 

必
要

性
 

上
位

目
標

及
び

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

は
ラ

オ
ス

社
会

の
上

水
道

セ
ク

タ
ー

の
課

題
を

解
決

す
る

方
策

と
し

て
整

合
性

が
あ

る

か
。
 

社
会

的
ニ

ー
ズ

分
析

結
果

 
 
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
ラ

オ
ス

国
の

主
要

な
水

道
事

業
体

で
あ

る
県

水
道

公
社

の
中

長
期

的
視

野
に

基
づ

く
事

業
運

営

管
理

の
向

上
を

は
か

る
こ

と
に

よ
り

、
都

市
部

に
お

け
る

給
水

率
の

増
加

、
及

び
安

全
な

水
供

給
に

寄
与

す
る

も
の

で
あ

り
、

上
水

道
セ

ク
タ

ー
の

課
題

解
決

の
方

策
と

し
て

整
合

性
が

あ
る

。
 

上
位

目
標

及
び

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

は
、

対
象

地
域

、
対

象
グ

ル
ー

プ
の

ニ
ー

ズ
と

合
致

し
て

い
る

か
。

 

対
象

地
域

、
グ

ル
ー

プ
の

ニ
ー

ズ
と

の
合

致

（
直

接
受

益
者

：
DH

U
P、

D
WS

(
WA

S
RO

)、
N
P-

N
L
（

附
属

研
修

セ
ン

タ
ー

を
含

む
）

、
N
P
-

L
P
、

N
P
-
K
H
、

首
都

ビ
エ

ン
チ

ャ
ン

、
ル

ア
ン

パ
バ

ー
ン

県
、

カ
ム

ア
ン

県
の

公
共

事
業

運
輸

局
（

D
P
W
T
）

の
職

員
、

間
接

受
益

者
：

パ
イ

ロ

ッ
ト

水
道

公
社

及
び

そ
の

他
1
4
の

水
道

公
社

に
お

け
る

給
水

地
域

の
住

民
）

 

 
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
対

象
地

域
の

給
水

率
（

水
道

施
設

の
存

在
す

る
郡

の
み

対
象

）
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
形

成
時

点

で
、

首
都

ビ
エ

ン
チ

ャ
ン

6
1
％

(2
0
1
1
年

）
、

ル
ア

ン
パ

バ
ー

ン
県

34
％

、
カ

ム
ア

ン
県

タ
ケ

ク
郡

5
0
％

で
あ

っ

た
。

国
が

掲
げ

る
目

標
値

を
達

成
す

る
た

め
に

公
共

事
業

運
輸

省
や

各
県

公
共

事
業

運
輸

局
が

中
心

と
な

り
、

開
発

パ
ー

ト
ナ

ー
に

対
し

て
郡

レ
ベ

ル
へ

の
水

道
施

設
支

援
又

は
施

設
投

資
を

誘
致

し
て

い
る

。
 

 
中

長
期

的
な

水
需

要
予

測
、

そ
れ

に
伴

う
施

設
拡

張
計

画
、

財
政

計
画

、
人

材
育

成
計

画
な

ど
に

基
づ

き
水

道
公

社

が
事

業
管

理
を

行
う

た
め

の
能

力
を

向
上

す
る

こ
と

が
喫

緊
の

課
題

で
あ

っ
た

。
 

 
各

水
道

公
社

は
こ

れ
ら

中
長

期
的

な
事

業
計

画
を

策
定

す
る

経
験

を
有

し
て

い
な

か
っ

た
こ

と
か

ら
、

対
象

地
域

、

対
象

グ
ル

ー
プ

の
ニ

ー
ズ

に
合

致
し

て
い

る
。
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優
先

度
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
ラ

オ
ス

国
の

開
発

政
策

に
お

け
る

上
水

道
セ

ク
タ

ー
の

方
針

に
合

致
し

て
い

る
か

。
 

ラ
オ
ス
開

発
政
策

(
給

水
衛
生

)
と

の
整
合

性
 

 
「

第
7
次

国
家

社
会

経
済

5
カ

年
開

発
計

画
(2
0
11
-
20
15

年
)」

（
7
t
h 
F
iv
e
-
Ye
a
r 
N
at
i
on
al
 
S
oc
i
o-
E
co
n
om
ic
 

D
e
v
el
o
pm
e
nt
 
Pl
an
 
(
20
1
1-
2
01
5
)）

に
お

い
て

、
2
0
1
5
年

ま
で

に
都

市
人

口
の

67
％

が
安

全
な

水
に

ア
ク

セ
ス

で

き
る

こ
と

を
目

標
と

し
て

掲
げ

た
。

 

 
「

第
8
次

国
家

社
会

経
済

5
カ

年
開

発
計

画
（

2
01
6
-2
02
0
年

)」
（

8
th
 
Fi
v
e
-Y
e
ar
 
Na
t
io
na
l
 
So
c
io
-

E
c
o
no
m
ic
 
De
v
el
op
m
e
nt
 
Pl
a
n 
(
20
16
-
2
02
0
))
に

お
い

て
も

、
90
％

の
人

口
が

安
全

な
水

に
ア

ク
セ

ス
で

き
る
こ

と
を

目
標

に
掲

げ
て

い
る

。
都

市
給

水
に

関
し

て
は

、
20
2
0
年

ま
で

の
目

標
投

資
額

（
U
S＄

20
5
,
00
0
,0
0
0）

を
掲

げ
て
い
る

 
。
 

 
「

都
市

水
道

供
給

及
び

衛
生

セ
ク

タ
ー

戦
略

（
2
01
3
-2
03
0
）

:
S
tr
a
te
g
y 
of
 
t
he
 
Ur
b
an
 
Wa
te
r
 
Su
p
pl
y
 a
n
d 

S
a
n
it
a
ti
o
n 
S
ec
to
r
 
(2
0
13
-
20
3
0)
」

が
公

共
事

業
運

輸
省

に
よ

り
策

定
さ

れ
、

都
市

人
口

の
給

水
率

と
し

て

6
7
％

(
2
0
1
5
年

）
、

8
0
％

（
2
0
2
0
年

）
、

9
0
％

(
2
0
3
0
年

）
が

具
体

的
な

目
標

値
と

し
て

掲
げ

ら
れ

て
い

る
。

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
日

本
の

援
助

政
策

・

J
I
C
A
の

援
助

実
施

方
針

と
の

整
合

性
は

あ

る
か

。
 

支
援

基
本

方
針

と
重

点
分

野
、

国
別

事
業

展
開

計
画

に
お

け
る

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
位

置
付

け
 

 
日

本
政

府
の

対
ラ

オ
ス

国
別

援
助

方
針

の
重

点
分

野
「

経
済

・
社

会
イ

ン
フ

ラ
整

備
」

に
お

け
る

開
発

課
題

「
環

境

と
調
和
し

た
快
適
な

社
会
の

実
現
」
の

「
都
市

環
境
整
備

プ
ロ
グ

ラ
ム
」
に

位
置
づ

け
ら
れ
実

施
さ
れ

て
い
る

 
。

本

協
力

プ
ロ

グ
ラ

ム
で

は
、

経
済

発
展

に
重

要
な

役
割

を
果

た
す

都
市

を
中

心
に

、
基

本
的

な
都

市
環

境
が

調
和

す
る

都
市

を
実

現
す

る
観

点
か

ら
、

都
市

開
発

計
画

の
策

定
に

関
す

る
支

援
の

他
、

都
市

給
水

、
水

環
境

等
の

分
野

の
イ

ン
フ

ラ
整

備
に

関
す

る
支

援
を

実
施

し
て

い
る

 

 
2
0
1
6
年

9
月

に
発

行
さ

れ
た

「
ラ

オ
ス

の
持

続
的

な
発

展
に

向
け

た
日

本
・

ラ
オ

ス
開

発
協

力
共

同
計

画
」

 に
お

い
て

も
「

環
境

・
文

化
保

全
に

配
慮

し
た

均
衡

の
と

れ
た

都
市

・
地

方
開

発
を

と
お

し
た

格
差

是
正

」
の

な
か

で
、

首
都

ビ
エ

ン
チ

ャ
ン

及
び

地
方

都
市

に
お

け
る

急
速

な
都

市
開

発
・

人
口

増
に

対
応

す
る

た
め

、
グ

リ
ー

ン
成

長
に

基
づ

き
、

都
市

環
境

整
備

、
景

観
・

文
化

の
保

全
、

市
民

へ
の

公
共

サ
ー

ビ
ス

の
拡

充
の

た
め

、
上

水
道

な
ど

公
共

基
盤

イ
ン

フ
ラ

整
備

に
協

働
で

取
り

組
む

こ
と

を
掲

げ
て

い
る

 

手
段
と

し
て
の

適
切

性
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
上

水
道

分
野

の
開

発
課

題
に

対
す

る
戦

略
と

し
て

適
切

か
。

（
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

ア
プ

ロ
ー

チ
、

対
象

地
域

の
選

択
の

適
切

性
、

他
援

助
機

関
と

の
援

助
協

調
に

お
い

て
、

ど
の

よ
う

な
相

乗
効

果
が

あ
る

か
等

）
 

現
行

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
ア

プ
ロ

ー
チ

の
内

容
、

他
援

助
機

関
の

上
水

道
セ

ク
タ

ー
の

最
新

状
況

 
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
は

、
C
/
P
自

身
が

課
題

を
特

定
し

、
分

析
を

行
い

、
デ

ー
タ

管
理

、
長

期
視

点
に

基
づ

く
事

業

計
画

、
計

画
の

実
施

と
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
、

結
果

報
告

の
取

り
ま

と
め

を
行

っ
て

お
り

、
水

道
公

社
の

事
業

運
営

管
理

能
力

を
向

上
す

る
た

め
の

シ
ス

テ
ム

整
備

を
目

指
す

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
ア

プ
ロ

ー
チ

と
し

て
適

切
で

あ
る

。
 

対
象

グ
ル

ー
プ

の
選

定
は

適
切

か
。

 
計

画
時

お
け

る
対

象
グ

ル
ー

プ
と

現
状

の
比

較
 
対

象
地

域
と

グ
ル

ー
プ

に
関

し
て

は
、

A
D
B
等

、
他

援
助

機
関

に
よ

る
類

似
案

件
の

対
象

地
域

の
重

複
が

な
い

よ
う

に
事

前
調

整
が

な
さ

れ
た

こ
と

か
ら

、
適

切
に

選
定

さ
れ

た
と

い
え

る
。

3
つ

の
パ

イ
ロ

ッ
ト

水
道

公
社

は
そ

れ
ぞ

れ
中

部
地

域
、

北
部

地
域

、
南

部
地

域
の

技
術

普
及

の
拠

点
と

し
て

、
デ

ー
タ

管
理

、
中

長
期

事
業

計
画

の
策

定
、

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

等
を

含
む

水
道

事
業

運
営

管
理

の
ノ

ウ
ハ

ウ
を

普
及

し
、

他
水

道
公

社
の

ロ
ー

ル
モ

デ
ル

と
し

て
機

能
す

る
よ

う
選

定
さ

れ
た

。
ま

た
、

カ
ム

ア
ン

県
で

は
無

償
案

件
へ

の
人

材
の

活
用

が
想

定
さ

れ
て

い
た

。
 

そ
の

他
 

中
間

レ
ビ

ュ
ー

以
降

、
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
お

よ
び

対
象

グ
ル

ー
プ

を
取

り
巻

く
環

境
の

変
化

は
な

い
か

。
 

中
間

レ
ビ

ュ
ー

時
（

2
0
1
5
年

2
月

-
3
月

）
に

お
け

る
政

策
、

経
済

、
社

会
状

況
の

現
状

の
比

較
 

 
2
0
1
5
年

1
2
月

に
公

共
事

業
運

輸
省

改
編

に
と

も
な

い
、

住
宅

都
市

計
画

局
か

ら
分

離
・

独
立

す
る

形
で

水
道

局
が

設
立

さ
れ

た
。

ま
た

、
水

道
規

制
室

に
つ

い
て

は
、

水
道

局
の

ひ
と

つ
の

課
（

水
道

規
制

課
）

と
な

っ
た

。
 

有 効 性 

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

目
標
の

達
成

度
 

投
入

、
活

動
、

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
実

績
の

状
況

を
鑑

み
て

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
達

成
の

見
込

み
は

あ
る

の
か

。
 

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
績

」
の

項
参

照
 

 
投

入
、

活
動

は
計

画
ど

お
り

実
施

さ
れ

、
期

待
さ

れ
た

5
つ

の
成

果
が

発
現

し
つ

つ
あ

る
こ

と
か

ら
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク

ト
目

標
が

達
成

さ
れ

る
見

込
み

は
高

い
。

M
a
W
a
S
U
で

は
水

道
公

社
の

中
長

期
的

視
野

に
基

づ
く

事
業

運
営

管
理

の
向

上
を

は
か

る
シ

ス
テ

ム
の

基
盤

が
造

ら
れ

た
。

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
を

促
進

し
た

要
因

は
あ

る
か

。
 

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
績

」
の

項
参

照
 

 
中

間
レ

ビ
ュ

ー
時

点
で

確
認

さ
れ

た
と

お
り

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
後

の
新

た
な

ニ
ー

ズ
、

優
先

度
の

変
化

に
応

じ
、

柔
軟

に
P
O
に

追
加

す
る

と
い

っ
た

対
応

が
と

ら
れ

、
こ

れ
ら

の
活

動
は

、
事

業
運

営
管

理
の

体
制

を
整

備
す

る

上
で

促
進

要
因

と
な

っ
て

い
る

。
 

 
専

門
家

の
指

導
に

よ
り

C/
P
が

作
成

し
た

各
種

マ
ニ

ュ
ア

ル
、

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

、
計

画
書

、
報

告
書

等
の

成
果

品
は

能
力

強
化

を
促

進
す

る
要

素
と

な
っ

て
い

る
。
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成

果
1
，

2
，

3
は

水
道
セ
ク

タ
ー
の
日

々
の
仕

事
で
あ
る

こ
と
か

ら
、

O
J
T
や

勉
強
会

の
実
施

を
と
お

し
、

C
/
P
の

主

体
性

を
確

保
し

た
こ

と
が

貢
献

し
た

。
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
を

阻
害

し
た

要
因

は
あ

る
か

。
 

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
績

」
の

項
参

照
 

 
パ

イ
ロ

ッ
ト

水
道

公
社

で
は

ア
ク

セ
ス

可
能

な
資

金
調

達
方

法
が

限
ら

れ
て

お
り

、
策

定
し

た
中

長
期

事
業

計
画

を

実
施

す
る

た
め

の
予

算
が

確
保

さ
れ

ず
、

年
間

計
画

に
は

全
て

を
盛

り
込

む
こ

と
が

で
き

な
い

状
況

で
あ

る
 

因
果
関

係
 

5
つ

の
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

を
達

成
す

る
た

め
に

十
分

で
あ

っ
た

か
。
 

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
績

」
の

項
参

照
 

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
と

成
果

の
因

果
関

係
に

問
題

は
見

ら
れ

な
い

。
全

て
の

成
果

は
全

国
の

水
道

公
社

の
事

業
運

営

管
理

の
強

化
に

繋
が

っ
て

い
る

。
 

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

か
ら

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成

に
至

る
ま

で
の

外
部

条
件

は
、

現
時

点
に

お
い

て
も

正
し

い
か

。
外

部
条

件
が

満
た

さ
れ

る
可

能
性

は
あ

る
か

。
 

外
部

条
件

①
本

事
業

を
通

じ
て

作
成

支
援

を
行

う
技

術
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
案

が
公

共
事

業
運

輸
大

臣
に

よ
っ

て
、

速
や

か
に

承
認

さ
れ

る
。

 

 
左

記
の

外
部

条
件

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

指
標

ｄ
に

設
定

さ
れ

て
い

る
。

 

効 率 性 

ア
ウ
ト

プ
ッ
ト

の
達
成

度
 

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
達

成
度

は
適

切
か

。

（
実

績
と

目
標

と
の

比
較

）
 

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
績

」
の

項
参

照
 

 
成

果
1
、
成

果
2
、
成

果
4
は

概
ね
達
成

さ
れ
て

い
る
。
成

果
3
は

協
力
期
間

内
に
全

て
の
指
標

が
達
成

さ
れ
る
こ

と

が
期

待
さ

れ
る

。
成

果
5
に

つ
い

て
は

、
ポ

ス
ト

Ma
W
a
S
U
シ

ス
テ

ム
の

施
行

結
果

に
基

づ
き

、
協

力
期

間
中

に
研

修

計
画

が
策

定
さ

れ
る

こ
と

で
達

成
さ

れ
る

見
込

み
で

あ
る

。
 

 
他

方
、

多
く

の
残

り
の

指
標

は
成

果
品

（
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
、

マ
ニ

ュ
ア

ル
等

）
の

決
裁

プ
ロ

セ
ス

を
要

す
る

も
の

で

あ
る

事
に

留
意

す
る

必
要

が
あ

る
。

加
え

て
、

水
道

局
の

C
/
P
が

取
り

組
ん

で
い

る
ガ

バ
ナ

ン
ス

活
動

の
う

ち
、

水

道
事

業
統

計
年

報
、

水
道

事
業

戦
略

、
P
P
P
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
策

定
準

備
、

ラ
オ

ス
水

道
協

会
の

準
備

な
ど

残
さ

れ
た

活
動

も
あ

る
。

 

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

達
成

に
貢

献
し

た
要

因
は

あ
る

の
か

。
 

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
績

」
の

項
参

照
 

 
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
達

成
へ

の
貢

献
要

因
は

以
下

の
と

お
り

。
 
(
1
)
日

本
の

自
治

体
か

ら
派

遣
さ

れ
た

JI
C
A
専

門
家

に
よ

る
質

の
高

い
技

術
協

力
、

(
2
)
長

年
に

わ
た

っ
て

構
築

さ
れ

た
C/
P
と

JI
C
A
専

門
家

の
良

好
な

関
係

性
、

(
3
)
分

科
会

の
メ

カ
ニ

ズ
ム

、
(
4
)
他

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

や
ス

キ
ー

ム
、

及
び

日
本

の
自

治
体

と
の

連
携

。
 

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

達
成

を
阻

害
し

た
要

因
は

あ
る

の
か

。
 

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
績

」
の

項
参

照
 

 
阻

害
要

因
と

し
て

は
、

2
0
1
5
年

1
2
月

以
降

、
公

共
事

業
運

輸
省

の
組

織
改

編
プ

ロ
セ

ス
に

よ
り

活
動

計
画

が
遅

れ

た
こ

と
が

挙
げ

ら
れ

る
。

 

因
果
関

係
 

活
動

は
5
つ

の
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
を

産
出

す

る
た

め
に

十
分

な
活

動
で

あ
っ

た
か

。
 

「
活

動
実

績
表

」
参

照
 

 
実

施
さ

れ
た

活
動

は
、

計
画

ど
お

り
に

成
果

を
産

出
し

て
い

る
こ

と
か

ら
、

活
動

か
ら

成
果

に
か

け
て

の
ロ

ジ
ッ

ク

に
問

題
は

み
ら

れ
な

い
。

 

日
本

側
の

投
入

は
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
を

産
出

す
る

た
め

に
十

分
な

投
入

で
あ

っ
た

か
。

投
入

が
タ

イ
ミ

ン
グ

良
く

実
施

さ
れ

、
活

用
さ

れ
て

い
る

か
。

 

①
専

門
家

の
配

置
（

人
数

、
時

期
、

分
野

）
 

 
日

本
側

の
専

門
家

の
投

入
は

適
切

に
実

施
さ

れ
た

が
、

当
初

計
画

よ
り

も
増

加
し

た
こ

と
か

ら
効

率
性

に
影

響
を

与

え
た

。
な

お
、

中
間

レ
ビ

ュ
ー

以
降

、
専

門
家

の
数

、
派

遣
時

期
、

専
門

分
野

は
い

ず
れ

も
適

切
で

あ
っ

た
。

更

に
、
水
道

セ
ク
タ
ー

、
及
び

ラ
オ
ス
で

の
経
験

が
豊
富
な

長
期
専

門
家
の
配

置
に
よ

り
、

C
/
P
の

水
道
事

業
に
対

す

る
意

識
の

向
上

を
促

す
こ

と
が

で
き

た
。

長
期

専
門

家
は

C
/
P
に

対
し

、
継

続
的

に
指

導
や

O
J
T
活

動
を

提
供

す
る

こ
と

が
で

き
た

。
 

②
機

材
供

与
（

種
類

、
数

、
時

期
）

 
 
各

パ
イ

ロ
ッ

ト
水

道
公

社
に

研
修

活
動

に
必

要
な

計
測

・
デ

ー
タ

収
集

器
、

超
音

波
流

量
計

、
自

記
録

水
圧

測
定

器
、

漏
水

探
知

器
が

投
入

さ
れ

た
。

他
方

、
策

定
し

た
長

期
計

画
を

実
施

す
る

た
め

の
施

設
工

事
に

関
連

し
、

機
材

投
入

の
必

要
性

が
示

唆
さ

れ
て

い
る

。
 

③
本

邦
研

修
の

実
施

（
研

修
内

容
・

期
間

・
時

期
・

人
数

）
 

 
C
/
P
研

修
の

プ
ロ

グ
ラ

ム
内

容
、

研
修

機
関

、
研

修
参

加
者

数
は

適
切

で
あ

っ
た

。
こ

の
ほ

か
、

C
/
P
の

特
定

の
技

術

面
の

知
見

や
経

験
を

深
め

る
と

と
も

に
、

水
道

事
業

運
営

管
理

に
係

る
視

野
を

広
げ

る
こ

と
を

目
的

に
、

課
題

別
研

修
や

日
本

や
周

辺
国

で
開

催
さ

れ
た

国
際

会
議

な
ど

へ
C
/
P
を

派
遣

し
て

い
る

。
既

存
の

機
会

を
活

用
し

た
こ

と
は

効
率

性
の

面
で

プ
ラ

ス
の

要
素

で
あ

る
。

 

④
現

地
業

務
費

の
支

出
状

況
（

現
地

研
修

、
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

の
実

施
な

ど
）

 

 
日

本
側

の
投

入
は

、
中

間
レ

ビ
ュ

ー
の

提
言

に
従

い
、

活
動

も
追

加
さ

れ
た

こ
と

で
投

入
量

が
増

え
、

全
般

的
に

当

初
計

画
よ

り
も

増
加

し
た

。
 

⑤
現

地
ス

タ
ッ

フ
の

活
用

 
 
現

地
ス

タ
ッ

フ
は

通
訳

の
役

割
も

果
た

し
、

C
/
P
と

日
本

人
専

門
家

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

に
大

き
く

貢
献

し
た

資
料

翻
訳

、
同

時
通

訳
の

業
務

量
に

対
し

、
人

数
が

不
足

し
て

い
る

。
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ラ
オ

ス
側

の
投

入
は

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

を
産

出
す

る
た

め
に

十
分

な
投

入
で

あ
っ

た

か
。

投
入

が
タ

イ
ミ

ン
グ

良
く

実
施

さ

れ
、

活
用

さ
れ

て
い

る
か

。
 

①
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
の

配
置

（
人

数
、

時

期
、

分
野

、
兼

任
状

況
、

資
質

）
 

 
ラ

オ
ス

側
は

十
分

な
人

数
の

C
/
P
を

配
置

し
て

き
た

。
過

去
の

案
件

を
と

お
し

、
多

く
の

職
員

は
日

本
人

専
門

家
に

よ
る

技
術

協
力

を
受

け
た

経
験

を
有

し
て

お
り

、
本

邦
研

修
へ

の
参

加
経

験
者

も
多

い
。

こ
れ

ら
の

人
材

に
蓄

積
さ

れ
た

知
見

は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
プ

ロ
セ

ス
面

で
正

の
影

響
を

も
た

ら
し

た
と

い
え

る
。

他
方

、
2
0
1
5
年

の
公

共
事

業
運

輸
省

の
組

織
改

編
プ

ロ
セ

ス
の

遅
延

の
影

響
を

受
け

、
水

道
局

の
C
/
P
に

よ
る

M
aW
a
S
U
活

動
へ

の
参

加
時

間
は

不
十

分
で

あ
っ

た
こ

と
が

示
唆

さ
れ

る
。

 

②
ロ

ー
カ

ル
コ

ス
ト

の
負

担
状

況
 

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
事

務
所

の
ユ

ー
テ

ィ
リ

テ
ィ

（
水

、
電

気
等

）
を

提
供

し
て

い
る

。
 

③
機

材
や

施
設

の
提

供
（

種
類

、
ア

イ
テ

ム
、

単
価

、
数

量
、

活
用

状
況

）
 

 
ラ

オ
ス
側

は
計
画
ど

お
り
、

1
．

公
共
事

業
運
輸

省
（

M
P
W
T
）
、

 
2
．
首

都
ビ
エ

ン
チ
ャ

ン
水
道
公

社
、

3
．
ル

ア
ン

パ
バ
ー
ン

県
水
道
公

社
、

4
．
カ

ム
ア
ン

県
水
道

公
社
に
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
事
務

所
、
会

議
室
を
提

供
し
て

い
る
。
 

活
動

か
ら

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

に
至

る
ま

で
の

外
部

条
件

は
、

現
時

点
に

お
い

て
も

正
し

い
か

。
外

部
条

件
に

よ
る

影
響

は
な

い

か
。
 

外
部

条
件

①
パ

イ
ロ

ッ
ト

水
道

公
社

に
お

い

て
、

多
数

の
ス

タ
ッ

フ
が

職
場

を
離

れ
な

い
。

 
パ

イ
ロ

ッ
ト

水
道

公
社

に
関

し
、

配
置

さ
れ

て
い

る
C
/
P
は

概
ね

継
続

し
て

在
籍

し
て

お
り

、
外

部
条

件
に

よ
る

影

響
は

な
い

。
 

コ
ス

ト
 

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

は
投

入
予

定
の

コ
ス

ト
に

見
合

っ
た

も
の

か
。

投
入

コ
ス

ト
に

見
合

っ
た

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
度

で
あ

っ
た

か
。

 

投
入

実
績

と
達

成
度

 
 
計

画
さ

れ
た

投
入

、
活

動
が

実
施

さ
れ

て
お

り
、

期
待

さ
れ

た
成

果
が

順
調

に
産

出
さ

れ
て

い
る

。
 

他
の

J
I
C
A
の

ス
キ

ー
ム

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

の
連

携
や

他
の

援
助

機
関

と
の

連
携

に
よ

る
コ

ス
ト

面
で

の
効

果
が

あ
っ

た

か
。
 

他
の

J
I
C
A
の

ス
キ

ー
ム

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

計
画

・
実

施
状

況
、

他
開

発
パ

ー
ト

ナ
ー

の
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
最

新
状

況
 

 
カ

ム
ア
ン

水
道
公
社

に
よ
る

全
国
展
開

活
動
で

は
、

J
I
C
A
の

無
償
資

金
協
力

に
よ
り

建
設
さ
れ

た
浄
水

場
施
設
の

会

議
室

を
活

用
し

、
実

施
さ

れ
て

い
る

。
 

イ ン パ ク ト （ 予 測 ） 

上
位
目

標
の
達

成
予

測
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

期
間

終
了

後
3
年

程
度

の

時
点

で
、

上
位

目
標

「
ラ

オ
ス

国
上

水
道

セ
ク

タ
ー

に
お

け
る

持
続

可
能

か
つ

安
定

的
な

開
発

に
向

け
た

管
理

体
制

が
強

化
さ

れ
る

。
」

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

効
果

と
し

て
発

現
が

見
込

ま
れ

る
か

。
ま

た
、

阻
害

要
因

は
あ

る
か

。
 

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
績

」
の

項
参

照
 

 
C
/
P
組

織
の

強
い

コ
ミ

ッ
ト

メ
ン

ト
が

維
持

さ
れ

る
限

り
、

2
0
2
0
年

末
ま

で
に

、
持

続
的

か
つ

安
定

的
な

水
道

セ
ク

タ
ー

を
開

発
す

る
た

め
の

シ
ス

テ
ム

は
、

あ
る

程
度

強
化

さ
れ

る
と

見
込

ま
れ

る
。

上
位

目
標

指
標

の
ひ

と
つ

で
あ

る
中

長
期

事
業

計
画

の
策

定
に

か
か

る
指

標
は

挑
戦

的
な

内
容

で
あ

る
。

パ
イ

ロ
ッ

ト
水

道
公

社
の

C
/
P
に

よ
る

技

術
指

導
に

従
い

、
そ

の
他

す
べ

て
の

水
道

公
社

に
お

い
て

、
M
a
W
a
S
U
活

動
を

自
助

努
力

（
予

算
措

置
含

め
）

で
実

施

し
て

い
く

と
い

う
コ

ミ
ッ

ト
メ

ン
ト

が
不

可
欠

で
あ

る
。

 

因
果
関

係
 

上
位

目
標

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
は

乖
離

し
て

い
な

い
か

。
 

関
係

者
意

見
 

 
設

定
さ

れ
た

指
標

に
お

い
て

は
、

プ
ロ

目
と

上
位

目
標

は
乖

離
し

て
い

な
い

が
、

以
下

の
外

部
条

件
に

留
意

す
る

必

要
が

あ
る

。
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

か
ら

上
位

目
標

に
至

る
ま

で
の

外
部

条
件

は
、

現
時

点
に

お
い

て
も

正
し

い
か

。
外

部
条

件
が

満
た

さ
れ

る
可

能
性

は
高

い
か

。
 

新
た

な
外

部
条

件
の

有
無

 
 
上

位
目

標
達

成
に

影
響

し
得

る
外

部
条

件
と

し
て

、
水

道
セ

ク
タ

ー
の

投
資

を
促

進
す

る
ラ

オ
ス

国
の

戦
略

が
維

持

さ
れ

る
こ

と
が

挙
げ

ら
れ

る
。

J
I
C
A
専

門
家

に
よ

る
と

、
長

期
で

低
利

な
融

資
制

度
の

導
入

、
P
P
P
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン

の
導

入
、

全
国

展
開

を
促

進
す

る
水

道
協

会
の

設
立

な
ど

が
適

正
に

行
わ

れ
な

い
こ

と
が

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

・
リ

ス
ク

に
繋

り
得

る
と

の
見

解
が

示
さ

れ
て

い
る

。
 

波
及
効

果
 

上
位

目
標

以
外

の
ポ

ジ
テ

ィ
ブ

・
イ

ン
パ

ク
ト

は
想

定
さ

れ
る

か
。

 

ポ
ジ

テ
ィ

ブ
・

イ
ン

パ
ク

ト
（

政
策

制
度

、
法

律
等

の
整

備
、

ジ
ェ

ン
ダ

ー
人

権
、

環
境

、
技

術
、

対
象

社
会

、
文

化
的

側
面

な
ど

）
 

 
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

期
間

中
、

J
I
C
A
は

カ
ム

ア
ン

県
に

お
い

て
「

タ
ケ

ク
上

水
道

拡
張

計
画

」
(
無

償
20
1
3
.
6
-

2
0
1
7.
1
2)
、

「
首

都
ビ

エ
ン

チ
ャ

ン
上

水
道

拡
張

事
業

」
(有

償
20
1
6.
3
-2
0
2
1.
4
)、

「
水

道
公

社
に

お
け

る
浄

水

場
運

転
・

維
持

管
理

能
力

向
上

支
援

事
業

」
(
草

の
根

技
協

2
0
1
6
.
1
-
2
0
1
9
.
1
)
を

実
施

し
て

お
り

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク

ト
で

育
成

さ
れ

た
人

材
が

施
設

維
持

管
理

の
計

画
や

整
備

し
た

デ
ー

タ
の

提
供

に
参

画
し

た
。

 

 
首

都
ビ

エ
ン

チ
ャ

ン
水

道
公

社
の

営
業

担
当

職
員

は
、

年
間

事
業

計
画

策
定

時
に

、
お

客
様

コ
ー

ル
セ

ン
タ

ー
の

新

た
な

オ
ン

ラ
イ

ン
デ

ー
タ

管
理

シ
ス

テ
ム

を
立

案
し

、
予

算
申

請
・

承
認

を
経

て
、

2
0
1
6
年

1
0
月

か
ら

導
入

し
て

い
る

。
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全

国
展

開
活

動
を

と
お

し
、

パ
イ

ロ
ッ

ト
水

道
公

社
の

C
/
P
が

顧
客

調
査

の
手

法
を

周
辺

県
水

道
公

社
に

指
導

し
、

そ
の

後
、

研
修

を
受

け
た

担
当

者
（

ビ
エ

ン
チ

ャ
ン

県
、

ウ
ド

ム
サ

イ
県

、
ボ

ケ
オ

県
）

が
実

際
に

顧
客

調
査

を
実

施
す

る
と

い
っ

た
波

及
効

果
が

見
ら

れ
た

。
 

 
ル

ア
ン

パ
バ

ー
ン

水
道

公
社

の
C/
P
に

よ
る

指
導

に
よ

り
、

ウ
ド

ム
サ

イ
県

水
道

公
社

で
は

小
学

生
の

水
道

に
対

す

る
啓

発
活

動
を

目
的

と
し

た
「

水
道

教
室

」
が

実
施

さ
れ

た
。

 

 
カ

ム
ア

ン
水

道
公

社
の

C/
P
に

よ
り

「
水

道
事

業
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
」

の
指

導
を

う
け

、
チ

ャ
ン

パ
サ

ッ
ク

県
水

道
公

社
で

は
、

同
フ

ォ
ー

マ
ッ

ト
に

従
っ

た
年

報
を

自
主

的
に

作
成

し
た

。
 

 
ル

ア
ン

パ
バ

ー
ン

県
公

共
事

業
運

輸
局

の
水

道
事

業
担

当
官

は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

を
と

お
し

、
計

画
策

定
能

力

を
強

化
し

、
2
0
1
6
年

度
に

県
内

の
2
地

区
（

チ
ョ

ン
ペ

ッ
ト

郡
、

パ
ク

セ
ン

郡
）

に
お

け
る

新
た

な
水

道
事

業
開

発

に
か

か
る

企
画

書
と

予
算

申
請

を
中

央
政

府
へ

提
出

し
、

2
0
1
7
年

度
予

算
の

承
認

を
得

た
。

 

 
日

本
側

関
係

者
は

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
へ

の
短

期
専

門
家

と
し

て
の

職
員

の
派

遣
や

イ
ン

タ
ー

ン
派

遣
に

よ
る

相
乗

効

果
を

確
認

し
て

い
る

。
M
a
W
a
S
U
活

動
を

と
お

し
、

ラ
オ

ス
側

C/
P
と

一
緒

に
活

動
に

取
り

組
む

こ
と

で
、

水
道

事
業

の
国

際
協

力
に

お
け

る
人

材
が

育
成

さ
れ

る
こ

と
と

な
っ

た
。

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
に

よ
る

マ
イ

ナ
ス

の
影

響
は

あ
る

か
。

そ
れ

を
軽

減
す

る
た

め
の

対
策

は
取

ら
れ

て
い

る
か

。
 

ネ
ガ

テ
ィ

ブ
・

イ
ン

パ
ク

ト
（

政
策

制
度

、
法

律
等

の
整

備
、

ジ
ェ

ン
ダ

ー
人

権
、

環
境

、
技

術
、

対
象

社
会

、
文

化
的

側
面

な
ど

）
 

 
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
に

よ
る

負
の

イ
ン

パ
ク

ト
は

観
察

さ
れ

な
か

っ
た

。
 

持 続 性 （ 予 測 ） 

政
策
・

制
度
 

パ
イ

ロ
ッ

ト
水

道
公

社
に

お
い

て
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
効

果
を

持
続

し
て

い
く

た
め

の
政

策
や

制
度

的
な

措
置

は
な

さ
れ

て
い

る
か

。
 

政
策

、
制

度
の

策
定

・
施

行
状

況
、

予
定

 
＜

政
策

面
＞

 
政

策
面

の
持

続
性

は
担

保
さ

れ
て

い
る

。
 

 
「

第
8
次

国
家

社
会

経
済

5
カ

年
開

発
計

画
（

2
0
1
6
-
2
0
2
0
年

）
」

、
「

都
市

水
道

供
給

及
び

衛
生

セ
ク

タ
ー

戦
略

（
2
0
1
3
-
2
0
3
0
）

」
、

「
水

道
事

業
戦

略
（

水
道

ビ
ジ

ョ
ン

）
」

、
「

県
水

道
事

業
戦

略
（

水
道

ビ
ジ

ョ
ン

）
」

な
ど

に
よ

り
、

今
後

も
政

策
的

重
要

性
が

維
持

さ
れ

る
見

込
み

で
あ

る
。

 

 
パ

イ
ロ
ッ

ト
水
道
公

社
で
は

、
長
期
事

業
計
画

、
中
期
事

業
計
画

が
策
定
さ

れ
て
お

り
、

2
0
2
0
年

ま
で
の

事
業
展

開

へ
の

指
針

と
な

っ
て

い
る

。
ま

た
、

C
/
P
は

2
0
3
0
年

目
標

を
念

頭
に

長
期

事
業

計
画

の
更

新
作

業
を

進
め

て
い

る
。

 

＜
制
度
・

規
制
管
理

面
＞

 
制
度

・
規
制

管
理
面

の
持
続
性

は
不
確

定
要
素
が

残
さ
れ

て
い
る
。
 

 
水

道
公

社
の

運
営

上
の

決
定

権
が

限
ら

れ
て

い
る

こ
と

に
よ

り
、

独
立

採
算

制
に

よ
り

水
道

事
業

を
運

営
管

理
し

て

い
く

こ
と

が
困

難
に

な
っ

て
い

る
。

例
え

ば
、

P
P
P
事

業
が

適
切

に
規

制
さ

れ
な

い
と

、
水

道
公

社
の

財
政

運
営

に

負
の

影
響

を
も

た
ら

す
こ

と
が

懸
念

さ
れ

る
。

 

 
水

道
公

社
の

給
水

区
域

の
設

定
に

関
す

る
認

識
が

希
薄

で
あ

り
、

中
・

長
期

の
開

発
計

画
の

策
定

に
は

困
難

が
伴

う
。
 

組
織
・

財
政
 

協
力

終
了

後
も

効
果

を
あ

げ
て

い
く

た
め

の
活

動
を

実
施

す
る

に
足

る
組

織
能

力
は

あ
る

か
。

 

人
材

配
置

、
意

思
決

定
プ

ロ
セ

ス
な

ど
 

＜
組

織
面

＞
 
組

織
面

で
の

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

持
続

性
に

関
し

て
は

担
保

さ
れ

て
い

る
。

 

 
＜

水
道

局
＞

 
移

行
段

階
に

あ
る

が
、

現
在

取
り

組
ん

で
い

る
活

動
の

継
続

に
よ

り
、

行
政

能
力

が
強

化
さ

れ
る

こ
と

が
期

待
さ

れ
る

。
セ

ク
タ

ー
・

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

シ
ョ

ン
が

不
十

分
な

場
合

、
異

な
る

県
の

水
道

公
社

間
で

混
乱

が
生

じ
る

可
能

性
が

あ
る

。
例

え
ば

、
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
の

た
め

の
「

水
道

事
業

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

」
、

計
画

策
定

の
た

め
の

「
水

道
事

業
計

画
技

術
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
」

が
水

道
公

社
に

よ
り

着
実

に
活

用
さ

れ
る

た
め

に
は

、
水

道
局

は
こ

れ
ら

の
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
を

基
準

化
し

て
い

く
こ

と
が

期
待

さ
れ

る
。

 

 
＜

パ
イ

ロ
ッ

ト
県

の
公

共
事

業
運

輸
局

＞
 
水

道
セ

ク
タ

ー
へ

の
人

員
配

置
が

小
規

模
で

あ
る

も
の

の
、

M
aW
a
S
U
活

動
へ

参
加

し
、

例
え

ば
全

国
展

開
活

動
の

実
施

、
水

道
局

と
連

携
し

た
水

道
事

業
戦

略
の

策
定

に
参

画
し

て
い

る
。

こ
れ

ら
の

取
組

み
は

持
続

性
に

プ
ラ

ス
の

要
素

と
な

っ
て

い
る

。
 

 
＜

3
つ
の
パ

イ
ロ
ッ

ト
水
道

公
社
＞

 
人

員
配
置

、
意
思
決

定
メ
カ

ニ
ズ
ム
と

も
に
協

力
期
間
終

了
後
も

効
果
を
上

げ

て
い

く
た

め
の

活
動

を
実

施
す

る
に

足
る

組
織

能
力

を
有

し
て

い
る

。
ま

た
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

支
援

し
て

き
た

活
動

は
C
/
P
に

と
っ

て
日

常
業

務
の

位
置

付
け

で
あ

る
こ

と
か

ら
主

体
者

意
識

は
十

分
に

醸
成

さ
れ

て
い

る
。

 

C
/
P
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
対

す
る

オ
ー

ナ

ー
シ

ッ
プ

は
、

十
分

に
確

保
さ

れ
て

い
る

か
。
 

関
係

者
、

J
I
C
A
専

門
家

意
見

 
 
C
/
P
の

Ma
W
a
S
U
に

対
す

る
主

体
者

意
識

が
醸

成
さ

れ
て

い
る

上
、

長
期

的
視

野
に

基
づ

き
独

立
採

算
制

に
よ

る
水

道

サ
ー

ビ
ス

を
目

指
す

意
向

が
あ

る
。
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経
常

経
費

を
含

む
予

算
の

確
保

は
行

わ
れ

て
い

る
か

、
 
当

該
国

側
の

予
算

措
置

は

十
分

に
講

じ
ら

れ
て

い
る

か
。

 

中
央

政
府

、
県

政
府

等
か

ら
各

水
道

公
社

へ
の

事
業

運
営

費
等

の
拠

出
実

績
、

パ
イ

ロ
ッ

ト
水

道
公

社
の

事
業

計
画

・
普

及
研

修
に

か
か

る
支

出
実

績
、

予
算

確
保

の
目

途
 

＜
財

政
面

＞
 
財

政
面

の
持

続
性

は
不

確
定

要
素

が
残

さ
れ

て
い

る
。

 

 
水

道
料

金
設

定
が

低
い

こ
と

や
水

道
公

社
へ

の
国

か
ら

の
補

助
金

の
不

足
と

い
っ

た
課

題
が

あ
る

。
 

 
水

道
公

社
の

脆
弱

な
経

営
状

況
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
持

続
性

を
脅

か
す

要
素

で
あ

る
。

パ
イ

ロ
ッ

ト
水

道
公

社
の

C
/
P
に

よ
る

3
地

域
を

拠
点

と
し

た
全

国
展

開
活

動
に

関
し

て
は

、
県

内
外

へ
と

対
象

が
広

範
囲

に
わ

た
る

活
動

で

あ
る

こ
と

か
ら

、
3
つ

の
パ

イ
ロ

ッ
ト

水
道

公
社

だ
け

が
財

政
負

担
を

す
る

こ
と

は
厳

し
い

状
況

で
あ

る
。

水
道

公

社
間

の
コ

ス
ト

シ
ェ

ア
も

検
討

さ
れ

て
い

る
も

の
の

予
算

措
置

に
課

題
が

残
る

。
 

 
各

パ
イ

ロ
ッ

ト
水

道
公

社
に

よ
り

計
画

策
定

さ
れ

た
中

・
長

期
事

業
の

実
施

に
か

か
る

資
金

調
達

の
課

題
も

残
さ

れ

て
お

り
、

長
期

で
低

利
な

融
資

制
度

導
入

の
必

要
性

が
示

唆
さ

れ
て

い
る

。
 

技
術

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

用
い

ら
れ

る
技

術
は

継

続
的

に
受

容
さ

れ
つ

つ
あ

る
か

（
技

術
レ

ベ
ル

、
社

会
的

・
慣

習
的

要
因

等
）

、
そ

の
た

め
の

技
術

移
転

の
手

法
は

適
切

か
。

対
象

グ
ル

ー
プ

の
知

識
、

技
術

レ
ベ

ル
、

配
置

状
況

な
ど

、
技

術
協

力
成

果
品

（
デ

ー
タ

管
理

マ
ニ

ュ
ア

ル
、

水
道

事
業

計
画

策
定

マ
ニ

ュ
ア

ル
、

水
道

事
業

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

、
技

術
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
等

）
の

活
用

状
況

、
見

込
み

 

 
全

国
展

開
の

仕
組

み
を

構
築

し
て

き
て

お
り

、
パ

イ
ロ

ッ
ト

水
道

公
社

に
お

い
て

は
研

修
を

受
け

経
験

を
重

ね
た

人

材
が

育
成

さ
れ

、
技

術
分

野
の

テ
ー

マ
別

の
分

科
会

、
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
や

マ
ニ

ュ
ア

ル
な

ど
、

全
国

展
開

に
不

可
欠

な
リ

ソ
ー

ス
を

開
発

し
た

。
 

 
パ

イ
ロ

ッ
ト

水
道

公
社

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

は
既

に
各

専
門

分
野

の
ト

レ
ー

ナ
ー

と
し

て
重

要

な
役

割
を

担
っ

て
い

る
。

し
か

し
、

C
/
P
が

持
続

的
に

質
の

高
い

研
修

を
実

施
し

て
い

く
た

め
に

は
、

技
術

面
の

専

門
性

を
継

続
的

に
向

上
し

て
い

く
必

要
が

あ
る

。
ま

た
、

全
国

展
開

活
動

を
継

続
し

て
い

く
た

め
に

は
、

現
在

J
I
C
A

専
門

家
が

支
援

し
て

い
る

フ
ァ

シ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
面

を
含

め
、

水
道

局
の

C
/
P
が

主
導

的
に

調
整

を
図

っ
て

い
く

必

要
が

あ
る

。
 

供
与

施
設

・
機

材
の

維
持

管
理

は
適

切
に

行
わ

れ
る

見
込

み
か

。
 

供
与

機
材

に
か

か
る

C
/
P
の

知
識

、
技

術
レ

ベ

ル
、

配
置

状
況

な
ど

 

 
各

パ
イ

ロ
ッ

ト
水

道
公

社
に

供
与

さ
れ

た
機

材
は

水
道

事
業

運
営

の
日

常
業

務
に

活
用

さ
れ

、
適

切
に

保
管

さ
れ

て

い
る

。
 

パ
イ

ロ
ッ

ト
水

道
公

社
、

及
び

各
水

道
公

社
が

ビ
エ

ン
チ

ャ
ン

水
道

公
社

研
修

セ
ン

タ
ー

と
共

に
技

術
普

及
の

メ
カ

ニ
ズ

ム
を

維
持

で
き

る
可

能
性

は
ど

の
程

度
あ

る
の

か
。
 

技
術

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

、
研

修
を

受
け

た
リ

ソ
ー

ス
・

パ
ー

ソ
ン

な
ど

の
活

用
見

込
、

D
H
U
P
の

普

及
計

画
の

策
定

状
況

等
 

 
全

国
展

開
シ

ス
テ

ム
（

ポ
ス

ト
Ma
W
a
S
U
シ

ス
テ

ム
）

に
関

し
て

は
、

分
科

会
を

と
お

し
設

計
と

形
成

作
業

が
行

わ

れ
、

2
0
1
7
年

か
ら

、
同

シ
ス

テ
ム

の
試

行
が

開
始

し
た

。
「

ポ
ス

ト
Ma
W
aS
U
シ

ス
テ

ム
」

の
な

か
に

は
、

O
J
T
活

動
、

定
期

的
な

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
を

含
む

Ma
W
a
S
U
で

実
施

し
た

活
動

が
含

ま
れ

て
い

る
。

分
科

会
、

委
員

会
活

動
は

（
設

立
予

定
の

）
「

水
道

協
会

」
の

役
割

と
し

て
検

討
が

進
め

ら
れ

て
い

る
。

 

社
会
・

文
化
 

多
様

性
へ

の
配

慮
不

足
に

よ
り

持
続

的
効

果
を

妨
げ

る
可

能
性

は
な

い
か

。
 

関
係

者
意

見
 

 
社

会
文

化
面

に
お

け
る

持
続

的
効

果
を

妨
げ

る
可

能
性

は
特

に
確

認
さ

れ
て

い
な

い
。

 

そ
の

他
 

持
続

性
を

阻
害

す
る

そ
の

他
の

要
因

は
あ

る
か

。
 

関
係

者
意

見
 

 
そ

の
他

の
持

続
性

を
阻

害
す

る
要

因
は

な
い

。
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